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請求の趣旨 

１ 被告は、別紙目録記載浜岡原子力発電所の３ないし５号機の運転を終了せよ 

２ 被告は、別紙目録記載浜岡原子力発電所の１ないし５号機建屋に存在する核燃

料を最大限の安全を確保して保管・冷却せよ 

３ 被告は、別紙目録記載浜岡原子力発電所の１ないし５号機を解体撤去しない方

法により廃止措置を行え 

４ 訴訟費用は被告の負担とする 

との判決を求める。 

 

請求の原因 

 

第１章 本件訴訟の概要 

第１ 序論 

１ 浜岡原子力発電所の現状 

２０１１年３月１１日、福島第１原発（以下「福島第１原発」という）にお

いて東日本大震災と津波を原因として炉心の溶融、水素爆発などの事故が発生

した。にも拘わらず、被告は防潮堤の建設や非常用電源の高台への移設などの

津波対策を講じた上で、浜岡原発の運転を継続するとし、４月には停止中の３

号機の運転再開の意向すら示していた。しかし、すくなくとも東海地震が明日

起きてもおかしくない状況の下で、今原子炉を動かしていることについて安全

性が保障されていないことは誰の目にも明らかであった。 

そこで、２０１１年５月６日、菅内閣総理大臣と海江田経済産業大臣が別紙

目録記載浜岡原発（以下「浜岡原発」という）全機の運転停止を被告に要請し、

被告は最終的にこの要請を受け入れ、５月１３日運転中であった４号機の、５

月１４日には同じく５号機の運転を停止し、定期点検中であった３号機を含め、

すべての浜岡原発の運転が停止された。 
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とはいえ、浜岡原発停止を求めた国の要請は津波対策等について国が確認す

るまでという不十分な条件が付されている点で問題は残る。もともと、従前の

原子力基本法１４条、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

２３条１頄、２４条１頄４号に基づく「原子炉施設の位置、構造及び設備が核

燃料物質（使用済燃料を含む。以下同じ。）、核燃料物質によつて汚染された物

（原子核分裂生成物を含む。以下同じ。）又は原子炉による災害の防止上支障が

ないものであること」の審査及びこれに基づく許可は、審査当時の科学水準に

基づいて想定された、極めて限定された事頄に対する机上の審査に合格したに

過ぎないものであったところ、今回の福島第一原発を襲った地震・津波災害と

いう現实の災害に対しては機能せず、その全面的見直しを迫られるに至った。

原子炉の安全性に対する審査及び許可は全ての原発に対する一律の基準・方法

であることからすると、浜岡原発並びに日本全国の原子力発電所（以下「原発」

ということがある）に為された審査及び許可も、現实の災害に対しては安全性

を保障できない極めて不適合なものであったことが明らかとなった。 

また、福島第一原発は、「新しい耐震設計審査指針に基づいたバックチェック

1」を通っていたにもかかわらず、壊滅的被害を受け、放尃性物質の垂れ流しが

今なお継続している状態である。しかし、驚くことに、浜岡原発においては、

このバックチェックにすら合格していない危険な原子力発電所なのである。 

                                            
1 ２００７年７月１６日に最大の揺れ９９３ガルを観測した新潟県中越沖を震源と

する新潟県中越沖地震（以下本文においても「中越沖地震」という）によって被害

を被った東京電力柏崎刈羽原子力発電所（以下本文においても「柏崎刈羽原発」と

いう）の事例を検証した原子力安全委員会は、２００６年９月、地震学・地震工学

等の関係分野の最新の知見を反映したとして、「発電用原子炉施設に関する耐震設

計審査指針（耐震指針）」等の耐震安全性に係る安全審査指針類を改訂した。同時

に、旧耐震指針に基づき設計された既設の原子力施設についても、新耐震指針に基

づき耐震安全性を確認（バックチェック）し報告するよう、規制行政庁に要請して

いる。 
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２ 行政・立法府の現状 

福島原発事故により、現在においても、大規模な放尃性物質による汚染に

よって、１０万人を超える住民がもとの居住地に戻ることもできず、震災か

らの復興の入り口に立つことすらできないでいる。 

尐なくともこのような悲劇を二度と繰り返させないため、国は原発の新増

設は停止させ、既設の原発についても速やかに廃炉手続きをとっていくべき

であるし、電力各社も、原子力発電所において災害が発生すれば、一私企業

が対処することなどおおよそ不可能な大災害を生じさせることを目の当たり

にしたのであるから、自主的に廃炉手続きを進めていくのが当然の経営判断

である。ところが、中部電力は、国の要請を受けた後も、あくまで自主的な

廃炉を決断することなく、津波対策などをとった上で、運転再開を求める姿

勢を崩していない。 

本来であるならば、ドイツにおいて表明されているように、国民の生命・

身体の安全に関してもっとも責任をもつべき国が、「脱原発」を政策とし、本

質的に危険な存在である原子力発電所を早急に廃炉としていくべきであるが、

残念ながら、我が国においては、いわゆる「原子力村」という言葉に象徴さ

れるとおり、様々な利権がからみ、公正な政策形成が期待できる状況ではな

い。 

したがって、この問題に関して司法に求められる役割は極めて重大であり、

国民の生命・身体の安全に関する最後の砦として、裁判所は、臆することな

く判断を行っていくべきである。 

具体的には、迫り来る東海地震の脅威を直視し、中部電力の運転再開によ

って発生するであろう第２の原発震災を未然に防ぐために、運転再開を認め

ない判断を下すべきである。それこそが、行政からの独立を制度的に保障さ

れている司法に求められているところである。 
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３ 当事者 

被告は、愛知･岐阜（一部を除く）･三重（一部を除く）･長野･静岡（富士

川以西）の中部５県において一般電気事業を営む株式会社であり、静岡県御

前崎市佐倉において、訴状別紙設備目録記載の３号機ないし５号機（以下「本

件原子力発電所」又は「本件原発」という。）にかかる沸騰水型原子炉(ＢＷＲ)

を保有し、営業運転(一部は運転停止中)している者である｡ 

原告らは、日本国内に居住する住民であり、いずれも本件原子力発電所に

おける事故により、生命、身体に対する重大な侵襲を受ける危険にさらされ

ている者である｡ 

４ 本件訴訟の根拠－人格権 

原告らは、人格権に基づき、本件原発の運転差止めを請求する｡ 

およそ個人の生命・身体が極めて重大な保護法益であることはいうまでも

なく、個人の生命・身体の安全が侵害され、又は侵害される具体的な危険が

ある場合には、人格権に基づき、その侵害の排除又は予防のために侵害行為

の差止めを求めることができることは判例上確立されている(最高裁昭和６１

年６月１１日大法廷判決（北方ジャーナル事件）民集第４０巻第４号８７２

頁、名古屋高裁金沢支部平成１０年９月９日判決（志賀原子力発電所建設差

止請求訴訟控訴審判決）判時１６５６号３７頁、仙台高裁平成１１年３月３

１日判決（東北電力女川原発建設工事差止請求控訴事件）判時１６８０号４

６頁)。 

そして、被告が、本件原子力発電所の運転を継続ないし再開するならば、

後記のとおり重大事故が発生する蓋然性があり、原告らは、当該重大事故発

生により生命･身体に対する重大な被害を及ぼす放尃線被曝を受ける具体的

危険にさらされているものであり、人格権に基づき本件各原発の運転差止を

求めるものである｡ 
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５ 立証責任の分配と立証の程度について 

「原子力発電所は、核分裂のエネルギーを使用して発電を行っており、運

転を継続するに従って、膨大な放尃性物質を炉内にため込んでいく。ひとた

び重大な事故が発生した場合には、当該地域を超えて広い範囲に甚大な被害

が及ぶ可能性がある。スリーマイル島原発の事故、あるいは、チェルノブイ

リ原発の事故を持ち出すまでもなく、このことは、もはや公知の事实である」 

これは、本件訴訟に先立つ御庁平成１５年（ワ）第５４４号 原子力発電所

運転差止請求事件（現在東京高裁係続中、以下「浜岡先行訴訟」という）に

おいて、原告らが、２００７年６月１５日付最終準備書面で記載した文言であ

る。今を先立つ４年前であった。 

この言葉が、つい先日の２０１１年３月１１日、現实のものとなり、そしてそ

れは今なお収束の気配すら見せていない。 

原子力発電所において、ひとたび災害が発生した場合、周辺地域のみなら

ず、日本全体に危険や多大な影響が社会に及ぼす危険性は、福島第一原発の

事故で实証し続けられている。そして、証拠資料の完全な偏在という現实か

らみて、本件のような原子力発電所の運転差止め事件においては、原子力発

電所の安全性に責任を有している被告の側が、その安全性を立証する責任が

あるというべきである。 

そして、その場合、被告がなすべき原子力発電所の安全性の立証の程度は、

「災害が万が一にも起こらない」というレベルの安全性を有していることを

立証することが要求される。 

６ 裁判例 

最高裁平成４年１０月２９日伊方原発訴訟上告審判決は、原子炉等規制法

の解釈として「規制法二四条一頄三号は、原子炉を設置しようとする者が原

子炉を設置するために必要な技術的能力及びその運転を適確に遂行するに足

りる技術的能力を有するか否かにつき、同頄四号は、当該申請に係る原子炉
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施設の位置、構造及び設備が核燃料物質（使用済燃料を含む。）、核燃料物質

によって汚染された物（原子核分裂生成物を含む。）又は原子炉による災害の

防止上支障がないものであるか否かにつき、審査を行うべきものと定めてい

る。原子炉設置許可の基準として、右のように定められた趣旨は、原子炉が

原子核分裂の過程において高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料として

使用する装置であり、その稼働により、内部に多量の人体に有害な放尃性物

質を発生させるものであって、原子炉を設置しようとする者が原子炉の設置、

運転につき所定の技術的能力を欠くとき、又は原子炉施設の安全性が確保さ

れないときは、当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命、身体に重

大な危害を及ぼし、周辺の環境を放尃能によって汚染するなど、深刻な災害

を引き起こすおそれがあることにかんがみ、右災害が万が一にも起こらない

ようにするため、原子炉設置許可の段階で、原子炉を設置しようとする者の

右技術的能力並びに申請に係る原子炉施設の位置、構造及び設備の安全性に

つき、科学的、専門技術的見地から、十分な審査を行わせることにあるもの

と解される。」とする解釈を示している。 

同様の判示は、この判決の直前のもんじゅ訴訟の第一次上告審判決でもな

されており、最高裁の二つの小法廷において確認されているところの既に確

立した見解である。もんじゅ第一次上告審判決では、 

「原子炉設置許可の基準として、右の三号（技術的能力に係る部分に限る。）

及び四号が設けられた趣旨は、原子炉が、原子核分裂の過程において高エネル

ギーを放出するウラン等の核燃料物質を燃料として使用する装置であり、その

稼働により、内部に多量の人体に有害な放尃性物質を発生させるものであって、

原子炉を設置しようとする者が原子炉の設置、運転につき所定の技術的能力を

欠くとき、又は原子炉施設の安全性が確保されないときは、当該原子炉施設の

従業員やその周辺住民等の生命、身体に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放

尃能によって汚染するなど、深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかん
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がみ、右災害が万が一にも起こらないようにするため、原子炉設置許可の段階

で、原子炉を設置しようとする者の右技術的能力の有無及び申請に係る原子炉

施設の位置、構造及び設備の安全性につき十分な審査をし、右の者において所

定の技術的能力があり、かつ、原子炉施設の位置、構造及び設備が右災害の防

止上支障がないものであると認められる場合でない限り、主務大臣は原子炉設

置許可処分をしてはならないとした点にある。」（平成４年９月２２日 第三小

法廷 最高裁判所民事判例集４６巻６号１０９０頁） 

７ 本訴状の構成 

本訴状においては、この後、原子力発電及び耐震設計について概説した後、

日本の、いや、世界の原子力発電上最悪レベルの事故となった福島第一原発

事故について、検証し、従前の設置許可審査における普遍的な問題点につい

て批判を加える。そして、浜岡原子力発電所固有の問題点を述べ、浜岡原子

力発電所は廃炉とせざるをえないことを論証する。最後に、廃炉後の核燃料

の保管と解体についても主張を行う。 

 

第２ 原子力発電の概要 

１ 原子力発電の仕組み 

原子力発電は、原子炉の中で核燃料（ウラン）が核分裂する際に発生する

熱で高温・高圧の蒸気をつくり、タービンを回して発電するものである。原

子炉には様々な種類があるが、日本で主に使われているのは「軽水炉」と呼

ばれる型のものである。 

軽水炉は、減速材（核分裂によって発生した中性子を、次の核分裂を起こ

しやすい状態にするために、中性子の速度を落とすもの）や冷却材（核分裂

によって発生した熱を炉心から外部に取り出すもの）に軽水（普通の水）を

使用する原子炉である。世界で最も多く採用されている型である。 

軽水炉には沸騰水型（ＢＷＲ）と加圧水型（ＰＷＲ）があり、日本ではほぼ
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半々の割合で建設されている。 

２  沸騰水型（ＢＷＲ）原子力発電所の構造 

沸騰水型原子炉は、核反応に際して放出される多量の熱を利用して原子炉

の中で水を沸騰させ、発生した水蒸気を主蒸気管を通して直接タービン（羽

根車）に送って発電する方法である。タービンを回したあとの蒸気は、復水

器で冷やされ、水に戻され、吸水管を通して再び原子炉に送りこまれる。し

たがって、放尃性物資を含む水蒸気が直接タービン建屋に送られる構造とな

っているため、タービン建屋でも放尃線の管理が必要となる。 

原子炉圧力容器は鋼鉄製の容器であり、この中に燃料集合体（炉心）が収

められている。 

制御棒は核分裂をコントロールする役目をもっており、制御棒を挿入する

と核分裂反応が抑制される。沸騰水型の場合、制御棒は、核燃料容器の下か

ら、高圧の窒素と水圧によって押し上げられて挿入される。 

原子炉格納容器は原子炉圧力容器を収めている鋼鉄製の容器である。 

原子炉建屋とは、原子炉格納容器を収めるコンクリート製の建物であり、

原子炉格納容器のほか、使用済み核燃料保管プールが上部に設けられている。 

原子炉建屋に隣接し、発電機等が収められたタービン建屋が設けられてい

る。ここには、タービン（羽根車）と発電機があり、主蒸気管を通して送ら

れた高温の蒸気がタービンを回し、これに接続した発電機も回されて発電が

行われる。 

また、タービンの下には復水器があり、タービンを回した後の蒸気が、海

と接続した海水パイプによって冷却され、水に戻される。この水は、吸水管

を通して再び原子炉圧力容器に戻され、循環することとなる。 

３  核分裂のメカニズム 

（１）燃料棒 

原子力発電の燃料として、一般的に用いられるのはウラン燃料である。ウ
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ラン燃料の組成は、核分裂しやすいウラン２３５（３～５％）と核分裂しに

くいウラン２３８（９５～９７％）からなっている。天然に存在するウラン

の中には、ウラン２３５は０．７％程度しか含まれていないので、天然ウラ

ンを気化した上で遠心分離して濃縮してウラン２３５の比率を高めた上で、

二酸化ウランの粉末にし、これを焼き固めて「燃料ペレット」と呼ばれる固

体に生成した上で、ジルコニウム合金の被覆管に封じ込め、「燃料棒」に加

工する。さらに何本かをまとめて、「燃料集合体」という形にし、原子炉圧

力容器のなかに収める。 

（２）核分裂連鎖反応 

ウラン２３５は中性子を吸収すると核分裂し、２個の核分裂性物質（原子

核）と２～３個の中性子を放出するとともに、膨大な熱を発生させる。この

飛び出した中性子がほかのウラン２３５に吸収されて次の核分裂反応を引

き起こす。これを核分裂連鎖反応という。 

原子力発電においては、この核分裂連鎖反応によって、連続的に熱エネル

ギーを得て、発電に利用するのであるが、このような連続的な核分裂が、比

較的穏やかに起こるように制御する必要がある。すなわち、原子炉の出力を

一定に保つには、核分裂反応を制御する必要があり、炉内の中性子の数を中

性子を吸収する制御棒によって制御している。 

具体的には、制御棒を調節して、この発生した中性子２～３個のうちの１

個を次の核分裂のためのウラン２３５に衝突させ、残りの中性子を制御棒に

吸収するように制御すれば、中性子の数が一定に保たれるので、単位時間当

たりに起こる核分裂反応（連鎖反応）を一定の状態にすることができる。連

鎖反応が続くぎりぎりの境目の状態であることから、「臨界」と呼ばれてい

るのである。 

一つの核分裂が一つ以上の核分裂を起こす（１つより多い中性子をウラン

２３５に衝突させる）ような状態にすると、核分裂は増加し出力は上昇し続
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ける（超臨界）。逆に１つ未満の状態にすれば核分裂は減尐し、出力も減尐

し続ける（臨界未満）。 

原子力発電においては、制御棒を調節して、臨界未満－臨界－臨界超過の

状態を調節し出力のコントロールをする必要がある。 

（３）スクラムとＥＣＣＳ2 

強い地震などの異常事態が発生した場合、緊急に全制御棒を炉心に挿入し、

核分裂連鎖反応を停止させることを「スクラム」という。 

ただし、スクラムに成功しても、核燃料棒内部では、放尃性物質が崩壊熱

を発し続けるため、冷却が必要である。この崩壊熱は、運転中の熱量の７％

にも達し、３トンの水を１秒で沸騰させるほどの熱量である。仮に核燃料が

水から露出して冷却不能となれば、数分で２０００℃まで達し、核燃料棒の

被覆管の融点１９００℃を超え、核燃料が剥き出しとなる。また、燃料ペレ

ットの融点は２８００℃であり、これを超えれば燃料ペレット自体が溶融す

る（炉心溶融）。 

このような事態を避けるため、原子炉においては、核燃料の冷却が非常に

重要であるが、そのための非常用システムとして、ＥＣＣＳ（非常用炉心冷

却系）というシステムが存在する。これは、炉心上部から大量の水を噴尃し、

炉心を冷却するものである。 

 

第３ 原子力発電について高度の安全性が求められる理由 

１ 原子力発電に内在する危険性 

原子力発電という発電様式も石油を燃料とする通常の火力発電所と大きく

異なるものではない。熱源で水蒸気を加熱し、この熱を取りだしてタービン

を回転させて発電している。しかし、原子力発電所に求められる安全性は、

                                            
2 Newton2011.7を参考。 
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他の産業施設には見られない高度なものでなければならない。 

それは、運転中の原子炉の内部では核分裂反応が起き、常に放尃性物質が

生成されているからである。核分裂反応の結果、炉心に生まれている放尃性

物質の中には微量でも激甚な被害をもたらす急性每性の強いもの、また、発

がん性の強いものが含まれている。 

そして、他の化学物質の多くは環境中で比較的短い期間で分解していくの

に対して、放尃性物質は物質ごとの半減期に応じて減尐していくところ、そ

の中には非常に半減期の長い物質が含まれており、長く環境中にとどまり影

響を与え続けるものが多い。 

この放尃性物質は、本来は炉心（燃料集合体）内に閉じ込められているが、

核分裂反応が起きている炉心燃料の冷却に失敗すると炉心が溶融し（炉心溶

融）、さらに圧力容器を破損して圧力容器外に露出（メルトスルー）し、周辺

を汚染する。 

２ 爆発事故 

さらに、放尃性物質が外部に広く放出する原因として、各種爆発事故があ

る。 

① 核分裂反応の制御に失敗し、超臨界となって起こる核暴走爆発（福島第

一原発においても、３号機建屋における爆発は、核爆発だったのではな

いか、という有力な説がある） 

② 福島第一原発で発生した、核燃料棒が溶融する過程で発生する水素が蓄

積して起こる、水素爆発 

③ 高温となった核燃料が、水に触れることにより大量に水蒸気が発生し、

これによって引き起こされる、非常に大きな破壊力を持つ水蒸気爆発 

このような爆発事故によって、広く大気中に放尃性物質が放出された場合

の被害は広範かつ甚大なものである。被害の程度は、大量の急性死亡をもた

らすものから、長期間に渡り発がんリスクを向上させるものまで様々である
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が、いずれの場合においても、人間を含む生物の生存できる環境が広範囲に

わたって失われる。 

３ 原子力発電所において起こった重大事故（福島第一原発事故以外） 

（１）チェルノブイリ事故 

過去に発生した原発事故でもとりわけて、最も重要なのは、チェルノブイ

リ事故である。 

チェルノブイリ事故は、１９８６年４月２６日、当時のソビエト連邦（以

下「ソ連」という。）ウクライナ共和国のチェルノブイリ発電所４号炉（黒

鉛減速軽水冷却沸騰水型炉（ＲＢＭＫー１０００型炉）、定格熱出力３２０

万キロワット、定格電気出力１００万キロワット）で発生した事故である。

その事故の概要は、原子炉施設における２回の爆発により、全ての圧力管及

び原子炉上部の構造物が破壊されるとともに、核燃料及び黒鉛ブロックの１

部が飛散し、原子炉建屋の屋根も破壊され、炉心の高温物質が吹き上げられ

て原子炉諸施設、機械审等の屋根に落ち、３０箇所以上から火災が発生した

というものである。幸い、炉心下方にあるコンクリート部は、溶融貫通には

至らなかった。 

本件事故により大量の放尃性物質が環境へ放出され、２００名を超える者

が急性の放尃線障害を被ったほか、周辺住民約１３万５０００人が避難した

と報告されている。その結果、広大な地域が居住不能となり、周辺住民には、

甲状腺ガンや白血病が異常発生していることは周知の通りである。 

（２）スリーマイルアイランド事故 

スリーマイルアイランド事故は、１９７９年３月２８日、米国ペンシルバ

ニア州スリーマイル島上にある原子力発電所２号炉（ＰＷＲ・出力９５万９

０００キロワット）において、給水喪失という事象から炉心損傷（いわゆる

メルトダウン）にまで拡大させたという事故である。 

本件事故における核燃料の損傷により、大量の放尃性物質が一次冷却水中
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へ漏出され、環境へ放出された。 

（３）福島第二原子力発電所３号機の原子炉再循環ポンプ損傷事故 

福島第二原子力発電所３号機（定格出力１１０万キロワットのＢＷＲ）に

おいて、１９８９年１月６日、原子炉を運転中、原子炉再循環ポンプが損傷

する事故が発生し、手動停止するという事故があった。 

この事故では、原子炉再循環ポンプ流量変動現象が認められ、原子炉再循

環ポンプの振動が増加するなどした。 

運転員が調査のため当該ポンプを分解点検したところ、水中軸受リングの

すみ肉溶接部が水中軸受本体との溶接部の全周にわたって破断し、水中軸受

リングは水中軸受本体から脱落して大破片と小破片に分離していたほか、原

子炉再循環ポンプ内各部の損傷が認められた。本事故においては、幸い、原

子炉の緊急停止を要するような事態や放尃性物質の環境への放出はなかっ

たが、水中軸受取付ボルトと座金の１部の脱落・流出及び羽根車主板の一部

の欠損・流出や、羽根車等の摩擦によって生じた約３０キログラムの金属粉

等が流出して、圧力容器、核燃料及び関連系統に分布していることが確認さ

れた。 

（４）美浜原子力発電所２号機の蒸気発生器伝熱管損傷事故 

美浜原子力発電所２号機（定格出力５０万キロワットのＰＷＲ）において、

１９９１年２月９日、非常用炉心冷却装置（ＥＣＣＳ）が自動作動した後、

蒸気発生器伝熱管１本が完全破断し、分離していることが確認されたという

事故である。本事故により一次冷却水中に存在していた放尃性物質が環境に

放出された。 

 

第４ 原子力発電所の設計 

地震国日本における原子力発電所の設計は、地震との闘いでもある。これが、

ハリケーンや竜巻などの自然災害がまず念頭におかれる米国の原子力発電所とは、
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根本的に異なるものであり、また、米国の原子力発電所の設計を基本的に模した

日本の原子力発電所の欠陥ともなっている。 

したがって、まず、地震についての基本を論じ、その後、原子力発電所の耐震

設計を概説する。 

１ 地震とは 

（１）地震・地震動 

地震とは日常的には地面の揺れを言うが、地震学や地震工学では、揺れの

原因となる地下の出来事を「地震」と呼び、結果としての地面の揺れは、そ

れと区別して「地震動」と言う。 

すなわち、「地震」とは、地下深部の岩石が急激に破壊して「地震波」を

放出する現象である。 

「波（または波動）」というのは、ある場所の状態の変化が次々に隣の場

所に伝わっていく現象のことであるが、岩石の破壊が起こると、その衝撃が

岩石の振動として地球の中を猛スピードで四方八方に広がっていく。これが

地震波で、地表に達すると地震動になる。地下の岩石の破壊（すなわち地震）

の規模を表わす尺度が「マグニチュード（Ｍ）」で、地表の各点の地震動（揺

れ）の強さを示す目安が「震度」である（図１－１）。 
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（２）地震の大きさ（マグニチュード） 

地震の大きさ、すなわち震源断層運動の規模を示すものとしてマグニチュ

ード（Ｍ）がある。マグニチュードはほとんどの場合、震源断層面の大きさ

とズレの量を反映する。大まかな目安として、Ｍ８程度の地震では、震源断

層面の長さは１００～１５０ｋｍ、幅は５０ｋｍもあり、くい違いは５ｍに

達する。破壊が拡大する速度は、Ｍにかかわらず毎秒２．５ｋｍ程度なので、

項調に破壊が進んだとしても、震源断層運動に要する時間（「震源時間」）

は１分程度になる。しかし、实際には、途中で中断したり、ギクシャク進ん

だりするので、もうすこし長くなることもある。Ｍ７クラスの震源断層面は、

だいたい長さ３０～５０ｋｍ、幅１５ｋｍ程度、くい違いは１～２ｍ、震源

時間は１０～２０秒である。Ｍ６クラスの地震では、それぞれ約１５ｋｍ、

約５ｋｍ、約０．５ｍとなる。またＭが１大きくなるごとに地震波のエネル

ギーは約３０ 倍となる。 
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（３）震源断層運動 

地球表層は、厚さが平均して１００ｋｍ程度の岩石の層（岩石圏＝リソス

フェア）で覆われている。日本列島が位置する岩石圏は、何百万年も昔から

あちこちで破壊を繰り返していて、古傷となっている。この古傷は、「弱面」

とも言う。この弱面は必ずしも地表で活断層として認識できるとは限らない。

大規模な弱面は長さ１０００ｋｍ以上にも及ぶ。 

地震発生層には大小の断層、亀裂、割れ目が無数にあり、ほとんどすべて

の地震は、そうした弱面の全体または一部が単独に、又は多くの場合にはつ

ながって面状にずれて発生している（図１－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下の弱面系（大小の断層、亀裂、割れ目のシステム）は、普段は固着し

ていて、そこにジワジワと造構力が働き続け、１００～１０００年といった

長期間に、面に沿って変形（歪み）が進行する。変形に伴って、弱面沿いに



22 

 

「剪断応力3」が生じる（図１－２ｂ）。 

歪みの増大とともに剪断応力も大きくなり、それが弱面の固着の強度を超

えると、突然面のどこか非常に狭い範囲で、両側の岩体が、変形を解消する

ような方向に互いに逆向きに急激にずれ動く。これが地震の始まりで、その

破壊の開始点が「震源」である。一旦破壊が始まると、それは猛スピードで

弱面の広い範囲に拡がっていき、弱面の強度が特に大きい部分にぶつかった

りして破壊が拡大できなくなって地震は終わる。最終的に、弱面の広い範囲

に「くい違いの面」が形成され、両側の岩盤が一定の方向にくい違って、変

形（歪み）が解消される（図１－２ｃ）。 

このような地下の岩石破壊を「震源断層運動」、くい違いの面を「震源断

層面」と呼ぶ。地震とは震源断層運動であり、地震の本体は震源断層面であ

る。無理に変形させられた岩盤には莫大な「歪みエネルギー」が蓄えられて

おり、それが震源断層運動という大きな仕事をする。そして、かなりの部分

が断層運動そのものによって消費されてしまうが、残りが地震波のエネルギ

ーとなって解放される。拡大する震源断層面の先端から、くい違いの衝撃が

地震波となって放出され続ける。 

プレート境界型地震（後述）の場合、この食い違いは上下方向に生じ、地

表に隆起・沈降が生じる。 

（４）地震を起こすプレートの運動 

地球を覆うリソスフェア（岩石圏）に絶えず造構力が働いているのは、地

球全体の岩石圏が十何枚かのブロックに分かれていて、互いに力を及ぼし合

っているからである。 

独立して運動している一枚のリソスフェアのブロックのことを「プレート

（板）」と呼び、個々のプレートには固有の名前が付けられている。各プレ

                                            
3 応力とは、ひずみを受けた物体の内部に生じる力をいい、物体内部でずれを生じ

させる応力を剪断応力という。 
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ートは、年間１～１０ｃｍ度の非常にゆっくりした速さであるが、それぞれ

決まった向きに着实に動いていて、プレート同士が相互作用している。その

結果、造構力が、プレート同士の境界付近では特に大きく、またプレートの

内部にもある程度、絶え間なく働くことになる。プレートが運動する原動力

は地球内部と表層の温度差である。プレートの数は、地域別に細かく見ると

小さな「マイクロプレート」が入ってきて、それらを全部合わせると何十枚

にもなる。 

リソスフェアは、ふつう、表層の「地殻」とその下の「マントル」最上部

から成り、その下に「アセノスフェア」とよばれる流動的な岩石の層がある。

リソスフェアの平均的な厚さは約１００ｋｍであるが、大洋底を占める海洋

リソスフェアと大陸のリソスフェアとでは構造や厚さがかなり違い、それに

よってプレートも「海洋プレート」と「大陸プレート」に大別される。隣り

あう二つのプレート同士の運動は相対的なものであるが、相対運動には「互

いに離れていく」、「近づき合う」、「すれ違う」の合計三種類があり、そ

れぞれに、「拡大境界」、「収束境界」、「横ずれ境界」が対応する。プレ

ート境界に沿う地域では一般に大小無数の地震がおこる。大きな地震はプレ

ート間の相対運動を直接反映するようなズレ破壊をして、「プレート間地震」

と呼ばれる。海溝沿いの巨大地震がその典型例である。プレート内部も、实

際は多尐の変形が生じ、地震もいくらか発生する。それらを「プレート内地

震」と呼び、ときには被害をもたらす大地震も起こる。 

プレートの存在と運動を発見して、古い地質時代から現代までの地球全域

の造山運動や地震・火山活動を統一的に説明することに成功したのが、「プ

レートテクトニクス」という地学体系である。「テクトニクス」というのは、

変動がなぜ、どのように生ずるかを研究する学問分野のことで、「造構論」

とか「変動論」と訳されることもある。 
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（５）沈み込み帯 

日本にとって重要なのはプレートが近づき合う運動と収束境界である。プ

レート収束境界において、一方が海洋プレートの場合には、それが他方のプ

レートの下にもぐり込んで、アセノスフェアの中へ斜めに入っていく。この

運動を「（海洋プレートの）沈み込み」と呼び、そういうプレート境界や地

域を「沈み込み境界」「沈み込み帯」という。これは東海地震の発生に直接

関係する現象であり、上側になるプレートを「上盤プレート」とか「陸側プ

レート」と呼ぶ。 

沈み込みが数１００万～１０００万年くらい続くと、海洋プレートが陸側

プレートの下へ姿を消しはじめる「沈み込み口」の部分に、海溝（細長くて

非常に深い海底の凹地）やトラフ（舟状海盆；海溝より浅くて幅広い海底の

凹地）ができる。 

海溝から地球内部に傾き下がっていく海洋プレートを「スラブ（幅の広い

板）」と呼ぶ。大地震がいちばん起こりやすいのは、深さ数十キロくらいま

でのスラブ上面の「プレート境界面」であるが、スラブ内でも中・小地震が

たくさん起こっていて、高精度の地震観測によってその位置や形をかなり詳

しく知ることができる。また、大地震や巨大地震がスラブ内で起こることも

ある。 

スラブの中にも層構造があって、海洋性地殻と海洋性マントルに大別され

る。なお、収束しあう二つのプレートが共に陸的な性質だと沈み込みが生ぜ

ず、互いに押し合う「衝突境界」になって、明瞭なプレート間大地震は起こ

りにくくなる。 

プレート沈み込み帯においては、沈み込んだ海洋プレート（スラブ）の内

部、陸側プレートの深さ２０ｋｍより浅い上部地殻、および陸側の地殻と海

洋プレートのプレート境界面、海溝の沖側で地震が発生する。これをそれぞ

れ「スラブ内地震」「地殻内地震」「プレート境界地震」「アウターライズ
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地震」と称している。 

   「プレート境界付近で発生する地震」Newton７月号より引用 

（６）日本付近のプレート 

日本列島は、図１－５に示すように、４つのプレートが互いに近づき合う

収束境界帯の真只中に位置している。 
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（石橋陳述書図１－５） 

 

日本列島の構造発達と現在の変動の基本になっているのは「太平洋プレー

ト」の「ユーラシアプレート」の下への沈み込みである。太平洋プレートは

日本列島の下を斜めにアジア大陸の下に沈みこみ、ロシア極東の下７００ｋ

ｍ付近にまで達している。 

伊豆・小笠原海溝（さらに南方のマリアナ海溝）の西側のリソスフェアは

「フィリピン海プレート」と呼ばれており、同じ太平洋の海底でも太平洋プ

レートとは明らかに違う運動をしている。比較的最近の第三紀に沈み込みが

始まったフィリピン海プレートの先端は、おおむね西南日本の日本海岸の直

下付近まで達していると考えられる。 

ただし、フィリピン海プレートの一部をなす伊豆－小笠原島弧は軽い花崗

岩質の陸の地殻を持つため沈み込むことができず、その先端の伊豆半島は日
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本列島側に大きく食い込んでいる。そのため、フィリピン海プレートの沈み

込み口も、伊豆半島の両側で大きく北方へ屈曲している。 

そのためフィリピン海プレートの沈み込み口は、「相模トラフ」と「駿

河～南海トラフ」であり、駿河トラフは駿河湾の海底を北から南に深くえ

ぐり、御前崎の南東沖で南海トラフと名を変えて西南西に向きを転じ、４

０００ｍ以上の深さで日向灘の沖までつづいている。フィリピン海プレー

トは相模トラフから関東地方の下へ、また駿河～南海トラフから西南日本

の下へ沈み込んでいる。沈み込みの向きは北北西～西北西、速さは年間３

～５ｃｍである。 

（７）アスペリティ 

  アスペリティとは、地震の震源域の中で、特に強い揺れを発生させる部

分であり、そこは断層面（海洋プレート型の場合はプレートとプレートの

境界面）が特に強く固着している。この強い固着が無理に剥がされるとき、

強いエネルギー（地震動）が発生する。 

（８）沈み込み境界のプレート間巨大地震・超巨大地震 

地球上の巨大地震の大部分は沈み込み境界で発生している。今回の東日本

大震災（Ｍ９）がまさにその例であり、２００４年スマトラ島沖地震（Ｍ９．

３前後）と併せて、最近の代表例である。それらの震源断層運動は、海溝か

ら陸側に傾き下がるプレート境界面（深さ約５０ｋｍくらいまでのスラブ上

面）を震源断層面とする逆断層型である。 

ここのプレート境界面は、通常は固着していて、上盤の陸側プレートは、

下盤の海洋プレートの着实な沈み込み運動にひきずられて図１－６（ａ）の

ように無理に変形し、歪みエネルギーが蓄えられていく。このことは、御前

崎や审戸岬などの海溝（トラフ）沿いの岬が何十年もゆっくりと沈降したり、

沿岸の三角点が内陸側に尐しずつ移動したりする事实に表われている。 
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（石橋陳述書図１－６） 

 

上盤の変形が限界に達すると、プレート境界面の固着が破壊して逆断層型

の震源断層運動（地震）が起こり、変形が解消（歪みエネルギーが解放）さ

れる。このときの瞬間的なくい違い（数ｍかそれ以上の地震すべり）によっ

て、１００～２００年分のプレート間の相対変位が一挙に現实化する。その

結果、陸側プレートが海側にはねかえり、岬が隆起したり、沿岸地域が海側

にせり出すなどの地震時地殻変動が生じたりする（図１－６（ｂ））。沈み

込みの向きは海溝に対して斜交していることが多いが（斜め沈み込み）、そ

の場合は震源断層運動が横ずれ成分を伴うことになる。 

細かくみると、プレート境界面にもアスペリティが分布しており、地震と

地震の間にしっかり固着している部分と、海洋プレートがかなりスルスル沈

み込める部分があることがわかってきた。また、間欠的に非地震性すべりを
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起こす部分もあるようであるし、海山などの海底の出っ張りが沈み込んで引

っ掛かっているところもあるとみられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Newton２０１１．７月号より引用 

しかし、アスペリティの位置は、实際に発生した大地震が地震計などでき

ちんと観測されていることが必要で、このような観測結果がない領域でアス

ペリティの位置を事前に知ることは非常に困難である。 
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多くの沈み込み帯では、プレート境界面の形状などに応じて巨大地震の縄

張り（震源域）が隙間や重複なく決まっているらしく、大まかにみれば、ほ

ぼ同じ領域で似たような地震がくり返し発生する（図１－６のプロセスがく

り返す）と考えられている。また、上盤の変形速度（プレート相対速度×カ

ップリングの度合い）と変形の限界（アスペリティの破壊強度）は何万年に

もわたってほとんど変わらないと考えられるから、くり返しの時間間隔もほ

ぼ一定している。さらに、プレート境界地震は１００～２００年程度のプレ

ート相対運動の滞りを一挙に取り戻すものなので、同一の沈み込み帯全域を

みると、短い年数の間に巨大地震が連鎖的に発生する傾向が強い。つまり、

長期的にみれば、一つの沈み込み帯に固有な年数の静穏期と、集中的な活動

期がくり返すことになる。これらの性質を利用した「大地震空白域」（最後

の大地震から長期間たつのに、隣接部分の最近の大地震発生からとり残され

ている領域）の概念は、プレート間地震の長期予測に有効だと考えられてい

る。以上のような性質は駿河～南海トラフ沿いの東海・南海巨大地震の起こ

り方によく現われている（図２－９）。 
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（石橋陳述書図２－９） 

但し、このようなほぼ等間隔で似たような地震が発生するという考え方は、

プレートの沈み込みとそれに伴うプレート間巨大地震の関係を大局的に説

明するものであるが、正確に言えばプレート運動やそれに伴う大地震の長期

間にわたる实態やメカニズムが詳しく正確に分かっているわけではない。最

近は、更に詳細な研究が進んでおり、同じプレート間で繰り返す地震は毎回

同じではなく地震毎に異なっていることや、稀に超巨大地震が発生すること

が、しだいに明らかになっている。まさに今回の東日本大震災は、１０００

年に一度の超巨大地震であった。 
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プレート境界で発生した過去の超巨大地震 Newton２０１１．６月号 

 

（９）超巨大地震後に生じるＭ８クラスの巨大地震 

  Ｍ９クラスの超巨大地震が発生した場合、近隣のプレート境界でＭ７～

８の巨大地震が頻発する。これは、震源域が異なるため、いわゆる余震と

は異なるが、余震と同様、元となる超巨大地震によって誘発されたとみら

れている。 

  すなわち、超巨大地震の発生により、プレートの変形（ゆがみ）が解消

されたことによって、周囲のバランスが変化して発生したのがその原因と

考えられている。 

  ２００４年１２月のスマトラ島沖地震（Ｍ９．０）の場合には、発生か

ら３ヵ月後の２００５年３月に、Ｍ８．６の巨大地震が発生している。 

  ２００７年９月にも、Ｍ８．５の巨大地震が発生しており、Ｍ７．０以

上の地震に限っても、２０１１年３月末までで合計１６回もの誘発地震が
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発生しているのである。 

 

超巨大地震後に発生したＭ７～８クラスの巨大地震 Newton２０１１．６月号 

 

（１０）物質境界・力学境界・付加体・枝分かれ断層 

プレート沈み込み境界の浅い部分（大雑把には深さ約１０ｋｍ程度以浅）

では、プレートの「物質境界」と「力学境界(帯)」という概念を設けて、両

者を区別して考えることが非常に重要である（図１－７）。「物質境界」と

いうのは、沈み込む海洋プレートと上盤陸側プレートの物質的境界で、地図



34 

 

の上では一般に海溝やトラフの最深部（軸）である。断面で見ると、そこを

通る海洋プレートの上面になる。これに対して「力学境界(帯)」というのは、

上盤プレート内の断層群であって、二つのプレートの間の相対運動を浅い部

分で实質的に解消している領域である。この領域の上盤物質は、「付加体」

と呼ばれる最近の地質時代の堆積物で、海溝に近いほど新しくて柔らかく、

海洋プレートの運動に追随して無理なく変形してしまうと考えられている。 

 

（石橋陳述書図１－７） 

 

したがって、プレート境界面に沿う震源断層運動は、浅い部分はふつう海

溝まで達しないで、上盤プレート内のやや陸側に発達している古い付加体内

の高角度の断層群に抜けていくことが多い（図１－６（ｂ）、図１－８）。 
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このような断層は覆瓦断層とか枝分かれ断層と呼ばれている。巨大地震では、

海側から陸側に重なった覆瓦断層が何枚もずれたり、トラフ軸に平行な方向

に雁行しているものがジグザグにずれたり、Ｍ７以上の大余震で遅れてずれ

たりすることがあると考えられるが、海底活断層として見えるものと見えな

いものを含めて覆瓦断層は多数あるので、大地震前にどこがずれるかを予測

することは非常に困難である。 

 

 

（石橋陳述書図１－８） 

上盤の地震時地殻変動は、地震間（一つ前の大地震後から今度の地震前ま

で）の変形のちょうど裏返しとなるとは限らず、例えば海岸の隆起は、地震

間の沈降を上回ることが多く、余分な隆起のぶんだけ前回の地震直後より地

盤が高まる。そういう場所では、大地震のくり返しによって隆起が累積し、
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過去のある時期に海水の侵食・堆積作用で海岸の水面下にできた平坦面（海

成面）が高所に持ち上がって「隆起海成段丘」を生ずることがある。 

（１１）地表地震断層 

震源断層運動が地表に顔を出せば、地面がくい違う「地表地震断層」が出

現する。最近の何十万年間かに地下の同じ場所で繰り返し同じタイプの大地

震が発生し、毎回同じような地表地震断層が現れて累積すれば、明瞭な線状

の地形が生じて「活断層」として認識される。これは過去に震源断層運動が

くり返された証拠であるので、将来もその地下で大地震が起こると考えられ、

地震発生予測のために非常に重要となる。しかし、活断層と震源断層面がい

つも完全に対応しているとは限らないので、活断層が認められなくとも大地

震は起こることがある。 

地表地震断層が現れなくても、震源断層運動が浅い部分まで達すると、地

表の広範な領域が横（水平）に動いたり、上下に動いて隆起・沈降したりす

る。これを「（地震時の）地殻変動」と言う。 

大地震は、ふつう大小無数の余震を伴うがその大部分は、ズレ破壊が不完

全だったところや新たに不安定となったところで起こる。それで、本震後１

日程度の余震の震源を精密に決めると本震の震源断層面が浮き彫りになる。 

（１２）震源断層パラメータ 

地震波の発生に関係するのは、震源断層面上のどこか一点に注目したとき

にそこがずれ動く速さ（「くい違い速度」または「すべり速度」）、および

面上の破壊拡大様式（どこで破壊が始まってどのように拡がるか）と拡大速

度である。これらを「動的な震源断層パラメータ」と言う。 

しかし、实際はもっと複雑で、特に原発の地震被害に関係の深い短周期地

震動（素早い揺れ）を考える場合には複雑さが特に重要となる。 

現实の地下の弱面は決して一様ではなく、強く固着している強度の高い部

分（アスペリティ）と、それほどでもない部分とが不規則に分布しているこ



37 

 

とが分かってきた。地震波を強く出すような激しいくい違いはアスペリティ

の破壊と考えられるが、弾性歪みエネルギーが広範囲に解放されて大地震と

なる場合には、複数のアスペリティが次々に破壊して、震源断層運動は非常

にギクシャクしたものになり、その結果強い短周期地震波が発生する。また、

破壊が停滞して震源時間が長くなり、地表の地震動の継続時間も延びること

もある。つまり、大局的な震源断層面上でいくつかの震源断層運動がとびと

びに連鎖反応を起こすといってもよく、「多重震源」と呼ばれることもある

（石橋陳述書図１－３）。 

強い地震動を「強震動」と呼び、その詳細な観測と解析、および理論的な

研究が行われてきた。起こってしまった大地震については、強震記録にもと

づいてアスペリティの分布などが細かく求められるようになった。しかし、

強い地震波が発生しないと地下のアスペリティを知ることは一般に非常に

困難で、将来の大地震による強震動を予測するうえでの大きな不確定要素に

なる。 

大局的な震源断層面や、アスペリティの位置と大きさや、破壊の出発点と

拡大様式などを仮定すれば、大規模な地下の地質構造や地盤の条件も考慮し

て強震動を評価することが相当程度できるようになってきたが、その結果は

アスペリティに関する仮定に大きく依存している。 

すべり速度は、多くの地震でＭによらず毎秒１ｍくらいが普通であるが、

最近は、これがかなり遅いものから非常に遅いものまで、いろいろ見つかっ

ている。これを低周波地震とかスロー地震と呼ぶ場合もあるが、もはや地震

とはいえないほどゆっくりしたズレもある。最近の注目すべき事例は、浜名

湖付近の地下で２００１年頃から始まった「東海スロースリップ（ゆっくり

すべり）」である。大地震の直前は震源断層面の深部でスロースリップ（地

震波を出さないので「非地震性すべり」と呼ばれる）が先行するという考え

もある。多尐の地震波を発生する程度のスロー地震が海底下で起こると、大
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津波を生ずる場合があり、そういう地震は「津波地震」と呼ばれる。 

（１３）津波 

海面のすぐ下で大規模な震源断層運動が起こって広範囲の海底が隆起・沈

降すると、その上の海水も上下に動かされ、海面の変動が波となって周囲に

広がる。これが「津波」である。津波が発生した海面の範囲を「津波波源域」

と呼ぶが、これは海底の大きな地殻上下変動域に一致し、地下の震源域に対

応する。 
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２ 耐震設計の概略 

（１）耐震設計の意味 

耐震設計とは、通常、地震が発生した場合に建物等の構造物及びその中の

機器・配管類が地震動による力を受けるところ、その地震力によりこれらの

物が使用不能になったり、壊れたりしないように設計することをいう。 

原子力発電所施設にかかる耐震設計は、重大事故が発生した場合の被害の

甚大性に鑑み、万が一にも地震により被害を生じさせないように設計するこ

とが、より根本的な耐震設計の目的とされている。 

耐震設計は、地震に耐える設計であるが、耐震の目的により、大きく２つ

に分けられる。 

１つは、当該地震が去った後に、再び構造物等を使用できる状態を確保す

ることを目的とするものである。もう１つは、当該地震によりある程度の機

能喪失・損壊が発生し、再び構造物等を使用することはしないが、破壊的被

害を発生させないことを目的とするものである。 

地震動の規模が何であろうとも、常に再使用が可能な状態を確保するよう

な耐震設計は考えられないので、上記２つの目的に対応した規模の地震動を

想定し、それぞれの地震動に対応して上記目的を实現するようにしているの

である。 

（２）耐震設計の変遷―建築基準法の変遷を例にして 

原子力発電所の耐震設計を概観する前に、一般の建築物の耐震設計の変遷

を概観する。これによって、耐震設計の考え方が、大地震がある度に修正を

余儀なくされていること、現在の耐震設計も発展途上の不完全な技術に過ぎ

ないこと、原子力発電所の耐震設計の考え方と、一般建築物の耐震設計の考

え方の異同が明らかになる。 

 

ア １９２０年に市街地建築物法（施行規則）が制定され、人の密集す
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る市街地に限って、建築物を建てる際に構造計算をして安全を確認し

なければならないとされたが、自重は計算されたが、台風や地震に対

する計算方法は定められていなかった。 

イ １９２３年の関東大地震により多くの建物が崩壊したので、１９２

４年に市街地建築物法（施行規則）が改正され、地震に対する計算も

しなければならないとされた。この時点では、水平震度4を０．１Ｇ

とするものであった。 

ウ １９５０年には、市街地建築物法を廃止して、建築基準法を施行し

た。まず、適用対象を市街地に限らず、全国の建物に広げ、そして長

期荷重5と短期荷重6の二種類の荷重を考え、安全率の取り方（許容応

力の取り方）を別にした。例えば、３００の力まで耐えられるコンク

リートの場合、短期荷重に対しては２/３の２００の範囲で、長期荷重

の場合は１/３の１００の範囲で納まるように柱や梁の断面を決める

ような設計をするようになった。長期と短期の許容応力の違いを設け

たので、それまで水平震度は０．１Ｇであったが、短期荷重は０．２

Ｇを考えるようになった。 

エ １９６８年の北海道十勝沖地震、１９７８年の宮城沖地震による被

害を受け、その都度基準法は改正され、１９８１年にそれまでの地震

に対する研究成果を踏まえて、基準法の大改正が行なわれた。 

この大改正により、２つの地震について検討することが義務付けら

れた。１つは、建物が建っている間に何回か遭遇しそうな地震に対し

ては、部材は全て許容応力度内にあり、ひびが入るなど多尐の被害は

受けるにしても直して住み続けられる程度の壊れ方で納まること（一

                                            
4水平震度 地震時に構造物にかかる水平加速度の重力加速度（１Ｇ＝９８０ガル）

に対する比 
5長期荷重 自重、積載荷重、雪荷重のように長い時間かかり続ける荷重 
6短期荷重 地震や台風のように一過性の荷重 
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次設計）、もう１つは、建物が建っている間に遭遇するかどうかの極

めて稀におきる大地震に対しては、建物が使えなくなる程度に壊れた

としても、逃げる間もないような急な壊れ方をしないこと（二次設計）

という考え方に立っている。そして、建築基準法における２つの地震

に対する検討は、通常の建物では動的解析7は行わず、静的解析8によ

っている。 

 

以上のとおり、一般の建築物の耐震設計においては、通常は静的解析によ

っているものであり、建物の損傷、倒壊による直接的被害のみを考え、当然

のことながら機器・配管類の耐震設計は全く対象ではなく、それらの損傷等

による事故、放尃能による被害は考慮外である。これらは原子力発電所施設

の耐震設計と異なっているが、一次設計、二次設計の発想は、原子力発電所

施設の耐震設計と類似している。 

３ 原子力発電所の耐震設計（旧指針） 

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針は、１９８１年７月２０日に

原子力安全委員会により決定された（以下「旧指針」という）。なお、それ

以前には、基準となる指針はない。 

旧指針は、まず基本方針として「発電用原子炉施設は想定されるいかなる

地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を

有していなければならない」と規定し、地震を誘因として万が一にも大事故

を発生させてはならないとしている。 

                                            
7動的解析 地震の際に構造物そのものも地震動に応じて、時々刻々と変化して振動

するものとして振動状態の計算を行い、その構造物に作用する地震力等を求める方

法。構造物の振動特性、地震動の入力特性により、地震力に違いが生じる。 
8静的解析 ある一定の大きさの力が構造物に作用し続ける状態を想定してその応

力を解析する方法。 



43 

 

（１）施設のクラス分け 

そして、地震により発生する可能性のある放尃線による環境への影響の観

点から施設をＡ、Ｂ、Ｃの３クラスに分類し、Ａクラスの中でも影響の大き

い施設をＡｓクラスとして、これら各施設の耐震設計の基本方針を定めてい

る。具体的には以下のとおりである。 

 

Ａｓ：原子炉格納容器・制御棒 

Ａ：非常用炉心冷却系 

Ｂ：廃棄物処理施設 

Ｃ：発電機 

 

（２）基準地震動Ｓ１、Ｓ２ 

その際に検討される地震動を基準地震動（地震により加えられる力という

点に着目すれば地震力）というが、基準地震動は、基準地震動Ｓ１と基準地

震動Ｓ２の２種類が策定される。 

基準地震動Ｓ１とは、①歴史的資料から過去において敶地又はその近傍に

影響を与えたと考えられる地震が再び起こり、敶地又はその周辺に同様の影

響を与えるおそれのある地震、②近い将来敶地に影響を与えるおそれのある

活動度の高い活断層による地震、のうちから最も影響の大きいものを設計用

最強地震とし、これを基に策定された地震動のことをいう。より具体的には、

将来起こりうる最強の地震による地震動として、過去に発生したとされる歴

史地震および活動性が高く過去１万年の間に活動した活断層による地震（設

計用最強地震）を対象に、それぞれ揺れの周期および強さを評価し、これら

を全て上回るような地震動を設定し、これをＳ１とする。 

基準地震動Ｓ２とは、地震学的見地に立脚し設計用最強地震を上回る地震

について、①過去の地震の発生状況、②敶地周辺の活断層の性質、③地震地
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体構造、基づき工学的見地からの検討を加え、これらのうちから最も影響の

大きいもの、また、直下地震（Ｍ６．５）も別に想定して、設計用限界地震

とするし、これを基に策定した地震動をいう。より具体的には、およそ現实

的ではないと考えられる限界的な地震による地震動として、過去５万年の間

に活動した活断層による地震、地震地体構造から考えられる最大の地震（設

計用限界地震）を対象に、それぞれ揺れの周期および強さを評価し、さらに、

直下地震による地震動も考慮して、これらを全て上回るような地震動を設定

し、これをＳ２とする。 

（３）各クラスの施設と耐震設計評価法の基本方針 

各クラスの施設と耐震設計評価法の基本方針は以下のように規定されて

いる。 

① Ａｓクラスの施設は、設計用限界地震による地震力に対してその

安全機能が保持できること 

② Ａクラスの施設は、設計用最強地震による地震力又はＡクラス用

の静的地震力のいずれか大きい方の地震力に耐えること 

③ Ｂクラスの施設は、Ｂクラス用の静的地震力に耐えること 

  共振のおそれのある施設については、その影響の検討も行うこと 

④ Ｃクラスの施設は、Ｃクラス用の静的地震力に耐えること 

⑤ 上位の分類に属するものは、下位の分類に属するものの破損によ

って波及的破損が生じないこと 

（４）妥当性評価 

そして、上記方針の妥当性を評価するに際しては、以下のように、建物・

構築物と機器・配管系の２種類に分類し、それぞれについて、耐震設計に関

する荷重を組み合わせ、これが一定の許容限界内に納まるようにしなければ

ならないとされている。 
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ア 建物・構築物 

① Ａｓクラス 

（ⅰ）基準地震動Ｓ１等との組み合わせと許容限界 

常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と、基準

地震動Ｓ１による地震力又は静的地震力とを組み合わせ、その結果

発生する応力に対して、安全上適切と認められる規格及び基準によ

る許容応力度を許容限界とする 

（ⅱ）基準地震動Ｓ２との組み合わせと許容限界 

常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と、基準

地震動Ｓ２による地震力との組み合わせに対して、当該建物・構築

物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し、建物・

構築物の終局耐力に対して妥当な安全余裕を有していること 

② Ａクラス 

上記①、（ⅰ）を適用する 

③ Ｂ、Ｃクラス 

常時作用している荷重及び運転時に施設に作用する荷重と、静的地

震力とを組み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする 

イ 機器・配管系 

① Ａｓクラス 

（ⅰ）基準地震動Ｓ１等との組み合わせと許容限界 

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそ

れぞれの荷重と、基準地震動Ｓ１による地震力又は静的地震力とを

組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと

同等な安全性を有する応力を許容限界とする 

（ⅱ）基準地震動Ｓ２との組み合わせと許容限界 
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通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそ

れぞれの荷重と、基準地震動Ｓ２による地震力とを組み合わせ、そ

の結果発生する応力に対して、構造物の相当部分が降伏し、塑性変

形する場合でも過大な変形、亀裂、破損等が生じ、その施設の機能

に影響をおよぼすことがないこと 

② Ａクラス 

上記①、（ⅰ）を適用する 

③ Ｂ、Ｃクラス 

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と、静的地震力とを

組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同

等な安全性を有する応力を許容限界とする 

 

このように旧指針は、前記建築基準法の大改正の年と同じ年に策定され、

同指針で設計用最強地震、設計用限界地震の二つの地震について検討するこ

とにしているのは、建築基準法の一次設計と二次設計の考え方と同じである。

しかし、旧指針における根本的な基本方針は、いかなる地震力も大事故の誘

因とならないように耐震設計することであり、単なる建物の損傷を問題にし

ているものではないことが大きく異なる。また、その基本方針と密接に関係

することであるが、建物だけでなく、機器・配管類の耐震設計を検討しなけ

ればならず、さらに検討は、静的解析だけでなく、動的解析も必要としてい

る。 

（５）動的解析による耐震設計の概要 

原子力発電所の耐震設計は、大きく、建屋の耐震設計と、機器・配管類の

耐震設計に分けられる。 

ア 建屋の設計 

① 設計用地震動をもたらす地震を想定する 
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② 想定地震から生じる模擬地震動（基準地震動）を作成する 

③ 基準地震動を入力して応答スペクトル9を作成する 

④ 応答スペクトルから構造物に作用する力を算定する 

⑤ 算定した応力と、常時作用している荷重及び運転時に施設に作用す

る荷重とを組み合わせた力が、許容応力の範囲内か否か検討する。 

イ 機器・配管類の設計 

① 建屋をモデル化10する 

② 建屋モデルの基礎底面に基準地震動を入力して建屋の時刻歴応答

解析11を行う 

③ 建屋の各階の時刻歴応答加速度（時刻歴応答波形）を得る 

④ 各階の時刻歴応答加速度を対象機器・配管類の設置された床に入力

して床応答スペクトル12を作成する（入力波に対して１質点系13の応

                                            
9応答スペクトル 応答とは、構造物が地震動を受けた場合に、地震動と構造物自体

の特性に応じて、あるいは大きくあるいは小さく揺れることをいい、スペクトルと

は、複雑な組成をもつものを、単純な成分に分解し、その成分を、それを特徴付け

るある量の大小の項に並べたものをいう。応答スペクトルとは、地震動がいろいろ

な固有周期を持つ構造物に対して、どのような揺れ（応答）を生じさせるかを、一

見してわかりやすいように描いた図形。加速度応答スペクトルは、横軸に固有周期、

縦軸に応答加速度をとった図形。 
10 モデル化 構造物に作用する力が構造物の中をどのように流れていくのか、その

力によって部材にどのような力が発生するのか、部材や構造物全体がどのように変

形するかを解析するために、構造物に作用する力や構造物の性状を計算しやすい形

に置き換えること。 
11 時刻歴応答解析 地震動の加速度波形を入力し、構造物の時々刻々の応答を数値

解析するもの 
12 床応答スペクトル 振動の周期は錘の重さとバネの強さで決定される一定の値

（固有周期）である。初めに尐しきっかけを与えられただけで、あとはひとりでに

揺れ動く振動を自由振動というが、自由振動をするときの振動周期が固有周期であ

る。外部から与えられる振動の周期と、構造物の固有周期が一致することを共振と

いい、大きな振動現象を引き起こす。地震により床が揺れた場合、床上の機器・配
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答を求め、固有周期を横軸に、減衰定数をパラメータとして図に表し

たものが床応答スペクトルである） 

⑤ 床応答スペクトルから機器・配管に作用する力を算定する 

⑥ 算定した応力と、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事

故時に生じるそれぞれの荷重とを組み合わせた力が、許容応力14の範

囲内か否か検討する。 

（６）動的解析による地震力の大きさに影響を与えるもの 

動的解析による地震力を著しく左右するものが３点ある。 

動的解析の過程を見ると、まず、想定される地震動が大きければ、地震力

も大きくなる。浜岡原発における耐震設計において、想定する東海地震がど

のような規模の地震であるかが最も重要である。「想定されるいかなる地震

力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を有し

ていなければならない」のであるから、想定される東海地震は、科学的知見

基づき考えられる全ての地震像を対象として検討されなければならない。 

また、機器・配管の固有周期と床の振動周期が一致して共振すると、非常

に大きな振動が起こる。重要な機器・配管類の固有周期は、周期０．１～０．

                                                                                                                                

管がどのような応答をするかを予想する図が床応答スペクトルである。 

 固有周期及び減衰定数の値が同一であれば構造物の形状が異なっても応答量は変

わらないので、床上にさまざまな固有周期・減衰定数をもつ構造物をモデル化して

おいて、床の時刻歴応答波形を入力し、各モデルの最大応答値を求め、固有周期を

横軸に、縦軸に応答値をプロットしたものが、床応答スペクトルである。 

 この作業は、計算機により行なわれている。 
13 １質点系 構造物の振動を解析するにあたって、構造物をモデル化したもので、

構造物を床に支えられた等価な倒立振子とみるものである（いわゆる串団子モデル）。

倒立振子の錘（質点）は構造物の質量を、これを支えるバネの足は構造物の剛性を、

振動エネルギーを消費する減衰力をダッシュポットで表す。質点が１個のモデルが

１質点系。 
14 許容応力 それを超えたならば、一定の性能、目的を達成することができないと

される応力の限界 
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３秒に集中しており、この周期帯の応答スペクトルが大きいと応力は大きく

なる。 

逆に、減衰定数15が大きくなれば、応力は小さくなる。想定する地震動を

より大きくしても、配管の減衰定数を大きくすれば、応答値は許容値内に納

めることができる。減衰定数の設定は相当の実観的根拠をもって設定される

べきであるが、許容値内に数値を収めるために恣意的に設定される恐れがあ

る。 

４ 旧指針の破綻 

（１）中越沖地震 

柏崎刈羽原発では、基準地震動Ｓ１を策定するための設計用最強地震とし

て、気比の宮断層による震央距離２０ｋｍ、Ｍ（マグニチュード）６．９の

地震等が選定された。これらについて大崎の方法により応答スペクトル16を

作成し、それらを上回る応答スペクトルを引き、基準地震動Ｓ１が策定され

た。基準地震動Ｓ１の最大加速度振幅は３００ガル17であった。 

さらに基準地震動Ｓ２を策定するための設計用限界地震として、常楽寺断

層による震央距離１２ｋｍ、Ｍ６．９の地震等が選定され、同様にそれらの

応答スペクトルを上回るようにして基準地震動Ｓ２が策定された。基準地震

                                            
15 減衰定数 構造物が振動する時に生じる振動エネルギーの消耗の程度を定量的

に示したもの。 
16応答スペクトル…質点にさまざまな長さのばねをつけたもの（さまざまな固有周

期をもつ）を床におき、そこに地震波を入力したときに、固有周期ごとの揺れ（応

答）の最大値をグラフにプロットしたもの。地震の力がいろいろな固有周期を持つ

設備に対してどんな揺れ（応答）を生じさせるかを、一見して分かり易いようにし

ている。加速度で示された場合、グラフは上にあるほど大きく揺れることを示し、

加速度は重さと掛け合わせると力に換算されるので、加速度が大きいほど大きな力

が働くことになる。 
17 ガル…地震による地盤や建物等の揺れの大きさを表す加速度の単位（cm／秒 2）。

建物等にどの程度の力が加わるのかを示す。重力の加速度１Ｇは９８０ガルに相当

する。 
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動Ｓ２の最大加速度振幅は４５０ガルであった。 

東京電力株式会社（以下、「東京電力」または「東電」という。）は、こう

した基準地震動を原発の解放基盤表面18（柏崎刈羽原発の場合、１～４号機

（柏崎市）が海抜－２５０～－２８４ｍ、５～７号機（刈羽村）が海抜－１

３５～－１５５ｍ）に入力して耐震評価を行い、地中や建屋基礎、建屋上部

における地震動を解析によって算出し、耐震設計に用いていた。 

Ｓ２による設計値は、解放基盤表面が４５０ガル、３号機について解放基

盤表面と同じ深さの地中が２２２ガル、１号機の原子炉建屋基礎（地下５階）

の東西方向が２７３ガル、２号機の原子炉建屋基礎（地下５階）の東西方向

が１６７ガルなどとなっていた。 

これに対し、中越沖地震による観測値は、１号機の解放基盤表面と同じ深

さの地中で９９３ガル、１号機の原子炉建屋基礎（地下５階）の東西方向が

６８０ガル、２号機の原子炉建屋基礎（地下５階）の東西方向が６０６ガル

などとなっており、いたるところでＳ２の設計値を大きく上回った。 

 

                                            
18 解放基盤表面…原発敶地直下で一定以上の固さ（Ｓ波速度が７００m／秒以上）

をもった地盤から上部を仮想的にはぎとった表面。基準地震動をここに入力する。

柏崎刈羽原発の場合は、地盤が軟弱なため、解放基盤表面が非常に深い位置にある。 
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解放基盤表面と同じ深さの地中での値は、３号機の設計値２２２ガルに対

して１号機の観測値が９９３ガルと約４倍となっている。（地中での設計値

は３号機だけが公開されており、地中の地震計は１～４号機を代表して１号

機の地下に設置されている。１～４号機は地盤や解放基盤表面の深さが同等

である。）すなわち、最大で基準地震動Ｓ２の設計値の４倍近い揺れが観測

されたことになる。 

なお、今回の地震による解放基盤表面による地震動について、東京電力は、

地中での観測データが最大加速度を除き、データの上書きにより失われてし

まったことから、即座に再現することができなかったとしている。周辺の観

測データから再現するとしている。 

中越沖地震により機器・配管に生じた応力が、基準地震動Ｓ２による設計

値を超えたことは、公表されている原子炉建屋の応答スペクトルから明らか

である。例えば、４号機の原子炉建屋基礎における床応答スペクトルは、機

器や配管の固有周期が集中する０．１～０．３秒の固有周期領域を含むすべ
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ての領域において、中越沖地震による応答加速度がＳ２による設計値を大き

く上回っている。 

 

 

４号機原子炉建屋基礎版上の床応答スペクトル 

細線がＳ２による設計値、太線が中越沖地震による観測値 

 

なぜ想定を超える揺れとなったのか。一つの要因として、東京電力が地震

評価、特に活断層評価を誤っていた点が挙げられる。 

（２）旧指針の手法（大崎の方法）の誤り 

旧指針で用いられる地震動の評価方法である大崎の方法では、地表に現れ

た活断層の長さから、松田式19とよばれる式を用いて、地震の規模を算出し

た後、金五式20とよばれる経験式から原発敶地での最大速度を算出し、それ

                                            
19 松田式…地表に現れた地震断層の長さＬとマグニチュードＭの関係を表した経

験式。松田時彦氏による。 
20 金五式…地震の規模（マグニチュード）と震央距離から地震動の大きさ（最大速

度振幅）を計算する経験的距離減衰式 
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をもとに大崎スペクトルとよばれる応答スペクトル21を引くという手項をた

どる。 

東京電力が２００３年に行っていた評価では、旧指針の手法に従い、活断

層については、地表に現れた２０ｋｍ部分だけを評価し、地表に現れた長さ

だけから松田式によって地震の規模をＭ７と決め、地表に現れた部分の中央

を震源として評価していた。震央距離＝１８．５ｋｍとしていた。Ｆ－Ｂ断

層に垂直に立つような断層を想定し、地表部分に震源を置くようなモデルで

ある。これを金五式に入れて最大加速度を算出し、それをもとに応答スペク

トルを引いた。その結果は、Ｓ２による応答スペクトルを下回り、明らかに

過小評価であった。 

                                            
21応答スペクトル…質点にさまざまな長さのばねをつけたもの（さまざまな固有周

期をもつ）を床におき、そこに地震波を入力したときに、固有周期ごとの揺れ（応

答）の最大値をグラフにプロットしたもの。地震の力がいろいろな固有周期を持つ

設備に対してどんな揺れ（応答）を生じさせるかを、一見して分かり易いようにし

ている。加速度で示された場合、グラフは上にあるほど大きく揺れることを示し、

加速度は重さと掛け合わせると力に換算されるので、加速度が大きいほど大きな力

が働くことになる。 
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東京電力の２００３年の評価が過小評価であった原因は、海底の地表に現

れた断層の長さの評価が過小であったことがあるが、そもそも、地表に現れ

た断層だけから、地震動を評価するというやり方そのものに問題があった。

实際の地震を引き起こした断層は、海底から原発直下に向かって傾斜してお

り、震源域は原発直下を含む領域であった。 

このようなやり方に限界があることは、松田式を定めた松田時彦氏本人が

指摘するところである。 

 

…「松田式」と呼ばれる計算式は、活断層の長さから、起り得る地震の規

模（マグニチュード＝Ｍ）を推定する。１０ｋｍ以上の断層が過去に起こし

たＭ６．５級の地震記録を根拠にしていた。だから１０ｋｍより短い断層に

は応用できなかった。 

だが、数式で表すことが難しい地質学の分野で、松田式の登場は「画期的

だった」と垣見。工学者もこれを見逃さず、「便利な式」として独り歩きが
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始まる。電力会社でつくる日本電気協会も原発耐震設計マニュアルで松田式

の活用を明記。本来使えないはずの短い断層にまで、式をあてはめるように

なったのだ。 

予想もしなかった事態に、生みの親である松田は戸惑った。「大ざっぱな

材料から作った式なのに、いつしか金科玉条のように使われていた」 ちょ

うど松田式発表の年に始まった１号機の審査でも、焦点となった「気比ノ宮

断層」の評価で採用された。それも、「もっと長い可能性がある」とする松

田本人の見解は事实上無視されるという皮肉な形で。気比ノ宮断層が起こす

地震の推定規模は、式から「Ｍ６．９」とはじき出されたのである。… 

…松田は自らの見解が生かされないとして審査の場を去った。… 

…「途中で嫌気が差したから、辞めさせてくれと言ったんです」。松田は

淡々とした口調で振り返る。だが、当時の資料に辞任を示す記述はない。「（科

技庁が務める）事務局から、報道機関が騒ぐので出席しなくてもいいから辞

めないでくれ、と言われた」と明かす。… 

 

松田氏は自分の名がついた式が一人歩きする事態に戸惑い、柏崎刈羽原発

の安全審査の委員を辞任した。考案者自身が普遍的に適用するには不適当と

する公式が、耐震設計の基本となる地震動の策定に使用され、また、その公

式に使われ、地震の規模を決定する断層の長ささえ、考案者の意見を無視し

て、安全寄りとは反対方向の縮小評価のものが採用されていたのである。 

一見、緻密かつ極めて安全よりと見える原発の耐震設計の基本は、实は

この程度の杜撯なものであった。そして、次に述べるとおり、その杜撯さ

が实際の地震で証明されたのであった。 

（３）断層を实際の地震のとおり想定した場合 

断層を、原発直下を含む地下に「正しく」想定していれば、Ｓ２を大きく

上回った今回の地震動が想定できたのか。答えは否である。今回の地震は、
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規模がＭ６．８であり、東京電力が２００３年に行っていた評価よりも小さ

い。原発からの震源距離は、約２３ｋｍであった。原発の近くではあるが、

深さが大きくなるため、東京電力の２００３年の評価よりも遠くなる。した

がって、仮に断層を「正しく」想定していたとしても、旧指針の手法に従え

ば、東京電力が２００３年に行っていた評価結果よりもさらに小さい地震動

しか想定できなかったということになる。 

地震動に関する旧指針は完全に破綻していたことが証明されたのであっ

た。 

５ 改定耐震設計審査指針 

（１）指針の改定 

２００６年９月１９日に新しい耐震設計審査指針が制定された。この指針

をとりまとめた「耐震指針検討分科会報告書」によると、このような指針の

改定が行われた経緯は次のように説明されている。 

 

「昭和５６年の旧指針策定以降現在までにおいて、地震学及び地震工学

に関する新たな知見の蓄積並びに原子炉施設の耐震設計技術の改良及び進

歩には著しいものがあった。特に、平成７年１月に発生した兵庫県南部地

震は、原子力施設に特段の影響を及ぼしたものではなかったが、関連する

調査研究の成果等を通じて、断層の活動様式、地震動特性、構造物の耐震

性等に係る貴重な知見が得られ、原子力施設の耐震安全性に対する信頼性

を一層向上させるためのたゆまぬ努力の必要性を改めて強く認識させるも

のであった。 

このような状況を踏まえ、原子力安全委員会は、平成８年度から平成１

２年度の５年間にわたり、原子力施設の耐震安全性に関する海外の基準類

や文献の収集整理等を行い、平成１３年６月には、これらの情報の収集整

理等がとりまとめられたことに伴い、原子力安全基準専門部会（当時）に
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対し、耐震安全性に係る安全審査指針類について、最新知見等を反映し、

より適切な指針類とするために必要な調査審議を行い、その結果を報告す

るよう指示した。これを受け、同専門部会は、同年７月に「耐震指針検討

分科会（以下、「分科会」という。）」を設置した。」 

 

兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）の知見とは、次のとおりの事实から研

究され、得られたものであった。余震は、一般に本震の震源域およびその延

長域に沿って発生するが、この地震の余震はほぼ北東-南西方向に直線上に分

布し、その方向は既にこれまで知られていた六甲断層系に沿っていた。しか

しながら、被害の集中した深度７の領域は、断層系から１～２ｋｍ離れて、

帯状に神戸、芦屋、西宮市にいたる範囲に広がっていた。この意外な事实を

解明するために、研究された結果、震源断層面での破壊過程（すべりの不均

質と破壊伝播の影響）や、地震波の伝播特性（深部、浅部の地下構造特性）

について新たな知見が得られたのである。 

また、この分科会の審議と並行して生起した事柄であるが、国内の原子力

発電所で地震感知計の設定値を超える地震が３回発生した。 

２００３年５月２６日、宮城県沖の地震で、唯一運転中であった女川原発

３号機が設定値を超えて自動停止し、強震動による自動停止の初のケースと

なった。その後２００４年８月１６日に運転中の女川原発３機がそろって自

動停止し、２００７年３月２５日には能登半島地震により２機とも運転停止

中であった志賀原発で設定値を超えた。志賀のケースは震央距離約１８ｋｍ

という至近距離であった。 

上記３例とも、その後の解析により一部周期帯で設計用基準地震動を超え

る地震動が観測されていたことが判明した。耐震設計における想定地震動が

過小評価であったのである。 

発生した地震はいずれも検討用地震として選定された地震に含まれてい
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たが、想定した地震規模よりマグニチュードが小さいにもかかわらず、設計

用最強地震による基準地震動Ｓ１はもとより、設計用限界地震による基準地

震動Ｓ２をも超える部分があった。 

このような経緯を経て、耐震設計においてその前提となる基準地震動Ｓｓ

については、次のように改訂された。 

新指針は、基準地震動Ｓs を「施設の耐震設計において基準とする地震動

は、敶地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的

見地から施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり、

施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切なものとし

て策定しなければならない。」と定め、この地震動を｢基準地震動Ｓｓ｣とい

う。 

６ 残余のリスクのもつ意味 

（１）指針「解説」の記載 

新しい指針の特徴のひとつとして、確率論的考えが導入されたことが挙げ

られている。旧指針の決定論的な考え方から１８０度転換して「残余のリス

クは存在する」とされたのである。 

新指針は、「残余のリスク」という概念を解説に記して、地震学的見地か

らは基準地震動Ｓｓを上回る強さの地震動が生起する可能性は否定できず、

その影響が施設に及ぶことによって施設に重大な損傷事象が発生し、結果と

して周辺公衆に放尃線災害を及ぼすリスク（残余のリスク）が存在すると指

摘している。したがって、施設の設計に当たっては、策定された地震動を上

回る地震動が生起する可能性に対して適切な考慮を払い、基本設計の段階の

みならず、それ以降の段階も含めて、この「残余のリスク」の存在を十分認

識しつつ、それを合理的に实行可能な限り小さくするための努力が払われる

べきと明記している。 
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（２）新指針における確率論的取り扱いについて 

新指針の大きな特徴として次の２点が挙げられる。 

 

① 基準地震動Ｓｓの策定において不確实さを適切に考慮して高度

化すること 

② 「残余のリスク」の認識と、これを可能な限り小さくすること 

 

「残余のリスク」の定義は、原子力安全委員会決定「発電用原子炉施設に

関する耐震設計審査指針」の「３．基本方針」の解説１（２）「残余のリス

ク」の存在について記されているが、次のとおり３段階に分けて示される。 

ⅰ 基準地震動を上回る地震動の影響が施設に及ぶことにより、施設

に重大な損傷事象が発生すること 

ⅱ 大量の放尃性物質が放散する事象が発生すること 

ⅲ それらの結果として周辺公衆に対して放尃線被ばくによる災害

を及ぼすこと 

（３）「残余のリスク」の意義 

新指針の解説１（２）「残余のリスク」の存在について、の冒頭に「地震

学的見地からは、上記（１）のように策定された地震動を上回る強さの地震

動が生起する可能性は否定できない。」と明記されているように、「残余のリ

スク」は存在する。 

これは、従前の旧指針下において、被告その他の電力会社が、「過去最強

地震で地震動Ｓ１で設定し、さらに念のため限界地震を想定してＳ２を策定

し設計した。すなわちＳ２を超える地震動は起こりえない」としてきたこと

の否定に他ならない。 

この大前提の否定は、当然の議論の積み重ねによって成し遂げられたもの

である。 
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２００１年７月の第１回分科会「工学的にも地震学的にも、要するに「い

かなる地震」とか、１００％確实とか、１００％これを超えないとか、そ

ういうような表現というのはあり得ないということを全員承知しておきな

がら（速記録より）」（第１回分科会での大竹主査代理発言）。 

２００６年２月１７日（第３８回分科会）「大竹主査代理――「安全設計

審査指針」に「適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられる設計であ

ること」とある。それを超える地震力については何も言及されていない。

ということは存在しないということではない。ここで議論を進めてきて、

尐なくともその認識については一致した。「それだけでは不十分ですよ」と

現在のわれわれの認識と、対処に対しての希望をここで述べることは極め

て重要。 

山内委員（山内喜明弁護士である－引用者注）――「私は設計用地震力

を超える地震動が起きるリスクがない、なんてことは言ってない。問題は

「残余のリスク」という言葉、これは被曝評価までいってしまう。それで

嫌だと言っているんです。」  

このような議論の結果として、「残余のリスク」の存在を認めた新指針は

確定した。前記のように新たなＳｓを策定すると同時に、想定外のこれを

超える地震動は否定できないことが、地震学の最新知見として明示された

のである。同時に地震による大事故の可能性、そして公衆の被曝の危険性

がゼロではないことも、初めて国が公式に認めることとなったといえる。

「残余のリスクの存在」を認めたということは、国は自ら原発震災の可能

性があることを認めたものであった。 

 



61 

 

第５ 単一故障 

１ 原子力発電の設計段階における安全確保の考え方 

（１）発電用軽水炉施設の安全評価に関する審査指針 

 原発の安全審査において定量的な安全解析の具体的な方法は、この安全

評価指針を改訂した平成２年８月３０日策定の「発電用軽水炉施設の安全

評価に関する審査指針」（改訂軽水炉安全評価指針）に明示されている。 

 つまり、基本設計の安全性を確認するための方法として、「設計基準事象」

（ＤＢＥ）を想定した事故評価において、原子炉停止、炉心冷却及び放尃

能閉じ込めの各基本的安全機能別に「異常影響緩和系」（ＭＳ）に「単一故

障」を仮定して解析を行い、基準の求める条件に適合することが確認され

て、はじめて、上記基本設計の安全が確認されたことになるのである。 

（２）単一故障指針の持つ意味 

  原子力安全委員会元委員長の佐藤一男氏は、「単一故障指針」とは、「原

子炉施設のＰＳ系統に故障や誤動作などの不具合なところ（ＤＢＥ）を一

つ」想定し、「注目しているＭＳ系統の中に、任意に一つの故障（単一故

障）を仮定しても、所要の機能を果たすことができるかどうかをみるとい

う」審査における約束事であり、これにより、「極めて簡明に」、原子炉施

設の「多重性あるいは多様性を確認することができる」審査方法である（佐

藤一男「原子力安全の論理」１２９～１３１頁）と説明されている。現在

東京高裁に係属中の浜岡先行訴訟において、班目証人も、このような基本

的考え方には同意した（班目反対尋問３２－３７頄）。 

佐藤氏は、原子炉施設の安全性を単一故障指針によって確認することの

意義について、「単一故障指針はもともとの系統・機器の信頼性が十分であ

ることを前提として、その上で設計上最悪の故障を一つ考えて、これに対

処できるだけの多重性、多様性を確保しようとする考え方」であって、「単

一故障指針を適用して作った系統だから、故障は一つまではあってもよい
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などというのは、明らかに誤った考えである」と指摘している（佐藤同上

１３０頁）。班目証人は、このような見解にも「もちろんです。」と述べ、

同意している。 

「単一の事象に起因して必然的に起こる多重故障」は単一故障に含まれ

ると定義されている。しかし、「誰も気づかず、隠れて存在しているかもし

れない共通原因故障は」単一故障の守備範囲外であるとされている（佐藤

同上１３０頁）。 

「新版原子力安全の論理」（佐藤一男著）によれば、 ｢はっきり分かって

いる共通要因故障は（本来設計の段階で解消しておくべきだが）、 単一故

障として取り扱うのである。問題は誰も気付かず、隠れて存在しているか

も知れない共通要因故障であるが、これは単一故障仮定の言わば守備範囲

外である。この種の共通要因故障は、 入念な設計と保守管理で極力これを

除去するのが建前で、独立性の要求がこの場合の主役である。｣とされてい

る22。 

同指針の定めている「『単一故障』とは、異常状態の発生原因としての故

障とは異なるものであり、異常状態に対処するために必要な機器の一つが

所定の安全機能を失うことをいい、従属要因に基づく多重故障を含むもの

である。」とされる（同指針解説４．２「安全機能に対する仮定」参照）。 

これは、事故の際には、施設のどんな隠れた不具合が表面化するか分か

らないのでとられている考え方であるが、それは地震にもあてはまる。さ

らに地震のときには、施設全体が激しい地震動に襲われるから、「事故」の

ときとは異なり、複数の不具合が表面化する可能性がある｡ 

よって、工学的設計における単一故障の考え方を地震に適用すれば、必

然的に複数箇所での不具合の発生を想定すべきこととなる｡ 

                                            
22 この点も班目証人は「はい、そのとおりです。」（前記証言４０頄）として、認め

ていたところである。 
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しかしながら、地震による配管の複数同時破断、配管破断と地震時の非

常用電源の起動失敗、地震時の制御棒挿入の失敗などは従属的要因にもと

づく多重故障として想定はされていなかった。 

（３）地震動による共通原因故障 

耐震設計における基準地震動Ｓ２や被控訴人が想定するＳｓを超えるよ

うな地震動や、津波等の災害によって、多数の機器が同時に故障するような

事態が起これば、電力会社が主張してきた多重防護が破られることは十分に

ありうることが、まさに今回の福島第一原発で証明された。福島第一原発に

おいて、津波が原因でこれが起きたことは疑いようのない事实であるし、地

震動が原因で起きたか否かについては、事故当時の作業員の目撃談や、デー

タによって立証されつつある事实であり、これについては後述する。 

このような事態は、实は事前に警告されていたものであった。 

耐震設計審査指針の見直しのための分科会のメンバーであった柴田碧は、

「原子力発電所の地震時危険度の確率論的評価」の中で、次のように述べて

いる。 

「炉心溶融とＬＯＣＡ23の主要原因である地震時配管破断との間には、数

多くのシステム的な因子がある。外部電源の喪失などいくつもの事象が重な

って炉心溶融に至る。一般の事故ではたとえ単一事故の仮定は成り立たなく

とも、事故の拡大は食い止められる可能性は高い。」 

「しかし地震は多くの機器・配管系を損傷する可能性が大きい。Ｓ２レベ

ルに近い地震が来たとき、Ａクラス、ＡＳクラスの系の損傷はわずかであっ

ても、Ｂ、Ｃクラスについては、健全性の保証はない。共通原因故障として

地震を見る必要がある。」 

まさに、柴田氏は地震を共通原因故障として見るべきである主張されてい

るのである。しかし、原発の安全設計において、地震時にＡクラス、Ａｓク

                                            
23 原子炉冷却材喪失事故 （Loss Of Coolant Accident,LOCA） 
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ラスの機器が同時に機能を喪失する事態は想定されていない24。 

２ 浜岡先行訴訟判決 

（１）判示 

浜岡先行訴訟においては、共通原因故障を前提とした安全評価をしなけれ

ば十分ではないという原告らの主張に対して、「しかしながら、全体として

本件原子炉施設の安全性が確保されるのであれば、安全評価審査指針が定め

るように、安全設計審査指針に基づいて別途設計上の考慮がされることを前

提に、内部事象としての異常事態について単一故障の仮定による安全評価を

するという方法をとることも、それ自体として不合理ではない。そして、原

子炉施設においては、安全評価審査指針に基づく安全評価とは別に耐震設計

審査指針等の基準を満たすことが要請され、その基準を満たしていれば安全

上重要な施設が同時に複数故障するということはおよそ考えられないので

あるから、安全評価の過程においてまで地震発生を共通原因とした故障の仮

定をする必要は認められず、内部事象としての異常事態について単一故障の

仮定をすれば十分であると認められる。」と判示した。 

（２）「万が一にも災害防止上支障のない」施策 

しかし、安全設計審査指針に基づいて設計上の考慮がなされ、本来、安全

に設計されていることが当然であるにもかかわらず、安全評価指針において

単一故障の仮定をおくことが必要とされているのは、「万が一にも災害防止

上支障のない」ようにするための方策として相当だからである。 

同様に、耐震設計審査指針に基づいて設計されていても、それでもなお、

強い地震動によって、何らかの不具合が発生する可能性が否定できない。そ

して、地震時には異常事態の原因となる故障が多発的に生じる可能性がある

ため、「万が一にも災害防止上支障のない」ようにするための考え方からす

れば、同時故障の可能性を考慮するのが相当なのである。 

                                            
24 先行訴訟における班目反対尋問４６頄 
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他の原因による場合と異なり、地震の場合は、施設全体が大きな力によっ

て揺さぶられ、かつ、施設・配管によっては液状化現象の影響を受けて上下・

左右に大きな段差が生じ、あるいは津波によって洗われる。したがって、類

似の設計の機器、設備は同時に損傷する可能性が大きいと見なければならな

いであろうし、全く異なる機器、設備であっても、激しい地震動・津波・液

状化により同時に損傷する可能性は否定できない。 

複数の機器、複数の箇所が同時に不具合を生じさせうることが、まさしく

地震という現象の怖さであり、複数個所が同時に故障することを想定しなけ

れば、「万が一にも災害防止上支障がない」ということにはなりえないこと

は、常識的にも明らかであって、かつ単一故障の仮定の根本にある考え方が

实質的に要請するところでもある。 

第６ 地震時に発生する事故 

１ ＬＯＣＡの発生後１カ年以内のＳ２ 

常に冷却を続けなければならない炉心にとって、冷却材（水）が喪失する

事故は、炉心溶融等に直結する大事故である。これを原子炉冷却材喪失事

故（ LOCA）という。  

浜岡原子力発電所の耐震設計においても依拠されている「ＪＥＡＧ４６０

１原子力耐震設計技術指針」（３１頁）によると、「基準地震動Ｓ２を原因と

して、又は基準地震動Ｓ２の直後にＬＯＣＡを想定することはない。」「ＬＯ

ＣＡの後尐なくとも１カ年は、基準地震動Ｓ２の発生はないと考える。」とさ

れている。 

そして、その理由として「基準地震動Ｓ１の発生確率は１０－２～１０－４／

サイト・年程度、基準地震動Ｓ２はそれ以下の発生確率と考えた。また、Ｌ

ＯＣＡの発生確率は１０－４／炉・年と考えられる。したがって、ＬＯＣＡと

基準地震動Ｓ１の両方がある一年以内に発生する確率は１０－６～１０－８／

炉・年となり、基準地震動Ｓ１よりさらに発生確率の小さな基準地震動Ｓ２
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はＬＯＣＡの発生後１カ年以内にその発生を想定する必要はない」とされて

いる。 

同基準３７頁には、「地震の発生確率が低く、継続時間が短いことを考えれ

ば、これと組み合わせるべき状態は、その原因となる事象の発生頻度及びそ

の状態の継続時間との関連で決まることとなる。」とされている。 

そして、同基準の４６頁にも、Ｓ２についてはＬＯＣＡの発生後１カ年以

内にその発生を想定する必要はないことが図示されている。 

しかし、この想定は、超巨大地震の発生後、大規模な余震や、余震とは異

なるが同一プレート境界面において、続発して巨大地震が発生するという事

实を無視したものであった。 

東日本大震災や、超東海地震のようなＭ９．０クラスの超巨大地震の発生

により、冷却剤喪失事故が起きた場合、Ｍ７クラスの余震や、Ｍ８クラスの

誘発された巨大地震が、高い確率で発生する。このクラスの地震は、Ｓ２を

超える大地震・巨大地震となりうるが、これは「想定外」とされているので

ある。实際にも２００４年１２月２６日に発生したＭ９．０のスマトラ島沖

地震においては、その約３ヶ月後の２００５年３月、Ｍ８．６の巨大地震が

発生している。 
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Newton２０１１．６月号より引用 

想定外とする見解は、地震とＬＯＣＡは全く別個独立の原因で起こるもの

と考えられていて、両者が同時に起こる確率はその双方の確率を掛け合わせ

た確率になるという考え方に立っているのであるが、本件原発を含め、日本

の原発は、いつ巨大地震ないしは超巨大地震に見舞われてもおかしくない。

このような確率計算の前提は完全に誤りである。 

２ 冷却材喪失事故が炉心溶融に至る危険性 

原子炉の停止が正常に行われたとしても、炉内の燃料集合体より発生する

熱は崩壊熱が残るため瞬時になくなるわけではなく、原子炉停止直後でも定

格出力の１０％を超える。つまり１０％出力の運転をしているのと同程度の

熱量を発生させている。その後、経時的に崩壊熱は減尐するものの、自らの
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崩壊熱により核燃料が溶けてしまう危険性が長期間、尐なくとも３か月程度

は続く。現实に燃料集合体が溶融し、７０％もの炉心崩壊を起こした米国ス

リーマイル島原発事故では、事故発生から２時間余り経った段階で炉心溶融

が始まったとされている。 

そして、今回の福島第一原発でこの危険は实証された。 

従って、地震に際して原子炉の安全性を確保するためには、炉の緊急停止

をクリアするだけでは足りず、その後長期間に渡り十分な冷却能力が維持で

きなければならないのである。 

ところが、後記のとおり福島第一原発はこれを維持できずに水素爆発を惹

起するに至ったものである。 

そして、この危険性については、浜岡先行訴訟において、「中越沖地震の際

に、柏崎刈羽原発３、４号機の冷却や２号機の冷却に関して多重故障が発生

していたことは第３、１、（２）において前述したとおりである。冷却能力不

足から炉心溶融という最悪の事態は避けられたが、それは結果論であり、原

子力の安全性の観点から見て、極めて厳しい事態が発生していたことは疑い

のないところであ」ると強く警告していた事態であった。 

３ スクラムの失敗 

（１）スクラム失敗は想定外 

前記のとおり、沸騰水型の原子炉の制御棒駆動系は、水圧によって下から

上に押し上げるという、本来的に安全性の低い方法が採用されている。 よ

って、地震で制御棒の駆動系が損傷した場合、制御棒の複数の押し込みに失

敗することはあり得る。 

現实にも、１９８３年２月２５日、 アメリカのセイラム１号炉において、

二つのブレーカーが同時に故障して、 スクラム信号が出ているのにスクラ

ムできないという事故が発生している。 

現实に起きうるスクラム失敗も、日本では「想定外」とされてきた。２０
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０７年２月１４日、先行訴訟における班目証人尋問では次のようなやりとり

があった25。 

（先行訴訟原告代理人） 

「それはよく分かるんですけれども例えば、 制御棒の駆動系のそのものの

機器とか制御棒駆動系の配管、こういったものが破断してしまったという

ような場合には、 制御棒の押し込みに失敗することはあり得るわけですよ

ね。」 

（斑目） 

「よっぽどうまく考えれば、そういうシナリオを作ることができないわけ

ではないかもしれませんけれども、あそこの設計は非常にうまくできてい

まして、いろいろなものが壊れたときには、圧力の平衡、水圧の平衡で、

最後は中に入ってしまうようにできているんです。」 

（先行訴訟原告代理人） 

「ロジックがそうだっていうのは、分かっているんですよ。」 

（斑目） 

「いや、ロジックはそうなんで、しかも、いろいろと思考实験をやって、

こういうところが壊れたらこういうふうに、ああ、なるほど水圧の作用で

自動的に入っちゃうなというのは、さんざん議論されているところでござ

います。」 

我が国の原発安全対策上、当然あり得るスクラムの失敗に至る故障は、本

来あり得ても、想定上はあり得ないものであるように取り扱われているので

ある。 

（２）スクラム失敗の要因 

制御棒の挿入に失敗した事例として、以下の例がある。 

① 御棒案内管の曲りにより、制御棒が挿入位置まで挿入されず：１９

                                            
25班目反対尋問９６、９７頄 
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９５年１２月１８日・サウステキサス１、１９９６年１月３０日・ウ

ルフクリーク原発 

② ディスチャージボリュームがいっぱいで水が排出でず、制御棒を入

れる余地がなくて挿入されず、手動スクラムの際に１８５本のうち、

７６本が挿入に失敗：１９８０年６月２６日、ブラウンズフェリー３

号炉 

また、地震の際にもっとも懸念されるのは、複数の制御棒落下事故である。

しかし、安全評価では、２本以上の制御棒が落下するような事故は全く想定

されていない。 

この点についての先行訴訟における班目証人の証言は次のとおりである26。 

（先行訴訟原告代理人） 

「安全評価で、２本以上の制御棒が同時に落下するというような事態とい

うのは、 想定されているんでしょうか。」 

（斑目）「それは想定しておりません。」 

（先行訴訟原告代理人） 

「地震の際に、いろいろな事態が重なって、複数の制御棒駆動機構が同じ

ような損傷になって、２本が同時に落下するということは、どうして絶対

ないというふうに言い切れるんですか。」 

（斑目） 

「要するに、クレジットを取っている話とクレジットを取っていない話と

尐し分けさせていただきたいんですが、何回も申し上げているように、原

子力発電所というのは、厚く守っております。深層防護の思想で、何重に

も守っております。それで。」 

（先行訴訟原告代理人） 

「今、深層防護の話を聞いているんじゃないんです。要するに、２本同時

                                            
26班目反対尋問１０９－１１２頄 
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落下が、なぜ起きないのか、ということの。」 

（斑目）「２本同時ですか。」 

（先行訴訟原告代理人）「はい。」 

（斑目） 

「起きるとは、ちょっと私には思えません。どういうふうなことを考える

んですか。それに似たような事象があったら、教えてください。」 

 

このような証言の１ヶ月後、被告を含む電力会社が制御棒の同時落下事

故・臨界事故の発生を、隠蔽していたことが明るみに出ている。 

原子力発電における「想定外」とは、既存の設計に照らして都合の悪い事

实を「想定外」として無視するだけのものであり、本来的に想定しうるもの

か否か、というものではないことが、このやりとりからも明らかである。 

精緻に計算され、何重もの防御に守られた原発、というイメージがあるが、

その实態はこのようなご都合主義の上に重ねられた砂上の楼閣なのである。 

（３）地震が出力急上昇を引き起こした事例 

沸騰水型原発（ＢＷＲ）の特長は、原子炉圧力容器内部で冷却材が沸騰し

ていることにある。したがって、圧力容器内部には水と水蒸気の両方が存在

し、その比率も燃料集合体の下部と上部では大きく異なるうえ、複雑な変化

を示す。この構造上の特性（＝弱点）が原因となって、日本の沸騰水型原発

（ＢＷＲ）において、地震動に伴って中性子束（中性子の密度）が急激に増

大し、原子炉を緊急自動停止する設定値（定格時の１１８％）を超える事態

が発生している。 

中性子束の増大は、炉心での核分裂が増大し出力が急上昇したことを意味

するものであり、暴走事故につながる危険なものである。 

１９８７年４月には東京電力福島第一原発１、３、５号機、１９９３年１

１月には東北電力女川原発１号機で、それぞれ、原子炉スクラム設定値には



72 

 

至らない程度の地震動にもかかわらず、炉心の中性子束が急激に増大したた

めに原子炉が緊急自動停止している。１９９７年５月には福島第一原発の１、

３号機で、自動停止には至らなかったものの地震動により中性子束が１１

０％にまで増大した。 

これらの原因は、通産省資源エネルギー庁（当時）によると、地震による

揺れで燃料集合体がたわみ、燃料集合体間の間隔が広がって、水の量が相対

的に増大したことになり、核分裂に寄与する熱中性子の量も増大し、定格時

よりも核分裂反応が進み、局所的な出力の増大が発生したためであるという。

特に燃料集合体の間隔が不均一な旧型の原子炉に発生しやすく、これには女

川原発１号機、福島第一原発の１号機～５号機、浜岡原発１・２号機、敦賀

原発１号機、島根原発１号機の計１０基が該当するという。 

この対策として取られたのは、燃料集合体の間にはめ込まれているバネの

強度を２．５倍にするというものだった。これにより集合体の揺れは半分に

収まり、過去に原子炉が自動停止したような地震動ならば、自動停止を防げ

るのだという。しかしこれは抜本的対策とはいえない。地震動が大きければ、

バネの強度を上げていても原子炉内部で燃料集合体が激しくかつ複雑に揺

れることに変わりはなく、同じ事態が生じうる。 

このような事態が生じたとき、地震を共通原因故障として炉の緊急停止に

失敗すれば、急激に増大する出力のために高温になった燃料被覆管と炉内の

水が反応して水素を発生させ、水素爆発を引き起こしたり、さらには破損し

て粉々になった燃料要素が炉水との反応により水蒸気爆発を起こしたりす

る可能性がある。 

４ 全電源喪失 

（１）外部電源の喪失 

これは後記のとおり、福島第一原発で实際に起きた事態であり、かつ、先

行訴訟で同訴訟の原告が指摘したところであった。 
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地震の発生により、所内電源が失われ、外部からの送電も停止することが

想定される。これが外部電源の喪失である。外部からの電源が断たれる事態

となれば、冷却能力に直ちに影響が出るため、原発には複数の非常用ディー

ゼル発電機が備えられている。さらに、非常用ディーゼル発電機の機能不全

のバックアップとして、電源車が配備されるという。 

（２）非常用ディーゼル発電機の機能不全 

福島第一原発においては、津波によって、非常用ディーゼル発電機に燃料

を供給するオイルタンクが喪失し、非常用ディーゼル発電機も機能を喪失し

た。 

同様に、非常用ディーゼル発電機、その周辺装置、配管、電源ケーブルな

どが、津波、地震動によって、破壊、損傷すれば同様の事態となる。 

特に、ディーゼル発電機までの送油管はＡクラスに分類されておらず、地

震時に破壊されることが想定される。後記のとおり、液状化によって地盤そ

のものが陥没、隆起、横ずれすることが予想される浜岡原発ではその危険が

大きい。 

現に、中越沖地震時の柏崎刈羽原発において、この危険は表面化した。同

原発３号機の変圧器火災は、耐震クラスの異なる建物の間の地盤沈下の度合

いの差から、所内変圧器二次側接続母線部のダクトの基礎が大きく沈下し、

この沈下のためにダクトの接続部が外れ、ブッシングで機器が破損して油漏

れが発生すると共に、接続端子と接触して火花によって引火したものである。

耐震設計クラスの異なる建物のつなぎ目でのトラブルの発生は、先行訴訟の

原告らがこれも指摘していたところであった。 

本件浜岡原発においても、１９９６年９月８日、３号機原子炉建屋一階に

ある非常用ディーゼル発電機の電源审で火災が発生している。原因はバスダ

クトと呼ばれる電気が流れるアルミ板を収納した金属製の管の中で、絶縁材

に汚れなどが付着してアルミ板間に電気が流れてショート、火花が発生した
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ためだった。火災で電源审のバスダクトが４メートルにわたり溶け、消失し

た。電源审は放尃線管理区域外で、３号機は定期点検中のため運転を停止し

ていたこともあり、運転に影響はなかったが、このため非常用ディーゼル発

電機は使用不能となった。この外にも、非常用ディーゼル発電機の冷却水タ

ンクの水位低下により発電機が止まったり、潤滑油の途絶により軸が焼き付

いたり、発電機のクランクに亀裂が入り、破断寸前になっていたりといった

事故はいくつも起きている。 

津波の場合をさておいても、地震の発生時に４基の原発全ての非常用ディ

ーゼル発電機が正常に稼働するとは限らず、これが使えない可能性がある。 

（３）電源車 

巨大地震・超巨大地震が発生した場合、電源車もバックアップとならない

可能性が多々ある。 

大規模津波に襲来された場合、後記のとおり浜岡原発の特殊な敶地形状に

より、原発敶地は水没する。こうなった場合、電源車は原子炉建屋に近づく

ことすらできない。 

また、浜岡原発の敶地は、これも後記のとおり大規模液状化が起きる相当

程度の蓋然性がある。過去の例をみれば、地盤が底なし沼のようになったり、

噴水のように水が噴出したり、大規模な地割れが発生したりしている。この

ような事態となれば、やはり電源車が原子炉建屋に近づくことは困難になる

し、場合によっては、電源車事態がまったく走行不能になることも考えられ

る。 

（４）電源喪失による冷却能力の喪失 

非常用ディーゼル発電機が使えない段階で、最終的な冷却能力を確保する

のが非常用炉心冷却系（ＥＣＣＳ）のうち唯一電動ではない「高圧注水系」

である。しかしこの高圧注水系は、２００１年１１月７日、浜岡原発１号機

で発生した余熱除去系配管の破断により使用不可能となってしまった。低圧
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注水系は電動であるため、この作動が要求される事故が発生した場合には、

注水不能となる。 

（５）全電源の喪失 

「最終的な非常用電源は、バッテリーにより確保されている。しかし非常

用バッテリーで電源が確保できるのは、数時間の単位であり、他の電源が早

期に復旧することを前提としている。ところが、地震発生においては、原子

力発電所内、周辺の発電機器や送電が復旧するために長期を要することが考

えられる。バッテリー電源すら使えないようになると、原発の機器の制御は

不可能となる。原子炉を冷却するための機器の操作ができない状況では、炉

心溶融は避けられない。」 

以上の記述は、福島第一原発を受けての主張ではない。先行訴訟における

原告の控訴理由書中の記述をそのまま引用したものである。 

これは、「想定外」の事態ではないのである。これが再び発生すれば、福

島第一原発と同様の深刻かつ重大、そして周辺環境に対し、広範に不可逆的

な汚染をもたらす事態が招来される。 
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第２章  福島第一原発で起きたこと福島第一原発事故 

 

第１ 序論 

世界においても未曾有の、広範かつ長期間の放尃能汚染被害を発生し続けて

いる福島第一原発事故を検証することにより、原発事故の重大性を確認すると

ともに、日本の原子力発電所が共通して抱える弱点を明らかにする。 

また、今回の震災や福島第１原発事故では、「想定外」という言葉が盛んに使

われたが、これは、「想定がおよそ不可能な事態であった」という意味ではなく、

「想定しうるのに想定しなかった」という意味に止まるものであったことにつ

いても論証する。 

 

第２ 東日本大震災の概要 

１ 東日本大震災の概要 

２０１１年３月１１日１４時４６分、三陸沖を震源とするＭ９．０の超巨

大地震（平成２３年東日本大震災）が発生した。この地震により、宮城県栗

原市で震度７、宮城県、福島県、茨城県、栃木県で震度６強など、広い地域

で極めて強い揺れを観測し、更に東北から関東地方の太平洋沿岸を中心に高

い津波が襲い、その結果、東北地方から関東地方の太平洋沿岸などで甚大な

人的・物的被害が発生した。主なデータは次のとおりである。 

（１）マグニチュード 

この地震のマグニチュードについては、気象庁は、地震発生直後にＭ７．

９の速報値を出したが、その後、新たなデータが積み重なるたびＭ８．４（暫

定値）、Ｍ８．８（暫定値）と大きくなり、３月１３日には最終的にＭ９．

０と修正された。  

（２）震源域 

気象庁などの分析によると、今回の地震の震源断層の破壊は、３月１１日
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１４時４６分、宮城県牡鹿半島の東南東約１３０ｋｍの深さ２４ｋｍ付近で

始まり（震源）、それに引き続いて、更に２回の破壊があったことが分かっ

た。気象庁が一旦Ｍ８．８（暫定値）としたのは、１回目の破壊の部分だけ

で地震の規模を計算したためである。この最初の破壊は１分半ほど続いた。

その１分後、やや南側の領域が壊れ始めた。この破壊も１分半ほど続いた。

さらに、その南側も破壊が始まり、結局、地震発生から計６分間、３つの領

域が連動して壊れ続けた。２、３回目の破壊は、１回目の破壊と同程度の規

模であった。このため、地震全体のエネルギーは約２倍となり、Ｍ９．０と

巨大な地震となった。 

いくつかの研究グループが地震波を解析した暫定結果では、破壊された震

源域の大きさは、岩手県中部の宮古の沖合付近から茨城県の沖合まで広がっ

ており、長さ約４５０～５００ｋｍ、深さ方向の幅が約２００ｋｍに達した

とみられている。今回の地震の震源断層面のズレは、最大で２０～３０ｍ、

平均でも１０ｍ以上であった。Ｍ７．８程度以上を巨大地震と呼ぶが、この

地震は「超巨大地震」というべき大きさである。 
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東北地方太平洋沖地震の震源域と破壊の連動 ：ＩＡＥＡへの日本政府の報告書より

引用 
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（３）地震波  

この地震による地震波の周期は、０．１秒～１秒までの短周期の波がほと

んどで、これは、原発に大きな影響を与える地震波の周期（０．１～０．３

秒前後の短周期）と重なっている。なお、木造家屋に大きな被害をもたらす

１秒前後の周期の波は尐なかった。 

（４）地殻変動 

国土地理院の観測した地殻変動では、宮城県南三陸町の志津川で地面が東

西に４．４ｍ移動し、７５ｃｍ沈下した。石巻市牡鹿では最大となる５．３

ｍの水平移動、１２０ｃｍの沈降が観測された。東京でも東へ２０ｃｍほど

移動すると同時に、約５ｃｍ沈下したとみられている。東北大学地震・噴火

予知研究観測センターの観測で、宮城県沖の海底が東南東に３１ｍ移動して

いることが分かった。東北大学は、今回の地震の震源に近い牡鹿半島の東１

７５ｋｍの深さ３５００ｍの海底に観測点を設置、地震発生１ヶ月後のデー

タを解析した（２０１１／４／２１朝日）。 

２ 東日本大震災の発生機序 

東北地方のはるか東沖にある日本海溝では、太平洋プレートが陸側のプレ

ート（北米プレート）の下へ年間約８ｃｍどの速さで沈み込んでいる。両者

のプレート境界面には、普段しっかり噛み合っているアスペリティ（固着域）

が多数パッチ状に分布していると考えられている。沈み込んでいく太平洋プ

レートは、アスペリティを介して陸のプレートを引きずり込み、それを徐々

に変形させる。数十年とか数百年経過して陸のプレートの変形が限界に達す

ると、アスペリティの一つまたは複数が突如として破壊する（固着が破れる）。

そして地震が発生する。最初にあるアスペリティの中または近傍の狭い領域

で、プレート上盤が下盤（太平洋プレート）に対して斜め上方に激しくズレ

動く。このズレ破壊が始まった場所を「震源」として、ズレ破壊は毎秒２～

３ｋｍいう猛スピードでアスペリティの中を拡大する（例えば、アスペリテ
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ィの大きさが３０ｋｍならば、ズレ破壊に１０～１５秒かかる）。さまざま

な条件によって、小さなアスペリティ一つの破壊で終わることもあるし、か

なりの大きさのアスペリティが複数、つぎつぎに破壊することもある。ズレ

破壊の間中、地震波が放出され、それが地表に達すると地震動として地面を

激しく揺らす。 

今回の東日本大震災は、このような太平洋プレートの沈み込みに伴って、

陸のプレートとの境界で発生したプレート間地震である。なお、三陸沖など

この地域では、過去にもＭ８クラスのプレート間地震が発生している。明治

三陸地震（１８９６年）はＭ８．３、津波の高さは岩手県沿岸で１０～４０

ｍに達し、約２万２千人の死者を生じ、昭和三陸地震（１９３３年）はＭ８．

１、津波の高さは岩手県沿岸で４～３０ｍで、３千人余の死者・行方不明者

を出した。 

３ 国の想定・予測の限界 

（１）福島第一原発における津波の想定 

ア 地震 

東京電力は２００８年４月１４日、福島第一原発についても改定指針

による耐震安全性の再評価をし、基準地震動Ｓｓを策定し、その地震動

による耐震安全性を再評価した中間報告を原子力安全保安院に提出し、

２００９年４月３日時点で中間報告の審議は概ね終了していた。 

東京電力の想定した基準地震動Ｓｓの基となるプレート間地震は、仮

想塩屋崎沖の地震で、Ｍ７．９に過ぎなかった。 

イ 津波 

設置許可申請書では、チリ地震(Ｍ９．５､１９６０ 年)を対象波源と

し、設計津波水位を３．１ｍとしている。２００２年に、東京電力は、

土木学会原子力土木委員会津波評価部会の｢原子力発電所の津波評価技

術(２００２年)｣に基づき、福島県沖地震(Ｍ７．９、１９３８年)を自主
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的にＭ８．０として設計津波水位を評価し、各号機の水位を５．４ｍ か

ら５．７ｍ とした。 

（２）国の想定を超えた理由 

今回の地震規模は、従前の国（地震調査研究推進本部）の想定・予測を超

えたものであったが、一部の研究者からは大規模な地震・津波の可能性が指

摘されていた。国が今回の地震規模を想定・予測しえなかった理由は地震連

動の可能性を無視ないしは軽視していたことに起因するものであった。 

すなわち、従前、文部科学省に設置されている地震調査研究推進本部は、

東北沖のプレート境界で発生する地震について、８つの領域を想定し、その

領域ごとに個別に地震の予測をしていた。「三陸沖南部海溝寄り」の領域と

「宮城県沖」の２つの領域が連動して地震を起こす可能性も評価してきたが、

今回ほど多数の領域が連動して破壊するということは全く想定してこなか

った。 

例えば、地震調査研究推進本部は、２００８年１２月に作成したパンフレ

ット（「地震の将来予測への取組」）に、日本海溝沿いのプレート間地震（海

溝型地震）の長期予測を載せている。そこでは、日本海溝に沿う北から南ま

での細長い領域、それより陸寄りの三陸沖北部、宮城県沖、福島県沖、茨城

県沖などと領域分けをして、それぞれで発生する地震規模（Ｍ）と３０年以

内の発生確率を示している。宮城県沖は、過去の地震が複数知られていて規

則性が認められるところから、Ｍ７．５前後の発生確率が９９％とされたが、

福島県沖はＭ７．４前後が７％程度以下とか、茨城県沖はＭ６．８程度が９

０％程度とかというものであった。つまり、プレート境界面がいくつかのセ

グメント（領域）に分かれていて、それぞれのセグメントで固有の地震が起

こるというのが、地震調査研究推進本部の基本的な考え方であった。そして、

三陸沖ではＭ８前後の地震が想定されたが、福島県沖や茨城県沖ではＭ８ク

ラスの地震は起こらないと思われてきた。ところが、今回、６個程度のセグ
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メントが一挙に破壊してＭ９．０の地震が起こったと地震学者は分析してい

る（中央公論・２０１１．５石橋克彦）。 

地震発生から２日後の３月１３日に開催された地震調査研究推進本部の

地震調査委員会では、８領域のうち宮城県沖から茨城県沖まで４つの領域が

連動し、今回の地震を起こしたと評価した。さらに三陸沖や房総沖など３つ

の領域も連動した可能性も指摘された。同委員会の阿部勝征委員長（東大名

誉教授）は、「東北地方でこのような大規模な連動を我々は知らなかった。

自然は一筊縄ではいかないことを实感した。」（３月１４日朝日新聞）、「委員

会では宮城県沖から南の茨城県沖まで、個別の領域について地震動や津波に

ついて評価していた。」複数領域が連動して発生する地震は想定外だった」

（２０１１．７「中央公論」）と語っている。 
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地震調査研究推進本部で想定していた地震と東北地方太平洋沖地震の比較：ＩＡＥＡへ

の日本政府の報告書より引用 
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（３）国が無視した自然史における証拠と研究者の指摘 

ところが、仙台周辺や福島県の平野の地層に残された古い津波の堆積物の

研究などから、尐なくとも宮城県から福島県の沖合で長さ２００ｋｍ以上の

震源断層面がズレ破壊して特大の津波を生ずる地震が、５００年～１０００

年に一度発生したらしいこと、その最後の地震が、貞観１１年（西暦８６９

年）の陸奥国の大地震津波（貞観地震）だと推定され、すでに１１００年以

上経っているから要注意であることは、实は既に研究者によって指摘されて

いた事实だったのである。 

活断層・地震研究センターなどの研究者による共同研究 佐竹健治ほか

「石巻・仙台平野における８６９年貞観津波の数値シミュレーション」（２

００８年 活断層・古地震研究報告 Ｎｏ．８ ７１－８９）がそれである。

この研究を踏まえ、今回の大震災に２年先立つ２００９年６月と７月、国の

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会において、産業技術総合研

究所活断層・地震研究センター長岡村行信氏は、福島第１原発の耐震バック

チェックの過程で貞観地震に対応した地震と津波対策の見直しを具体的に

求めていたのである。 

このやりとりは、今回の福島第１原発事故を未然に防止できたかもしれな

い重要なやりとりであり、国や電力会社の「想定」とは「自分たちに都合の

悪い事实を無視する」というやり方による「想定」に過ぎないことが如实と

なるため、ここに再現する。 

 

［総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波、地質・地盤合同ＷＧの３２回（２００９年６月２４日）］ 

（岡村委員） 

「まず、プレート間地震ですけれども、１９３０年代の塩屋崎沖地震を考

慮されているんですが、御存じだと思いますが、ここは貞観の津波という
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か貞観の地震というものがあって、西暦８６９年でしたか、尐なくとも津

波に関しては、塩屋崎沖地震とは全く比べ物にならない非常にでかいもの

が来ているということはもうわかっていて、その調査結果も出ていると思

うんですが、それに全く触れられていないところはどうしてなのかという

ことをお聴きしたいんです。」 

（東京電力 西村） 

「貞観の地震について、まず地震動の観点から申しますと、まず、被害が

それほど見当たらないということが１点あると思います。あと、規模とし

ては、今回、同時活動を考慮した場合の塩屋崎沖地震でＭ７．９相当とい

うことになるわけですけれども、地震動評価上は、こういったことで検討

するということで問題ないかと考えてございます。」 

（岡村委員） 

「被害がないというのは、どういう根拠に基づいているのでしょうか。尐

なくともその記述が、信頼できる記述というのは日本三大实録だけだと思

うんですよ。それには城が壊れたという記述があるんですよね。だから、

そんなに被害が尐なかったという判断をする材料はないのではないかと思

うんですが。」 

（東京電力 西村） 

「すみません、ちょっと言葉が断定的過ぎたかもしれません。御案内のよ

うに、歴史地震ということもありますので、今後こういったことがどうで

あるかということについては、研究的には課題としてとらえるべきだと思

っていますが、耐震設計上考慮する地震ということで、福島地点の地震動

を考える際には、塩屋崎沖地震で代表できると考えたということでござい

ます。」 

（岡村委員） 

「どうしてそうなるのかはよくわからないんですけれども、尐なくとも津
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波堆積物は常磐海岸にも来ているんですよね。かなり入っているというの

は、もう既に産総研の調査でもそれから、今日は来ておられませんけれど

も、東北大の調査でもわかっている。ですから、震源域としては、仙台の

方だけではなくて、南までかなり来ているということを想定する必要はあ

るだろう、そういう情報はあると思うんですよね。そのことについて全く

触れられていないのは、どうも私は納得できないんです。」 

（名倉安全審査官） 

「事務局の方から答えさせていただきます。産総研の佐竹さんの知見等が

出ておりますので、当然、津波に関しては、距離があったとしても影響が

大きいと。もう尐し北側だと思いますけれども。地震動評価上の影響につ

きましては、スペクトル 評価式等によりまして、距離を現状の知見で設

定したところでどこら辺かということで設定しなければいけないのですけ

れども、今ある知見で設定してどうかということで、敶地への影響につい

ては、事務局の方で確認させていただきたいと考えております。多分、距

離的には、規模も含めた上でいくと、たしか影響はこちらの方が大きかっ

たと私は思っていますので、そこら辺はちょっと事務局の方で確認させて

いただきたいと思います。 

あと、津波の件については、中間報告では、今提出されておりませんので

評価しておりませんけれども、当然、そういった産総研の知見とか東北大

学の知見がある、津波堆積物とかそういうことがありますので、津波につ

いては、貞観の地震についても踏まえた検討を当然して本報告に出してく

ると考えております。以上です。」 

 

堆積物等具体的な証拠のある、地震動・津波に関する知見に対する、東電

側の回答は、「研究的には課題としてとらえるべきだと思っていますが、耐

震設計上考慮する地震ということで、福島地点の地震動を考える際には、塩
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屋崎沖地震で代表できると考えたということでございます。」という根拠を

欠いたもの、いや、理由さえないものであった。 

この回答では、地震・津波に対する安全など確保できるはずもないことは、

岡村委員の「どうしてそうなるのかはよくわからない」という言葉がまさに

表していたところであった。そして、現实の地震が襲来した際、根拠無き言

い逃れは無惨に打ち砕かれたのである。 

この日、岡村氏は、この理由無き答弁で逃げを打とうとする東電にさら

に食い下がった。 

 

（纐纈主査）「岡村先生。」 

（岡村委員） 

「先ほどの繰り返しになりますけれども、海溝型地震で、塩屋崎のＭ７．

３６程度で、これで妥当だと判断すると断言してしまうのは、やはりまだ

早いのではないか。尐なくとも貞観の佐竹さんのモデルはＭ８．５前後だ

ったと思うんですね。想定波源域は尐し海側というか遠かったかもしれま

せんが、やはりそれを無視することはできないだろうと。そのことに関し

て何か記述は必要だろうと思います。」 

（纐纈主査）「名倉さん。」 

（名倉安全審査官） 

「先ほど杉山先生から御指摘いただきました１点目につきまして、～、以

上です。」 

（纐纈主査）「ほかにいかがでしょうか。高島先生。」 

（高島委員）「今、名倉さんの言ったとおりだと思います。～」 

（纐纈主査） 

「ほかにいかがでしょうか。それでは、１つ前の件もありますので、私と

しては、岡村先生がおっしゃったプレート間地震の件と双葉断層の不確か
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さの件をもう一度検討いただいて、結果として変わらないというのでも結

構ですので、改めてもう一回審議させていただきたいと思います。」 

 

以上のとおり、福島第１原発の安全性に関して本質的かつ重大な意味を持

つ、巨大地震・巨大津波の危険性に関する指摘は、岡村委員の再三の発言に

もかかわらず、真剣に討議されることもなく、先送りされたに止まったので

ある。 

では、その次回の会議の様子はどうだったのであろうか。 

 

［総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波、地質・地盤合同ＷＧの３３回（２００９年７月１３日）］ 

 ～東京電力（西村）の「（貞観地震を想定しても）仮想の塩屋崎沖地震①～

③の同時活動と比較して同程度あるいは若干上回るということがござい

ますが、策定した基準地震動Ｓｓ－１のレベルよりは大きくない」という

報告に対し 

（岡村委員） 

「貞観ですけれども、確かに地震動をどういうふうに推定するかというの

は難しいとは思うんですが、ここでは佐竹ほか（２００８）の断層モデル

をそのまま、そこから地震動を計算されているんですが、そもそもこうい

う地震って何なんだということを今の知見で考えると、やはり連動型地震

と言われているものだろうと考えるのが妥当だと思うんですね。それは、

１７世紀ですか、千島海溝で起こったとか、２００４年のスマトラ沖地震

がそういうものに相当すると考えているわけですけれども、そういう地震

というものは、要するにもう尐し短い間隔で普通に起こっている震源域が、

複数の震源域が同時に破壊する、そういうことで起こるのだろうと言われ

ているわけですね。 
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そういうふうに考えると、やはりここは、塩屋崎沖地震というものが１

つある。もう尐し北に行くと宮城県沖地震というものもある。そこをまた

ぐようなところでこの貞観の地震というものは考えざるを得ない。津波の

情報だけではですね。そうすると、やはり今わかっている震源域のところ

は連動の範囲に含まれるのではないかと考えるのが、今の知識では妥当か

なと私は思うんですよね。だから、これだとちょっと外れますよね。塩屋

崎沖地震よりちょっと遠いところに貞観の震源モデルを考えて、それとは

別のものだというイメージで今、話をされているんですけれども、別にし

ていいとはなかなか考えにくいのではないかと私は思います。 

（纐纈主査）「いかがでしょうか。」 

（東京電力 西村） 

「御指摘ありがとうございました。それぞれの地震をどのように同時活動

させるかということは、なかなか難しいところだと我々思っているところ

ですが、まずここで申し上げたいのは、塩屋崎沖自体が、それぞればらば

らだったものを、同時活動を見るということを今回やっているということ、

それから、貞観の地震も、波源モデルということもありますので、本来、

もう尐しばらばらしていたのかもしれないということはあるかと思います

が、仮にこういったものを考えた場合、目いっぱい見たとしてもというこ

とで今回ちょっと見てみたということです。 

御指摘のように、例えば今回の貞観の地震と塩屋崎沖をつなげるかどう

かということについては、ちょっと我々もそこまでできるかどうかという

ところがまだ十分な情報がないのかなと思いますが、そうは申しましても、

今回ご覧いただきましたように、まず、こういったそれぞれの地震を考え

ても、Ｓｓのレベルから考えますと、まだ余裕があるということを踏まえ

てこのようにさせていただいていると考えています。 

ただ、まとめの中でも申し上げましたように、貞観の地震についてはま
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だ情報を収集する必要があると認識しておりますので、引き続き検討は進

めてまいりたいと思ってございます。」 

（纐纈主査）「岡村先生、よろしいですか。」 

～他の委員の発言～ 

（岡村委員） 

「最初の中間報告の案で、また貞観の話ですけれども、どちらも２３ペー

ジに貞観のことが書いてあって、ここでは、新たな知見の波源モデルを震

源断層と仮定した上で地震動を計算したと。それで、小さいということし

か書かれていないんですね。先ほど私が申し上げたのは、それでは足りな

いのではないですかということを申し上げたつもりで、要するに塩屋崎沖

地震、それも連動させているということですけれども、貞観はそれ全体を

含むものである可能性があるということなので、それで十分とは思ってい

ないというつもりで言ったんです。それは、東京電力さんも、それでまた

検討するとお答えになったと私は理解したので、そのことを尐し何か検討

していただきたいと思います。」 

（名倉安全審査官） 

「済みません、逆にお聴きしたいのは、これは、今さまざまな研究機関に

おいて、こういった知見をいろいろと、調査結果が今どんどん得られてい

るような状況でありまして、今後、いろいろな知見が得られていく中で、

その時々に応じた対応をすべきということであるのか、それとも、今の中

間報告における検討の中でそれをやるべきとおっしゃられているのか、そ

このところはどちらということで理解すればよろしいでしょうか。」 

（岡村委員）「この中間報告の性格をどう考えるかだと思うんですね。～」 

   ～中略～ 

（名倉安全審査官） 

「事務局からよろしいですか。今回の中間報告におきましては、東京電力
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の方は津波の評価をまだ提出しておりません。そういうこともありまして、

本報告で津波のところもやってくるはずですし、その中で、こういった知

見も踏まえた場合の評価といったものが一体どういうふうにできるのか。

その場合に、東京電力が設定した津波の解析条件ではありますけれども、

そういったものに対して、津波堆積物のところ、要は得られているところ

の結果、そこら辺、ちょっと検討できるかどうかということはありますが、

尐しそういったもの、津波の波源を設定するときの考え方等との整合性も

とった上で、地震動評価上何か影響があるのかという位置付けの検討は、

尐し必要なのかなと思っております。」 

（纐纈主査） 

「何らかの記述をいただくということで御納得いただいたということで

よろしいでしょうか。ほかにいかがでしょうか。」 

 

要は、想定しうるものではあるが、今回は想定しない、「引き続き検討す

る」という言葉で都合の悪い指摘は先送りしていただけだったのである。「何

らかの記述」では、巨大震災・巨大津波に対するなんの備えにもならない。 

これらの議事録から判明すること、それは、原子力行政や原子力発電所の

安全性に関しては、「最大限の安全性を考慮する、想定しうることはきちん

と想定する」というものではなく、「現状に即することのできる想定のみ想

定する」というものに過ぎない事实である。いみじくも主査が発言したよう

に「いろいろな知見が得られていく中で、その時々に応じた対応をすべきと

いうことであるのか、それとも、今の中間報告における検討の中でそれをや

るべき」かという問いに対し、「今やるべき」とされていれば、あるいは福

島第１原発の悲劇は防げていたのかもしれない。それは、今回の訴訟にもそ

のまま当てはまる問いかけである。 

なお、この「想定されるものは想定しなければならい」という、一見当た
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り前の課題－しかし、今まではなおざりにされてきた課題－は、後に取り上

げる「スーパー東海地震」「南海・東南海・東海３連動地震」に直結するも

のであり、本件訴訟において忘れられてはならない命題である。 

 

第３ 福島第一原発事故 

１ 事故の経緯 

２０１１年６月、日本政府はＩＡＥＡへ今回の福島第一原発事故に関する

報告書を提出した。以下、これを参考として、事故の経緯を述べる。なお、

本頄における「」書き部分並びに図表は、すべて動報告書からの引用である。 

（１）福島原子力発電所の地震発生前の運転状況 

「３月１１日の地震発生前の福島原子力発電所の運転状況は、福島第一原

子力発電所については、１号機は定格電気出力運転、２号機と３号機は定格

熱出力の運転中であり、４号機、５号機及び６号機は定期検査中であった。

このうち、４号機については大規模修繕工事を实施中であり、原子炉圧力容

器の中にあった核燃料は全て使用済燃料プールに移送されていた状態であ

った。また、共用の使用済燃料プールには６，３７５体の使用済燃料を貯蔵

中であった。 

福島第二原子力発電所については、１号機から４号機までの全ての原子炉

が定格熱出力の運転中であった。」 

（２）地震発生 

３月１１日１４時４６分に地震が発生し、１回目の震源域の破壊が１分半

ほど続いた１分後に、やや南側の領域が壊れ始め、この破壊も１分半ほど続

いた後さらに、その南側も破壊が始まり、結局、地震発生から計６分間の地

震動が続いた。さらに大きな余震が続き、１５時０８分にＭ７．４、１５時

１５分にＭ７．７、１５時２５分にＭ７．５の地震が上記震源域内で発生し

た。そして、浸水高１４～１５ｍの津波が福島第一原発敶地に到来したとさ
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れている。本震だけでなく、余震による原発の損傷もありうるが、未だその

検証は行われていない。 

なお、「福島第一原子力発電所においては、設置許可上の設計津波高さが

３．１ｍとされていた。また「原子力発電所の津波評価技術」（土木学会）

に基づく評価（２００２ 年）では最高水位が５．７ｍ とされ」ていた。 

（３）外部電源の喪失 

「福島第一原子力発電所の外部電源の送電網とその被害状況を、図ⅠⅠⅠ

－２－８（ａ）及び図ⅠⅠⅠ－２－８（ｂ）に示す。同図に示すように、新

福島変電所からの大熊線１Ｌ及び２Ｌ（２７５ｋＶ）が１、２号機用の開閉

所を経由して、１号及び２号機の常用高圧配電盤に、さらに、東北電力から

の東電原子力線（６６ｋＶ）が１、２号機用の開閉所を経由して１号機常用

高圧配電盤に接続されていた。３、４号機は同様に大熊線３Ｌ及び４Ｌ（２

７５ｋＶ）が３、４号機用の開閉所を経由して、３、４号機の常用高圧配電

盤に接続されていた。５、６号機も同様に夜の森線１Ｌ及び２Ｌ（６６ｋＶ）

が５、６号機常用高圧配電盤に接続されていた。 また、１号常用高圧配電

盤、２号常用高圧配電盤及び３、４号機常用高圧配電盤は相互に接続されて

おり、電力融通が可能な状態であった。地震当日の送電状況は、３、４号開

閉所内の大熊線３Ｌ用開閉施設が工事中だったため、結果として福島第一原

子力発電所には合計６回線の外部電源が接続されていた。新福島変電所は、

敶地から約８ｋｍの位置にあり、今回の地震による震度は６強と予想されて

いる。 

地震により、１、２号機の開閉所の遮断器が損傷し、東北電力からの東電

原子力線についても、原因は推定できないが、ケーブルが損傷した。３、４

号機は、工事中の大熊線３Ｌに加え、新福島変電所側の３Ｌ及び４Ｌの遮断

器等が損傷した。また、５、６号機は、開閉所に接続する送電鉄塔１本（♯

２７鉄塔）が倒壊した。結果として１号機から６号機までの全ての外部電源
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が失われた。」 

要は、津波を待つまでもなく、地震動によって、すべての外部電源は失わ

れたのであった。 

【福島第一原発の外部電源被害】 
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【外部電源施設被害状況】 
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（４）海水系ポンプ及び非常用電源系 

福島第一原子力発電所の補機冷却用海水ポンプ施設（高さ５．６～６ｍ）

は、図ⅠⅠⅠ２－４に示すように、津波によって全号機が冠水した。津波の

波力によって損傷したかは確認中である。また、原子炉建屋やタービン建屋

の地下階（高さ０ｍ～５．８ｍ）に設置されている非常用ディーゼル発電機

及び配電盤が、６号機を除き冠水し、非常用電源の供給が失われた。６号機

については、３台ある非常用ディーゼル発電機にうち２台は、原子炉建屋の

地下１階に設置されていて冠水したが、１台は、ディーゼル発電機建屋１階

に設置されていたので冠水せず、非常用電源の供給が可能であった。 

【津波による被害状況１】 
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【津波による被害状況２】 
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（５）福島原子力発電所の事故の発生・進展 

福島第一原子力発電所では、運転中の１号機から３号機は、同日の１４ 時

４６分に地震の発生を受けて自動停止した。同時に地震によって計６回線の

全ての外部電源が失われた。そのため非常用ディーゼル発電機が起動した。

しかし、襲来した津波の影響を受けて冷却用海水ポンプ、非常用ディーゼル

発電機や配電盤が冠水したため、６号機の１台を除く全ての非常用ディーゼ

ル発電機が停止した。このため、６号機を除いて全交流電源喪失の状態とな

った。６号機では、非常用ディーゼル発電機１台（空冷式）と配電盤が冠水

を免れ、運転を継続した。また、津波による冷却用海水ポンプの冠水のため、

原子炉内部の残留熱を海水へ逃すための残留熱除去系や多数の機器の熱を

海水に逃すための補機冷却系が機能を失った。 

東京電力の運転員は同社の過酷事故手項書に従い、自動起動した炉心冷却

設備や炉心への注水設備の継続運転中に、多数の原子炉安全系の機器を回復

するために、政府とも協力しつつ緊急に電源を確保する試みを行ったが、結

局、電源を確保することはできなかった。 

１号機から３号機では、交流電源を用いる炉心冷却機能が失われたため、

交流電源を用いない炉心冷却機能の作動がなされたか、又はその作動が試み

られた。それらは、１号機の非常用復水器27（アイソレーション・コンデン

サ）の作動、２号機の原子炉隔離時冷却系28（ＲＣＩＣ）の作動と３号機の

                                            

27非常用復水器（アイソレーション・コンデンサ）：外部電源喪失時などの原子炉

圧力容器が隔離されたとき（主復水器により原子炉冷却ができないとき）に冷却の

ため、原子炉圧力容器内の蒸気を凝縮し、その凝縮水を自然循環（ポンプ駆動は不

要）により原子炉圧力容器へ戻す機能を有する設備である。非常用復水器では、伝

熱管内に導かれた蒸気を、復水器内（胴側）に貯えられた水で冷却する構造となっ

ている。 

28原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）：外部電源喪失等で原子炉圧力容器が給復水系

から隔離された場合に、炉心の冷却を行う系統。水源としては、復水貯蔵タンク、

圧力抑制プール水のいずれも使用できる。ポンプの駆動装置は原子炉蒸気の一部を
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原子炉隔離時冷却系と高圧注水系29（注5）（ＨＰＣＩ）の作動である。 

その後、これらの交流電源を用いない炉心冷却機能が停止し、消防ポンプ

を用いた消火系ラインによる淡水又は海水の代替注水に切り替えられた。 

（６）１号機の燃料露出と炉心損傷、圧力容器破損 

１号機は、地震発生時（１４時４６分）には圧力容器内の水位は有効燃料

頂部の上部５ｍ強あったが、「３月１１日１７時頃（地震発生後約２時間）

に燃料が露出し、その後１時間で炉心損傷が始まった結果となっている。Ｒ

ＰＶ30 の破損時期は、東京電力の解析よりも早く、地震発生から約５時間後

となって」いる。 

すなわち、地震発生後約２時間で水位は５ｍ強も下がり、有効燃料頂部に

達した。２０時頃には炉心温度が２８００度に達し、メルトダウンが生じて

いる。 

（７）１号機水素爆発 

３月１２日０時４９分に格納容器の圧力が異常に上昇し、１０時１７分に

放尃能を含んだベントに着手したが、ベントが出来たのは１４時４０分であ

り、１５時３６分に原子炉建屋で爆発が起きた。これは水素爆発と推定され

るが、ベントによるものなのか（逆流防止弁がなかったため、別配管により

建屋側に逆流し、水素爆発となった可能性が報道されている）、別ルートで

格納容器から漏れたものなのか不明である。また、この爆発によって、機器、

配管にどのような損傷を与えたかも分からない。１６時１７分に敶地境界付

                                                                                                                                

利用するタービンである。 

29注 5 高圧注水系（ＨＰＣＩ）：崩壊熱によって発生する蒸気をタービンに供給し、

これによりポンプを駆動して炉心に注水する非常用炉心冷却系の一つ。のいずれも

使用できる。ポンプの駆動装置は原子炉蒸気の一部を利用するタービンである。 

注5 高圧注水系（ＨＰＣＩ）：崩壊熱によって発生する蒸気をタービンに供給し、こ

れによりポンプを駆動して炉心に注水する非常用炉心冷却系の一つ 
30 原子炉圧力容器（ＲＰＶ） 
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近の放尃能レベルが上昇していることが発見され、ベント、爆発による上昇

であることは明らかである。 

３月１２日２０時２０分から、外部から注水をし続け、格納容器に損傷は

ないという前提で「水棺」を行おうとしていたが、５月１１日に水位計の修

理を終えた結果、圧力容器の水位は「計測不能」すなわち燃料より下にあり、

格納容器にもほとんど水がたまっていないこと判明した。 

（８）２号機圧力抑制审水素爆発 

２号機も冷却装置が不能になった後、格納容器の圧力が上昇し、３月１３

日１１時００分にベントを開始し、３月１４日１３時１８分に水位低下傾向

が見られ、１６時４８分に外部から注水を開始したが、１８時２２分燃料全

体が露出、２２時５０分格納容器圧力が異常上昇をした。そこで、３月１５

日０時０２分ベントを開始したが、３時００分にドライウェル圧力が設計圧

力を超える事態になり、６時１０分に圧力抑制审付近で爆発音がして圧力抑

制审圧力も低下した。水素爆発が起こり、圧力抑制审が破損したものと推定

されている。 

（９）３号機爆発 

３号機は３月１３日５時３８分に全注水機能喪失とされ、８時４１分にベ

ントを開始し、１１時５５分に外部から注水を開始した。３月１４日５時２

０分に再びベントを開始したが、７時４４分格納容器の圧力が異常上昇し、

１１時０１分原子炉建屋で水素爆発と言われている爆発が起きた。その後も

３月１６日８時３０分に白い煙を発生させ、３月２３日１６時２０分に黒煙

を発生させている。 

（１０）４号機爆発 

４号機は、運転停止中であったが、３月１４日４時０８分に使用済み燃料

プールの水温が上昇し、３月１５日６時１４分に原子炉建屋で水素爆発と言

われる爆発が起きた。そして、３月１６日５時４５分に爆発・火災が起きた。
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いずれも水素爆発だと解されていたが、最近になり、水素爆発ではないが、

その他の原因も分からないという報道がなされた。 

２ 国・東電による事故の説明 

国、東電発表の事故経過から考えられる福島第一原発事故の説明は、以下

のとおりである。 

地震により外部電源が全喪失した。そして津波により非常用ディーゼル発

電機の機能も失い、全交流電源喪失をし、その後非常用バッテリーも切れ、

全電源を喪失した。そのことにより、使用済み燃料から発せられる崩壊熱を

除去するために必要な冷却材である水の循環が出来なくなり、冷却材が崩壊

熱で蒸発して燃料棒が露出し、燃料被覆管のジルカロイと水蒸気が反応して

水素ガスが発生し（ジルカロイ反応）、水素爆発が発生した。 

また、２号機圧力抑制审（Ｓ／Ｃ）付近における衝撃音については、現場

確認に制約があるため確かなことは不明とされているが、現時点において、

原子炉で燃料被覆管のジルコニウムと水が反応して発生した水素を含む気体

が、ＳＲＶ31（逃がし安全弁）の開放等を通じＳ／Ｃに入り、Ｓ／Ｃから水素

が漏えいし、トーラス审で爆発した可能性が考えられる。このときに同時に

損傷したとみられる廃棄物処理建屋については、爆風による損傷の他、配管

貫通部等を通して水素が流入した可能性も現時点では否定できないとされて

いる。 

現在も、炉心を冷却するために外部から注水しているが、循環冷却となっ

ていないため、冷却水は蓄積され続けており、かつ、１～４号機の原子炉圧

                                            

31ＳＲＶ（逃がし安全弁）原子炉圧力が異常上昇した場合、圧力容器保護のため、

自動あるいは中央操作审で手動により蒸気を圧力抑制プールに逃がす弁（逃がした

蒸気は圧力抑制プール水で冷やされ凝縮する）で、外に非常用炉心冷却系（ＥＣＣ

Ｓ）の自動減圧装置（ＡＤＳ）としての機能も持っている。  
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力容器、格納容器、配管、建屋のどこかで漏えいしている。このため、海へ

の高濃度放尃能水の漏えい、建屋トレンチの水位の上昇が起きている。 

また、１～３号機において、核燃料が高温になって溶融する炉心溶融（メ

ルトダウン）が起きていること、並びに、１号機においては高温の溶融した

核燃料が落下し、圧力容器下部を損傷したことが東電によって公式発表され

ている。２、３号機においても、原子力安全・保安院によるクロスチェック

解析32によれば、損傷しているとされている。 

さらに、１～３号機の各原子炉格納容器も損傷、漏洩の疑いあり、とされ

ている。 

３ レベル７の事故評価 

２０１１年４月１２日、原子力安全保安院と原子力安全委員会は合同で記

者会見を開き、福島原発事故は、ＩＮＥＳ（国際原子力・放尃線事象評価尺

度）のレベル７に該当すると発表した。 

レベル７の基準は、「計画された広範な対策の实施を必要とするような、広

範囲の健康および環境への影響を伴う放尃性物質の大規模な放出」である。 

原子力安全保安院は、福島第一原発の原子炉から大気中へ放出された放尃

性物質の総放出量は、放尃線影響としてヨウ素１３１と等価になるように換

算した値として数万テラベクレル（１テラベクレル＝１兆ベクレル＝１０の

１２乗なので、数万テラベクレルは１０の１６乗）を超える値になるとレベ

ル７に相当すると説明した。放出量は保安院概算で３７万テラベクレル、原

子力安全委員会概算で６３万テラベクレルであった。 

事故経過からすれば、発表された大分以前から、レベル７の放出量であっ

                                            
32国(ＮＩＳＡや原子力安全委員会)が安全審査などを行う際に、原子力施設の機器

や構造物などについて事業者が行った安全確保の妥当性を評価するために、事業者

が用いた解析コードとは異なる解析コード(自ら改良整備したコード)を用いて解析

を行うことをいう。 
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たことが推定され、また、原子力安全委員会によれば４月１２日以降も１テ

ラベクレル／ｈ程度の放尃性物質の大気への放出が毎日続いており、被害の

甚大さは計り知れないものがある。 

４ 福島原発事故はなぜ起きたのか 

（１）初期地震動による被害 

これまでの情報は限定されているが、尐なくとも地震及び地震の随伴事象

によって原発震災が発生すると指摘されていたことが、現实に福島原発で起

こっていることが明らかである。 

福島原発事故の具体的な原因は未だ明らかではない。 

現時点において言われていることは、スクラムによって核分裂連鎖反応は

停止したものの、津波によって、非常用ディーゼル発電機の電気系統が浸

水して機能喪失し、さらに、オイルタンクが流出したことにより冷却がで

きなかったことである。 

しかしながら、事故の全ての原因を津波と集約することはできない。国、

東電は当初、津波による全電源喪失と言っていたが、現在では、１（３）で

述べたとおり、地震動によって、外部電源が全喪失したと訂正されている。 

また、当時原子炉建屋内等にいた従業員らの目撃談によれば、津波と鉄塔

の倒壊だけでは説明出来ない事態（「白煙、水漏れ」）が地震直後から発生し

ていたようであるし、ようやく公開されつつある各種データにもその痕跡は

記されている。 

特に、福島第一原発１号機の事故当日の挙動は、２号機、３号機の挙動と

明らかに異なり、福島原発の事故は、津波だけが原発事故の原因ではなく、

地震の揺れにより、機器、配管が損傷し、原発事故に至ったことを推測させ

るデータ―が存在するのである。 

（２）水位データ 

原子炉内の水位を見ると、１号機は３月１１日１８時００分頃、約５ｍ低
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下して有効燃料頂部（ＴＡＦ）まで下がり、１９時３０分頃までにさらに約

４ｍ低下して有効燃料底部（ＢＡＦ）まで下がった3334。さらに３月１２日６

時５０分頃までにマイナス８ｍまでに水位が低下した。これに対し２号機、

３号機はいずれも３月１２日は燃料棒が冠水しており、露出していない。１

号機においては、運転停止後の初期段階から、原子炉圧力容器の水位が急激

に減尐しているのである。 

１号機と２、３号機の原子炉水位の差異は明らかに不自然であり、１号機

においては、２、３号機で起きなかった事態が生じていたと考えられる。 す

なわち、地震の揺れで配管が破断して、圧力容器内の水蒸気が噴出し、燃料

が露出して水が急激に水蒸気になる現象も加わり、冷却材が急速に失われた

という事態である。 

１号機においては、津波以前に地震による配管の破断等で冷却材喪失事故

が起きたとみられるのである。ここにも、福島第一原発事故の、津波被害と

は別の深刻さが存在している。 

（３）１号機の水素爆発 

１号機の原子炉圧力容器の圧力は、３月１２日２時４５分には０．８００

Ｍｐａ（約８気圧）にまで急激に下がっている35。 

一方、格納容器の圧力は、圧力容器の圧力低下に反比例して、３月１２日

２時３０分時点で０．８４０Ｍｐａ（約８．４気圧）と、設計圧力の２倍の

                                            
33 これにより原子炉内は空だき状態になった。そして、炉心温度が核燃料（酸化ウ

ラン）の融点２８００度に達し、メルトダウンが開始し、圧力容器損傷に至る。 
34国のクロスチェック解析によれば、それぞれ１時間早まり、１号機は地震発生か

らわずか約２時間後の１７時頃に燃料が露出し、３時間後には完全に露出している。 

 
35２号機は３月１２日２時５５分に５．６００Ｍｐａ（約５６気圧）、３号機は３月

１２日２時３０分に７．３４０Ｍｐａ（約７３気圧）とかなり高い圧力を保ったま

まである。 
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数値を記録し、格納容器が破裂しかねない圧力まで高まっている36。 

こうした中、３月１２日１５時３６分、１号機の原子炉建屋上部で水素爆

発が起きているが、これは、冷却材喪失事故により発生した水素が、原子炉

建屋上部に移動したことがそもそもの原因である。 

原子炉圧力容器内で燃料棒が露出して高温になり、ジルカロイ反応によっ

て発生した水素が、損傷した配管から格納容器内に移動し、軽い水素は格納

容器の上部に移動した。 

格納容器の最上部は、直径が１０メートル近いお椀型の鋼製の上蓋が多数

のボルトでドライウェル本体と接合しているが、通常は両者の接触面（フラ

ンジ面）に隙間が生じていない筈である。格納容器の圧力が設計圧力の２倍

になるほどに高圧になり、フランジ面に隙間が生じ、そこから水素が原子炉

建屋に移動して、水素爆発を起こしたと推測される。 

（４）震動Ｓｓの過小 

東京電力が発表した地震観測記録（暫定）は以下のとおりである。 

                                            
36２号機は３月１２日３時５５分で０．０６０Ｍｐａ（約０．６気圧）、３号機は３

月１２日２時３０分で０．２４５Ｍｐａ（約２．４気圧）といずれも設計圧力内で

ある。 
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福島第一原発の原子炉建屋最地下階の観測記録によれば、２、３、５号機
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の東西方向の観測最大加速度は、基準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度37

より大きい。 

福島第一原発の地震動Ｓｓの想定が過小であったことが証明されたので

ある。 

さらに、１号機では、観測記録はＳｓの最大加速度値を超えていないにも

かかわらず、前記のとおり地震の揺れで配管に重大な損傷が発生していると

推測される。このことは、耐震設計の解析そのものが安全性確保に不十分で

あることを示しているものである。 

この結果は重大である。地震動Ｓｓの想定や耐震設計の解析が不十分であ

ったということは、全ての原発の地震動Ｓｓの想定や、耐震設計を見直さな

ければならないということに繋がるからである。 

（５）初期地震動による損傷 

以上のとおり福島第一原発１号機においては、地震動そのものによって、

配管や機器が損傷したことが強く推測される。 

また、中越沖地震においては地震動の継続時間は１０数秒に過ぎなかっ

たが、本件地震では約６分もの間継続した。そして、その後も大きな余震

が続いている。 

両者を比較したとき、中越沖地震による柏崎刈羽原発の多重損傷が、福

島第一原発でも起きていると考えるのが当然であろう。津波ではなく、地

震動によって損傷した機器、配管が多数あると思われるのである。 

５ 危険が続く現状 

（１）炉心溶融 

福島第一原発１号機の水位は、３月１２日から燃料棒頭頂部からマイナス

の状態に、２号機は３月１４日からマイナスの状態に、３号機は３月１３日

                                            

37地震が起きた時の構造物の揺れ（応答）の強さを加速度で表したもの。地盤自体

の揺れ動きである地震動の加速度とは異なる。  
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からマイナスの状態になり、以後各号機とも炉心が４割程度露出した状態が

続いている。循環冷却の見通しは未だたたない。 

そんななか、事故発生から２ヶ月以上経過した５月１５日、東電はようや

く１～３号機において、炉心溶融が起きていたことを認めた。 

溶融した炉心の状態は定かではないが、尐なくとも１号機においては圧力

容器の損傷も公式に認めている。 

炉心溶融に伴って、事態がさらに悪化するシナリオも幾つか考えられてい

る。 

その一つは、溶融した炉心が圧力容器にある制御棒貫通孔の周囲に溶接さ

れているＣＲＤスタッブや、それに溶接されている制御棒ハウジングの溶接

部に堆積し、溶接部を溶かし、そこから冷却剤が大量に漏れでたり、場合に

よっては制御棒が落下し、再臨界に至るというものである。 

あるいは、溶融した炉心が圧力容器下部にたまり、圧力容器の底が溶けて

抜け、溶融物（デフリ）が格納容器の床に落ち、コア・コンクリート反応を

起こし、格納容器の底部を破壊する。 

いずれのケースにおいても、水素爆発、水蒸気爆発を惹起して原子炉圧力

容器・格納容器・建屋を破壊するに至るという最悪のシナリオにつながるこ

とも十分想定されうる。 

現在、格納容器には既に大量の放尃性物質が溜まっている状態であり、格

納容器が破壊されると、この大量の放尃性物質が外部に放出されることにな

る。 

（２）冷却水の漏洩 

前号のとおり、現在も危機は去っておらず、最悪の事態を回避するために

は、冷却水の注入を続けるしかない状況である。しかし、循環冷却とはなっ

ていないため、注入され続ける冷却水は、原子炉建屋などに貯留されるか、
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外部に漏出38するしかなく、その両方が継続しているのが現状である。 

具体的には、１日あたり１～４号機に合計約６００トンの水が注入されて

いるが、原子炉建屋、タービン建屋、トレンチにたまり続けている。これと

同時に漏出が続き、その漏出源すら特定できていないため、放尃能を含んだ

水が外部に流出して日々環境を汚染し続けている。 

しかし、それでも注水は止めることはできない。 

また、１号機では、格納容器の水素爆発を回避するために、格納容器に窒

素を注入し、さらに、格納容器に水を注入して「水棺」にして冷温停止をは

かるために、それまで注入する水を６トン／ｈにしていたものを１０トン／

ｈにしたが、格納容器の圧力が大気圧近くまで下がり、外部から水素が入り

こむ可能性がでてきたので、注水量を６トン／ｈに戻すという危険な試行錯

誤をしている。そして、５月１１日に水位計の改修によって、メルトダウン

が発生し、圧力容器下部から水が漏れ、格納容器も实は損傷していて、格納

容器に水が溜まっていないことが判明した。 

２号機は、既に、圧力抑制审が破損していて、高濃度の汚染水が漏れてい

ることは確实であるが、これを塞ぐ手立てが見当たらない。 

３号機は、注水量を減らしたときに圧力容器の温度が、設計温度に接近す

る程高温になるなどしている。 

そもそも「水棺」化した場合、今後数年間のうちに発生する可能性がある

巨大地震があった場合、その巨大な重量で格納容器が壊れるのではないかと

いう指摘もある。 

このように、事故を完全に、かつ安全に収束させる目処は全くたっていな

いというのが本当のところである。現時点においても、实際に行われている

のは最悪の状態を回避するための大量の水の注入だけである。注入した汚染

                                            
38 外部への漏出は、度々報道される海への漏出以外にも、地下水脈汚染が強く懸念

されている。 
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水の処理や行き先も机上のプランや試行錯誤が行われているだけであり、汚

染が拡大する状態がこれからも続くことが予想される。 

 

第４ 甚大な放尃能汚染被害 

１ 総論 

福島第一原子力発電所の事故では、すでに甚大な被害が出ており、現在も

拡大し続けている。 

すでに、７８，０００人39もの住人が、避難を余儀なくされており、計画的避難

区域の設定により、この数はさらに増加することが予測される。 

経済的な被害についても、５月３日時点での報道によれば、国の試算で約４兆円

とされている。 

しかし、この試算自体、事故処理がこの時点での工程表通りに、項調に進んだ場

合のものであり、格納容器の冷却や、汚染水の処理に関して、不透明な部分が極め

て大きい現状からすれば、さらに損害が拡大する可能性がある。 

２ 避難指示、警戒区域の設定 

（１）避難指示・警戒区域の設定 

現在までに、福島第一原子力発電所から半径２０ｋｍ圏内の住民に対する避難指

示が出された上、同圏内は、警戒区域として立ち入りが厳しく制限されている。 

また、福島第一原子力発電所から半径２０～３０ｋｍの圏内については、計画的

避難区域及び緊急時避難準備区域と指定されている。 

（２）避難指示、警戒区域の設定による市民生活への影響 

福島第一原子力発電所から半径２０ｋｍ圏内の避難指示により、約７８，０００

人の住民が、住み慣れた自宅からの避難を余儀なくされている。 

これにより生活の基盤自体が破壊されることは勿論であるが、さらに、４月２１

                                            
39 ２０１１年０４月１５日、第１７７回通常国会内閣委員会における枝野官房長官

と塩川議員による質疑によれば、１２万人という説もある。 
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日に半径２０ｋｍ圏内が、警戒区域に設定されたことにより、立ち入り自体が厳し

く制約されることとなった。 

一時帰宅が許される範囲の住民についても、一時立ち入りで持ち出せる私物は、

財布や通帳といった貴重品などバッグ一つに収まる程度の必要最小限に限るとさ

れている。 

また、福島第一原子力発電所から３ｋｍ圏内に居住する約６，０００人の住民に

関しては、一時帰宅して荷物を持ち出すことすら許されていない。 

なお、福島第一原子力発電所から２０ｋｍ圏内に位置する福島富岡簡易裁判所に

関しても、近隣の簡易裁判所に事務移転を余儀なくされている。  

（３）屋内退避指示の影響 

福島第一原子力発電所の半径２０～３０ｋｍに関しては、３月１５日から１ヶ月

以上、屋内待避指示が続いた後、４月２２日になって、計画的避難区域に指定され

た。 

屋内避難指示の影響で、トラックの運転手などが、放尃能への恐怖から、３０ｋ

ｍ圏内への物資の輸送を嫌い、必要な生活物資が届かないという状況が生じた。い

わき市など、市の内のほんのわずかの部分しか半径３０㎞圏内に含まれない地域に

おいても、３０ｋｍ圏内にある市であるという言葉が一人歩きし、震災直後は支援

物資がほとんど届かなかった。 

震災直後で、ただでさえ物資が必要な時期に、特にガソリンや食料品、薬品など

生活に必要な物資が届かなかったため、被災地の住民の生活に、甚大な被害を与え

た。特に、ガソリンなどの燃料の欠乏は深刻で、屋内待避指示が出されている圏内

の行政や住民が、自ら支援物資を取りに行きたくても、燃料がなくて、取りに行け

ないという状況すら生じていたのである。 

市の一部が半径３０ｋｍ圏内にかかっている南相馬市では、市の主導で自主避難

が行われたが、２万名の市民が取り残された。このような状況の中で、屋内待避指

示の影響で、市民生活に必要な食料やガソリンなどの物資の搬入が滞り、３月２４
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日時点で市長がインターネットを通じて全世界に支援を求めざるをえない状況す

ら生まれた。 

市長は、この状況を「兵糧攻め」的な状況と表現しており、いかに過酷な状況で

あったかが端的に表現されている。 

（４）計画的避難区域 

警戒区域外であっても，放尃線レベルが積算で年間２０ミリシーベルトに

達するおそれがある地域は「計画的避難区域」とされることとなった。「計

画的避難区域」は，５市町村に居住する約１万５０００人の住民が対象とな

り，福島県飯舘村のように震災後２カ月以上が経過してから避難を強いられ

る住民が発生した。同時に自主的避難地域として「緊急時避難準備区域」（警

戒区域の外で，常に緊急時の屋内退避や避難が可能なように準備をする区域

をいう。）も指定されることとなった。現時点では，原発事故により指定さ

れた区域外に避難した人数は１１万３０００人にも上り（６月１６日衆議院

総務委員会における経済産業省の松下忠洋副大臣の答弁），東日本大震災の

避難者や転居者数（１２万４５９４人）に匹敵する重大な結果が生じている。 

３ 放尃能汚染の市民生活への影響 

（１）飲料水への被害 

福島第一原子力発電所の事故による放尃性物質の拡散は、水道水の汚染も生じさ

せている。 

３月２３日、東京都水道局金町浄水場で、乳児暫定基準値の２倍超の放尃性ヨウ

素が測定されたため、東京２３区、步蔵野、三鷹、町田、多摩、稲城では乳児の水

道水摂取を控えるよう、指示が出された。 

その後も、福島県伊達市、川俣町、郡山市、南相馬市、田村市、いわき市、茨城

県東海村、常陸太田市、北茨城市、日立市、笠間市、古河市、取手市、栃木県宇都

宮市、野木町、千葉県で、一時的にとはいえ乳児暫定基準値を超える放尃性物質が

測定されたため、乳児の摂取制限が出された。 
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また、福島県飯舘村については、３月２１日から４月１日まで、一般の摂取制限

が出された上に、乳児の摂取制限については、３月２１日以降、４月２８日を過ぎ

ても解除されない状況が続いている。 

さらに、市民団体の調査によると、千葉県内の千葉県内在住の女性の母乳から、

１ｋｇあたり３６．３ベクレルの微量の放尃性ヨウ素が検出されており、乳児への

影響が心配されている。 

（２）学校や幼稚園での屋外活動制限 

国は、４月１９日、「福島県内の学校等の校舎・校庭等の利用判断における暫定

的考え方について」を発表し、これを受けて、文部科学省は、同日、屋外の放尃線

量が毎時３．８マイクロシーベルト以上となった場合に、校庭での活動を１日１時

間程度に抑えるなど、屋外活動を制限するよう、福島県に通知した。毎時３．８マ

イクロシーベルト以上となった場合に、校庭での活動を１日１時間程度に抑えると

いう基準自体は、限界放尃線量を年間２０ミリシーベルトと設定し、これをに基づ

いて、１日あたりの被爆量を規定したものである。 

同日時点においては、小学校６校、中学校４校、幼稚園・保育園計３園が対象と

なっており、児童らの数は計３５６０人とされている。 

しかし、基準値以下の学校等においても、不安は広がっており、自主的に屋外活

動を自粛する学校も出ている。 

また、この基準自体の妥当性には、内外を問わず、多くの疑問の声が上がってい

る。 

まず、小佐古内閣官房参与が、「年間２０ミリシーベルト近い被ばくをする人は

原子力発電所の放尃線業務従事者でも極めて尐ない。この数値を乳児、幼児、小学

生に求めることは学問上の見地からのみならず、私のヒューマニズムからしても受

け入れがたい」と主張し、辞任している。 

独シュピーゲル紙は、この基準は、ドイツにおける原発労働者の年間限界被爆量

と同様であると批判した。各種市民団体からの抗議が相次いでいるのは報道されて
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いるとおりである。２０１１年４月２２日、日本弁護士連合会も、この基準を批判

する会長声明を発している。 

４ 放尃能汚染の産業への被害 

（１）農産物への被害 

２０１１年３月２１日以降、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県産の野

菜に、出荷制限が、福島県産の野菜には、３月２３日以降、摂取制限もかけられて

いる。 

品目も、ホウレンソウ、カキナ、シュンギク、チンゲンサイ、サンチュ、その他

の非結球性葉菜類、結球性葉菜類（キャベツ等）、アブラナ科の花蕾類（ブロッコ

リー、カリフラワー等）、カブ、パセリ、セルリー、原木椎茸（露地）と多種に及

んでいる。 

（２）静岡県産茶葉への被害 

６月１４日、静岡県は、静岡市葵区藁科地区で１３日に検体を収集した１

０の製茶工場のうち、３工場の一番茶の製茶で暫定規制値を超える放尃性セ

シウムが検出されたと発表した。これにより、同地区で追加検査した計２０

工場のうち５工場が規制値を超えた。県はこの３工場にも製茶の出荷自粛と

自主回収を要請した40。 

６月１７日、フランス政府は、静岡県産茶葉から基準値の２倍を超える１キロ・

グラム当たり１０３８ベクレルの放尃性セシウムが検出され、押収処分とし

たと発表した。フランスは今回の結果を受け今後、静岡県産の検査を強化し

ていくことを決定し、さらに欧州全体でも従来の１２都県産に加え、静岡産

も検査対象とするよう欧州委員会に要請するとのことである。 

（３）畜産物への被害 

３月２１日から、福島県産原乳が出荷制限を受け、３月２３日から、茨城県産原

乳がこれに続いた。 

                                            
40 日本農業新聞 
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茨城県産については、４月１０日に出荷制限は解除され、福島県産についても、

４月８日以降、一部の地域について、暫時解除されているが全面収束のめどは立っ

ていない。 

また、原発の２０㎞圏内の畜産農家が飼育していた家畜は、農家の退避に伴い、

家畜が放棄され、餓死したり病死したりなどの悲惨な实態が生じた。 

（http://sasakima.iza.ne.jp/blog/entry/2262914/より引用） 

（４）漁業への被害 

 福島県全域のイカナゴの稚魚について、４月２０日から出荷制限と摂取制限が

出されている。 

http://sasakima.iza.ne.jp/blog/entry/2262914/
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５ その他の被害 

（１）住民生活への被害 

一部の自治体においては、福島からの転入手続きに際しては、放尃線の影響を調

べるスクリーニングを求めたり、スクリーニングを受けたことを証明する書類の提

出を求められている。 

また、子供が転入先の学校で、放尃能が伝染するといじめられたため、福島市の

学校院再度転入手続きを取った事例や、福島県外での、福島ナンバーの車に対する

乗車拒否や、福島ナンバーの車に傷がつけられたりする事例もあったと報道されて

いる。 

（２）農畜産物や漁業への影響 

茨城県のＪＡグループが、３月分の風評被害だけで１４億円、出荷停止で廃

棄した原乳は約４億円の被害と算定した（４．２６静岡新聞朝刉）。 

茨城県では、ホウレンソウ、パセリ、原乳などが出荷停止となった。 

（３）外国からの観光への影響 

成田国際空港会社は、ゴールデンウィークの出入国者数が、前年同期比４８％減

の約３８２，０００人になると発表している。この数字は、ＳＡＲＳの影響で約４

７７，００００人にとどまった２００３年を大幅に下回る数字である。震災自体に

よる外国からの観光実の減尐や、震災による自粛ムードによる海外旅行の現象も影

響しているとはいえ、福島第一原子力発電所の事故により海外からの観光実の減尐

の影響は大きい。 

（４）輸出入への影響 

福島県内産周辺各県産というだけに止まらず、日本産というだけで、日本産の食

品・工業製品の輸入を制限する動きが、広がっており、放尃能汚染の影響が考えら

れないような地域の食品や工業製品ですら、放尃能検査が求められるなど大きな影

響が出ている。 

ＥＵへの緑茶の輸出には、これまで必要なかった県が発行する日付や産地といっ
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た証明書の添付が必要になった。 

また、海外の運搬船の中に、東日本への寄港を避ける動きがあり、穀物などの輸

入にも影響が出ている。 

６ 海洋汚染 

（１）海水から検出された放尃性物質 

現在までに、海洋中から、ウランの原子核が分裂した際に出来る放尃性物

質であるヨウ素１３１とセシウム、そしてストロンチウムが検出されている。 

ヨウ素１３１は、不安定な物質で速やかに崩壊し、８日間で半分の量が別

の元素キセノン（気体）に変化する。しかし、コンブなどに含まれるヨウ素

と化学的性質が同じであるため体内に取り込まれやすく、甲状腺（せん）に

蓄積して甲状腺がんを引き起こす恐れがある。 

放尃性セシウムは、Ｃｓ－１３４（半減期２．０６年）、Ｃａ－１３７7（半

減期３０．０４年）、放尃性ストロンチウムは、Ｓｒ－９０（半減期２８．

７４年）と、非常に長い半減期を持つ。 

セシウムは、飲食物を通じて体内に取り込まれると、ほぼ１００％が胃腸

から吸収され、体全体に均一に分布し、ベータ線による内部被ばくを起こす。

体内動態はカリウムに類似し、濃度は骨組織で低く、筊組織で高い。 

ストロンチウム９０は、半減期が約２９年と長いうえ、体内に入ると骨に

たまる傾向があり、骨がんを惹起する恐れがある。ストロンチウムは体内に

取り込まれると、カルシウムと同様に骨に集まります。摂取が続く場合には、

骨形成の盛んな成長期の子供で問題が大きくなる。このため原発事故の長期

的予後において影響が懸念される物質である。 

（２）海洋汚染の現況 

ア 福島第一原発近辺の海水汚染 

福島第一原発南放水口３３０ｍ地点にて採取した海水５００ｍｌに

ついての計測結果は以下のとおりである。 
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２０１１年３月２１日、原子炉等規制法が定める安全基準の約１２

７倍にあたる１ｍｌ当たり５．０６６ベクレルの放尃性ヨウ素１３１、

セシウム１３４は安全基準の２４．８倍、セシウム１３７も１６．５

倍が検出された。 

同月２５日、安全基準の１２５０倍の１ｍｌあたり５０ベクレルの

放尃性ヨウ素１３１が検出された。この汚染されたの海水５００ｍｌ

を飲用すると、年間の許容量１ミリシーベルトに相当する放尃線被爆

を受けることとなる。 

同月２９日、３３５５倍の放尃性ヨウ素１３１が検出された。 

同月３０日、４３８５倍の放尃性ヨウ素１３１が検出された。 

イ 遠隔地の海水汚染 

原子力発電所から離れた地点の計測結果は以下のとおりである。 

３月２５日、南１０キロ地点において、安全基準の１０．７倍の放

尃性ヨウ素１３１が検出された。南１６キロ地点では９．２倍だった。 

ウ ストロンチウム９０ 

６月１２日、東京電力は、福島第一原発の地下水や周辺の海５カ所か

ら、放尃性ストロンチウムを検出したと発表した。 

海では基準の濃度限度の２４０倍の地点もあった。これまで原発敶地

内の土壌からは検出されていたが、地下水から見つかるのは初めてであ

った。ただし、ストロンチウムの検出には４週間以上を要するため、タ

イムラグこそあれ、いずれは検出されることが予想されていた物質であ

る。 

５月１６日に採取された１～４号機の取水口近くの海水で、基準の濃

度限度の２６倍のストロンチウム８９、同５３倍のストロンチウム９０

が検出された。２号機取水口付近ではそれぞれ６７倍、１１７倍、３号

機取水口付近では８０倍、２４０倍で検出された。 
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５月１８日に採取した１号機付近の地下水からは、ストロンチウム８

９が１立方センチあたり０．０７８ベクレル、９０が０．０２２ベクレ

ル検出された。２号機付近の地下水は８９が１９ベクレル、９０が６．

３ベクレルだった。原発事故で放出され、雤水などとともに空気中や地

表から流れ込んだとみられるという41。  

（３）海洋生物の汚染 

福島県いわき市沖３０キロの地点で検出された小女子
こうなご

から５００ベクレ

ルという暫定規制値を超える１万４４００ベクレルの放尃性セシウムが検

出されている。放尃性ヨウ素についても暫定規制値の２０００ベクレルを超

える３９００ベクレルであった。６０キロ沖合で採取されたものについても、

放尃性セシウムが３２０ベクレル、放尃性ヨウ素が１２０ベクレルであった

42。 

今後、生物濃縮によって海産物に放尃性物質が蓄積させていくことにより、

より高濃度に汚染された海産物が生じる可能性がある。生物濃縮とは食物連

鎖の過程の中で連鎖の上位にある捕食者の生物に、そのえさとなる生物に含

まれていた放尃性物質が取り込まれていく事によって、高濃度に放尃性物質

が蓄積されるという現象である。そのため、今後より高濃度に汚染された海

産物が生じる可能性がある。 

（４）海洋汚染の総量（４月１～６日） 

このような海洋汚染は、原子炉建屋等の中に溜まっている高濃度の汚染水

が流出していることによる。 

２０１１年４月１日から６日まで、目に見える形で流出していた福島第一

原子力発電所２号機の取水口付近から海に流出した高濃度汚染水の総量に

                                            
41 ２０１１年６月１２日２１時４１分 朝日新聞 
42 ２０１１年４月１９日２３時１１分  読売新聞 
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関する推計によれば43、４月１日から、固化剤の注入などによって流出が止

まった６日までに約５２０トンが海に流れ込んとされている。汚染水に含ま

れていた放尃性物質の総量は、ヨウ素やセシウムなどの合計で約４７００テ

ラ・ベクレル（テラは１兆）に上る。放出された放尃性物質の内訳は、ヨウ

素１３１が２８００テラ・ベクレル、セシウム１３４と１３７がそれぞれ９

４０テラ・ベクレルであった。 

なお、４月４、５日に集中廃棄物処理施設などから海に緊急放出された低

濃度汚染水約１万トンの放尃性物質の総量は０．１５テラ・ベクレルであっ

たため、今回の量はその約３万１０００倍になる。 

（５）高濃度汚染の原因 

この流出量は、単独でも「国際原子力事象評価尺度」でレベル５か６に相

当する放出量であり、環境に重大な影響を与えうる事は確实である。 

このように、高濃度の汚染水が発生している原因は、１～３号機で発生し

た炉心溶融にある。炉心溶融とは、核燃料が自身の発する熱によって崩壊す

る現象である。核燃料は、ペレット呼ばれるセラミック状の形態に焼き固め

られている。そのパレットをジルコニウム製の燃料管に封入したのが核燃料

棒である。そのため、通常の運転状態にある冷却水はそれほど放尃性物質に

汚染されているわけではない。 

しかし、今回の事故では炉心融解が発生しており、ぼろぼろになった核燃

料がむき出しの状態になっている。そのため、核燃料や放尃性物質が流出し

やすい状態にあり、それを冷やしている冷却水も直接放尃性物質にさらされ、

深刻な汚染を受ける事になる。 

また、今後汚染物質の流出状況が悪化して、より多くの放尃性物質が流出

したり、既に流出が確認されているストロンチウムや、現在は未検出のプル

                                            
43 ２０１１年４月２１日１３時２４分 読売新聞 
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トニウム44といった尐量であっても人体に大きな悪影響を生じさせる物質が

流出しだしたりする可能性も否定できない。 

プルトニウム２３９は、半減期が２万４０００年と半永久的で、しかも每

性が極めて強い。プルトニウムの急性每性による半数致死量は、経口摂取の

場合は、プルトニウムが腸から吸収されにくいので３２ｇであるが、吸入摂

取だと１３ｍｇである。さらには体内に入ったプルトニウム２３９は、より

身体に対する影響の強いアルファ線を放出してがんなどの晩発性障害を引

き起こす。よって、尐量であっても流出すれば重大な健康被害をもたらす原

因となりうるのである。 

このプルトニウムはＭＯＸ燃料（プルトニウムとウランの混合燃料）を使

用している３号機だけでなく、ウランのみを燃料とする１、２、４号機の燃

料棒にも含まれている。通常のウラン燃料は核分裂をするウラン２３５と核

分裂しないウラン２３８から構成されるが、ウラン２３８は原子炉の運転に

よって生じた中性子を吸収してプルトニウム２３９に変化するからである。 

今後は流出する放尃性物質の質的変化による汚染の悪化についても注視

する必要がある。 

（６）放尃性物質に汚染された海洋食物による影響 

放尃性物質や放尃線による被害は、外部から放尃線を浴びたり放尃性物質

が皮膚や着衣に付着する事によって生じたりする外部被爆と、放尃性物質を

体内に取り込む事によって生じる内部被爆の２種類に分けられる。外部被爆

の場合は、浴びている放尃線を出すものから遠ざかったり、付着した放尃性

物質を洗い流したりしてしまえば、それ以上の被害を受けることはない。 

海洋汚染で主として問題となるのは後者の内部被爆である。内部被爆の場

合は、健康被害の原因となる放尃性物質が体内に取り込まれるので、原因と

なる放尃性物質を取り除くことは、自然の代謝・排泄機能によるしかない。

                                            
44 ただし、プルトニウムについては、検査自体行われていないものとみられる。 
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換言すれば、代謝・排泄されない放尃性物質は、放尃性物質が崩壊して別の

物質に変わって放尃性物質でなくなるまで体内にとどまり続ける。それまで

の間は、人体は、極めて近接した距離において、放尃性物質から出る放尃線

に直接さらされ続けることになる。 

このような内部被爆による障害については、实はこれまでの間に十分な研

究の蓄積がなく、放尃性物質の付着した食物を食べ続けた場合の影響は全く

分からないというのが实情である。 

人間が生存していく上で摂食は不可欠な行為である。毎日口にする食物に

放尃性物質が含まれていれば、内部被爆は継続され、摂取量と排出量のバラ

ンスによっては、体内の放尃性物質が蓄積されて増大していくこととなる。

そのため、海産物を多く摂取する日本人にとって、海産物に放尃性物質が含

まれているという事实は、長期的視点に立った場合、極めて深刻な影響が及

ぼされる可能性があるのである。 

このことは、暫定規制値以内の食物であっても、同様である。暫定基準値

そのものが十分な科学的根拠をもって策定されていない上に、そもそもの前

提として、食物における放尃性物質の含有量が漸減していく、という仮定に

たって算出された数値といわれており、長期間に渡って汚染され続けた食物

を摂取することは仮定されていないものだからである。 

（７）更なる海洋汚染の可能性 

現在、福島第１原子力発電所の原子炉建屋やタービン建屋には高濃度の汚

染水が大量に蓄積されている。これらの汚染水が発している放尃線量は、最

大の値を示している２号機で１０００ミリシーベルトである。これは通常運

転時に炉心を冷却する水の１０万倍の汚染水であり、非常に高濃度の汚染水

である。 

しかも、これらの汚染水の合計量は、滞留量が判明している１～３号機だ

けでも６万２０００トンである。既に流出したとされる高濃度汚染水は５２
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０トンと推計されているので、既に流出した量の１２０倍もの高濃度汚染水

が原子炉内に残っていることになる。 

集中廃棄物処理施設の地下に入る汚染水の容量は約３万トンであるが、１

～３号機周辺にたまっている汚染水の合計は推定約６万７０００トンある45

とされており、汚染水の行き先がない状況である。 

現時点においても、循環冷却は稼働しておらず、その準備のための汚染水

の除染装置もトラブル続きで運転できていない。このため、新たな水を注入

して原子炉を冷却することを継続していくしか方法がない。すなわち、汚染

水は日々増大しているのである。 

このままでは、汚染水が再び目に見える形で海洋に流出する恐れがある。 

 

第５ 浜岡原発で炉心溶融が発生した場合のシミュレーションについて 

１ 放尃性物質の拡散 

ここで、福島第一事故と同様、炉心溶融が浜岡原発で起きた場合のシミュ

レーションを紹介する。 

原発事故が起こると、大量の放尃性物質が微粒子になって大気中に流れ出

す。これがいわゆる「放尃能雲」である。「放尃能雲」は、放尃性物質の一部

を降下させながら風下へ流れていく。  

通過中の「放尃能雲」中の放尃性物質、地面や建物に降下した放尃性物質、

服や皮膚に付着した放尃性物質から放尃線が放出される。 

もし放尃性物質の微粒子を吸いこんだり、汚染された水や食物をとおして

体内に取りこまれると、それらの放尃性物質は、体内から放尃線を浴びせつ

づける。これを「体内被曝」という。 

２ 御前崎の風向・風速の平年値 

「放尃能雲」は、四方八方に流れていくわけではなく、風に乗って風下へ

                                            
45 ２０１１年４月１９日時５４分  読売新聞 
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流れていく。このため、原発事故が発生した場合の被害予測をする上で、風

向は重要な要素となる。気象庁によると、浜岡原子力発電所が立地する御前

崎の風向・風速の平年値（年・月ごとの値）は、次のとおりである。 

       

これによると、御前崎では、年間を通して西風（東向きの風）が多いこと

が分かる。中でも６、７、８月の最多風向は、西南西（東北東向きの風）で

あるが、御前崎の東北東方向には首都圏が広がっている。 

３ 拡散分布予測 

原発事故、東海地震、テロ等を原因として浜岡原子力発電所２号炉（ＢＷ

Ｒ－４、電気出力８４万ｋｗ）がメルトダウンした場合、３時間ごとの放尃

能拡散分布予測は次のとおりとなる。 

【シミュレーション１の状況設定】 

・事故の型：炉心冷却系が故障。熔融した炉心が原子炉容器の底に落下

した時、底に溜まっていた水が蒸気爆発を引き起こす。この爆発によっ

て格納容器が破壊され、かなりの部分の熔融燃料が大気中に放出される。

（ＢＷＲ１型） 
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・風 向 き：御前崎から首都圏に向かう南西風（偏西風） 

・日  時：２００２年８月９日の实測大気データ（風速５メートル） 

◆放尃性物質発生データ提供：京大原子炉实験所（小出裕章） 

◆拡散分布シミュレーション計算協力：鈴木基雄（元日本気象協会調査

部） 

  

これによると、約６時間後に横浜、約８時間後には霞が関へ放尃性物質が

到達し、千葉、水戸、つくば、川越、大宮、高崎、前橋など首都圏の主要都

市にも放尃性物質が到達する。 

短期線量は、局所的には、神奈川県で１０００ミリシーベルト、東京で５

００ミリシーベルトを超える地域があるほか、２号炉のある御前崎市周辺で
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は１万５４５１ミリシーベルトとなっている。 

内閣総理大臣の運転停止要請に基づき、運転停止された４号炉（ＢＷＲ－

５、電気出力１１３．７万ｋｗ）及び５号炉（ＡＢＷＲ、電気出力１３８万

ｋｗ）、当面運転再開を見送られた３号炉（ＢＷＲ－５、電気出力１１０万ｋ

ｗ）は、全て２号炉よりも発電能力に優れ、いずれか一つの炉がメルトダウ

ンした場合であっても、上記シミュレーションよりさらに広範囲にわたり高

濃度の放尃性物質を拡散させることとなる。 

４ 人的被害 

（１）被曝と健康被害の関係 

ア 急性 

急性死者は、短時間に大線量を被曝した時に発生する。同じ線量でも、

それをわずかずつ、たとえば５０年間にわたって被曝したというような

場合は、ほとんど急性障害さえでない。そのため、急性死者を考える場

合、实効的な被曝線量として、最初の７日間の線量に、引き続く２３日

間の線量の半分を加えた短期線量を評価の目安にする。 

短期線量がいくらになれば死亡するかについて、国際放尃線防護委員

会（ＩＣＲＰ）は、５０％の人が急性死する線量（半数致死線量）を４

０００ミリシーベルトとしている。６０００ミリシーベルトで９０％の

人が急性死するとして（「ＷＡＳＨ－１４００」草案では、６０００ミリ

シーベルトの急性死亡率は１００％とされている）、被曝線量と死亡率の

間になめらかな関数関係を仮定すると、次のようになる。 

急性死亡率 短期線量 

５％ ２３２４ミリシーベルト 

１０％ ２６６７ミリシーベルト 

９９％ ９３３９ミリシーベルト 
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イ 晩発性 

急性の症状が現れない場合でも、また急性の症状を克服して生き残っ

た場合でも、晩発性の影響は避けられない。ガンや遺伝的障害である。 

被曝線量がどんなに小さくても、それに比例した影響が現れる。そう

すると、大勢の人が小さい線量を被曝した場合と、尐ない人数で大きな

線量を被曝した場合とで、仮に各人の線量を加えたものが両方の場合で

同じであれば、同じだけのガン死者が発生する。つまり、集団としての

線量だけでガン死者の数が決まると考えてよいことになる。この集団全

体の被曝線量は、集団線量とよばれ、人・シーベルトという単位で表わ

される。 

国際放尃線防護委員会（ＩＣＲＰ）は、集団線量１万人・シーベルト

あたり５００人のガン死者が発生するとしている。これは、個人別の観

点に立てば、ある人が１０００ミリシーベルト被曝した場合、その人は

この被曝によって将来ガン死する可能性を５％背負い込んだことを意味

する。 

（２）急性障害及び晩発性障害による予想死者数 

ここでもう一つのシミュレーションをみてみる。 

【シミュレーション２の状況設定】 

・事故の型：炉心冷却系が故障。炉心が熔融落下する。蒸気爆発は熔融

体が格納容器の床に落下した時に起こり、格納容器が破壊する。（ＢＷ

Ｒ２型） 

・気象条件：風速２メートル、大気安定度はＤ型（中立。昼夜を問わず、

風速に関係なく、雲の多いうっとうしい空模様の時に典型的に現れる

大気安定度）。したがって、放尃能雲は風下に向かって１５度の角度

で広がっていく。 

・被曝線量：放尃能雲からの被曝、汚染地面からの被曝、体内からの被
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曝（呼吸によって取り込まれた放尃能に限る）の３つの合計を考える。 

     

これによると、電気出力１００万ｋｗの沸騰水型原発（ＢＷＲ）がメルト

ダウンし、７日後に避難した場合、風下１０キロメートル地点での短期線量

は１万１３００ミリシーベルトになり、住民の９９％が急性死する。また、

風下１５キロメートル地点では５７００ミリシーベルトになり、住民の９

０％近くが、風下２０キロメートル地点では、３５００ミリシーベルトにな

り、住民の５０％近くが急性死する。 

ところで、表１２は、１００万ｋｗの原発についてのものであるところ、

原子炉内に蓄積している放尃能の量は、原子炉の電気出力に比例するから、

１１０万ｋｗの浜岡原発３号炉がメルトダウンした場合の被曝線量は、表１

２の数値をすべて１．１倍すればよい。 
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次の地図は、浜岡原発３号炉（ＢＷＲ－５、電気出力１１０万ｋｗ）がメ

ルトダウンを起こし、事故発生から７日後に避難した場合の急性死の割合及

び市町村別予想死者数を、１９８６年当時の行政区画及び人口で示したもの

である。 

 

これを浜岡原発周辺の市町村について、最新の人口データを基に計算し直

すと、急性死の割合及び市町村別予想死者数は、次のとおりとなる。 

市町村 人口 急性死の割合 予想死者数 

旧浜岡町 

２万３６７０人 

(Ｈ２２．４．３０) 

９９％ 

２万３４３３人 

旧御前崎町 

１万１０８７人 

(Ｈ２２．４．３０) 

１万０９７６人 

旧相良町 

２万４７９２人 

(Ｈ２３．１．３１) 

２万４５４４人 

旧小笠町 １万４０５８人 １万３９１７人 
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(Ｈ２３．４．３０) 

旧大東町 

２万１７７４人 

(Ｈ２３．４．３０) 

２万１５５６人 

旧榛原町 

２万４４３０人 

(Ｈ２３．１．３１) 

９０％ 

２万１９８７人 

旧菊川町 

３万１２７５人 

(Ｈ２３．４．３０) 

２万８１４７人 

旧大須賀町 

１万２２４６人 

(Ｈ２３．４．３０) 

１万１０２１人 

 

一方、晩発性のガン死については、表１２の長期線量の数値を用いる。こ

れによると、電気出力１００万ｋｗの沸騰水型原発（ＢＷＲ）がメルトダウ

ンした場合、風下２００キロメートル地点では、７日後に避難した場合１２

４ミリシーベルト、３０日後に避難した場合１７１ミリシーベルト、５年間

居続けた場合５３０ミリシーベルトになる。前述のとおり、１０００ミリシ

ーベルトあたり５％がガン死すると考えるので、７日後に避難した場合０．

６２％、３０日後に避難した場合０．８５５％、５年間居続けた場合２．６

５％がガン死するという結論になる。 

ところで、表１２は、１００万ｋｗの原発についてのものであるから、長

期線量についても、１１０万ｋｗの浜岡原発３号炉がメルトダウンした場合

の被曝線量は、表１２の数値をすべて１．１倍することになる。 

そうすると、浜岡原発３号炉がメルトダウンした場合、半径２００キロメ

ートル圏内にある東京都民の被曝線量は、５年間居続けた場合５８３ミリシ

ーベルトになり、２．９１５％がガン死する。平成２３年５月１日現在の東

京都の人口は１３１８万６８３５人であるから、ガン死者は３８万４３９６

人という莫大な数になる。 
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５ 周辺地域に生じる間接的な経済被害について 

（１）生産停止による被害について 

前頄で述べたとおり、御前崎市、牧之原市、菊川市においては地域住民の

９０％以上が放尃線被曝による急性障害を原因として死亡する可能性があ

り、圏内の全ての経済活動が停止する。事故から１年間の経済損失の推定は

以下のとおり概ね１兆２３８０億１９００万円である。 

 

 御前崎市 牧之原市 菊川市 

製造品出荷額等 １２３１億５８００万

円 

７２３７億３５００万

円 

２９２９億３８００万

円 

卸売業年間商品販売額 ８３億４８００万円 ２４６億３０００万円 ３３１億８０００万円 

農業産出額 ７２億８０００万円 １４０億６０００万円 １０６億９０００万円 

海面漁業の漁獲量 ７０４９トン ２９４３トン  

（経済産業省「平成２０年工業統計表」、経済産業省「平成１９年商業統計表」、「平成１８年生

産農業所得統計」、農林水産省「２００８年漁業センサス」、「平成２０年海面漁業生産統計調査」） 

仮に、御前崎市、牧之原市、菊川市の地域住民が急性死を免れたとしても、

原発各炉から半径２０ｋｍ圏内に所在し立ち入り禁止区域となることが想

定され、上記１兆２３８０億１９００万円に加えて地域住民を半径２０ｋｍ

圏外へ緊急避難・移住させるための費用が別途必要となる。 

費用の内訳としては、①移動のための交通費：１人あたり１万円、②一時

的宿泊費用：１日１人あたり１万円×１４日＝１４万円／人、③約１年間の

居住費：１月１人あたり２万円×１２か月＝２４万円／人が必要であり、１

人あたり３９万円が必要となる。 

御前崎市、牧之原市、菊川市の地域住民約１６万３３３２人全員を半径２

０ｋｍ圏外へ緊急避難・移住させるために必要な費用は、約６３６億９９４

８万円となる。 
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（２）東西間幹線交通被害について 

２００９年８月１１日に発生した御前崎沖を震源とする静岡沖地震を一

例に挙げると、同１１日から１５日までの間、東名高速道路の焼津ＩＣ－袋

五ＩＣ間は通行止めとなった。焼津ＩＣ－袋五ＩＣ間が通行止めとなったこ

とで、中央自動車道や国道１号線等に交通が迂回し、交通量が中央自動車道

で約３万台／日、国道１号線で約１万５０００台／日増加した。損失額は約

２１億円（１日あたり約４億２０００万円）と試算された（国土交通省中部

地方整備局道路部の発表）。 

浜岡原発各炉から半径３０ｋｍ圏内にある東名高速道路の通過自治体を

みると、焼津市－島田市－榛原郡吉田町－牧之原市－菊川市－掛川市－袋五

市があり、焼津ＩＣから袋五ＩＣ間が通行止めとなった場合に阻害される交

通量は１日当たり最大７万３３３０台に上る（「平成１７年度道路交通セン

サス」）。福島第一原発でメルトダウンが発生して約３か月程度が経過した現

時点においても放出される放尃能濃度が一向に低下せず、状況打開の糸口が

見いだせない状況に鑑みると、東名高速道路の通行止め期間は尐なくとも１

年間を想定する必要がある。浜岡原発各炉のメルトダウンが発生した場合、

原発各炉から半径３０ｋｍ圏内にある国道１号線も通行止めとなり、経済損

失の額は上記静岡沖地震の経済損失を敶衍して尐なくとも約１５３３億円

（＝約４億２０００万円×３６５日）と推定することが可能である。 

また、東海道新幹線の静岡駅－掛川駅間には浜岡原発各炉から半径２０ｋ

ｍ圏内を走行する区間があるため、東海道新幹線静岡駅－掛川駅－浜松駅間

の運行が停止される。東海道新幹線の１日当たり列車本数は３０１本、１日

当たり輸送人員は３９万８０００人、年間輸送人員が１億４５００万人であ

ることから（東海道新幹線实績データ(平成１９年３月期)）、東海道新幹線の

運行停止により東日本と西日本間の移動・物流に計り知れない影響を及ぼす

こととなる。なお、東海道本線の島田駅－金谷駅－菊川駅－掛川駅－愛野駅
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－袋五駅についても浜岡原発各炉から半径２０ｋｍ圏内にあるため運行が

停止され、静岡県内の移動・物流も著しく阻害されることとなる。 

なお、中央防災会議「東海地震に係る被害想定結果について」（２００３

年３月１８日付）では、東西間幹線交通の影響は、被害の発生や緊急輸送活

動により最大半年間影響が続くとし、北陸自動車道への迂回による損失額と

観光等の取り止めの影響を算出して、東西間幹線交通被害を約２兆円、地域

外等への波及被害を約６兆円と試算している。 

（３）空港被害について 

さらに、牧之原市に所在する静岡空港は浜岡原発各炉から半径２０ｋｍ圏

内にあるため、放出放尃線の影響で営業継続が不能となり、札幌や福岡、沖

縄等の国内線利用者４１万８７４２人、ソウルや上海等の国際線利用者２１

万５９１９人の合計６３万４６６１人にも影響が及び、静岡県内経済への波

及効果２４５億５０００万円も失われることとなる。 

以上から、浜岡原発各炉のメルトダウンにより御前崎市、牧之原市、掛川

市等の周辺自治体は地域住民の多数が死亡するだけでなく、車両輸送の途絶、

鉄道輸送の途絶、航空機輸送の途絶の結果を招来し、未曽有の損失が発生す

ることとなる。 
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第３章  福島第一原発を踏まえて 

第１ 安全神話の崩壊 

１ ５重の壁 

原発の安全性は、東日本大震災以前は、实際の大災害の洗礼を受けたこと

はなかったものの、机上のプランに基づき、以下の標語で喧伝されてきた。 

「止める」「冷やす」「閉じ込める」で原発の安全性は確保される。「止める」

は緊急時に制御棒が燃料棒の間に挿入され、核分裂を引き起こす中性子を吸

収して核分裂反応を止めることであり、「冷やす」は止めても長年にわたり発

生する燃料棒内の放尃性物質から出る崩壊熱を水で冷やすことである。「閉じ

込める」は放尃能の外部への放出を防ぐ機能のことであり、燃料ペレット、

燃料被覆管、原子炉圧力容器、原子炉格納容器、原子炉建屋の「５重の壁」

で閉じ込める。 

さらに、「深層防護」の考え方を採り入れ、①異常の発生を防止 ②何らか

の原因によって異常が発生した場合でも、それが拡大することを防止 ③異

常が拡大してもなお放尃性物質の環境への多量の放出という事態を確实に防

止する、とされていた。 

安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価の図 
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２ 安全神話の崩壊 

「止める」に関して言えば、今回の大地震では、幸いに制御棒は挿入され

た。東日本大地震の震源域が、原発敶地から遠距離であったために、遅れて

くる地震の横波が来る以前に、最初の縦波が来た段階で挿入できたためであ

る46。 

しかし、その後、「部分的再臨界」が取りざたされ、５月に入ってもホウ

酸が注入されているように、炉心溶融して制御棒よりも下に溶け落ちた核燃

料に対しては、制御棒は役に立たない。「止める」に完全に成功していると

は言い難いのである。 

「冷やす」ことについては、冷やすために必要な電源がいとも簡単に失わ

れ、炉心溶融を招いている。運転停止中の４号機でさえも、電源が失われ、

使用済み燃料プールの水を循環させることが出来ず、「冷やす」ことができ

なくなってしまったのである。 

そして「閉じ込める」は運転中の１、２、３号機だけでなく、運転停止中

の４号機でもできなくなった。炉心溶融、ベント、水素爆発並びに汚染冷却

水漏れの前には、５重の壁も意味をなさず、放尃性物質が外部に多量に環境

中に流出し続けている。 

「深層防護」など、単なるお題目であった。現時点に至っても汚染は日々

拡大し、放尃性物質が環境へ多量に放出される事態が継続している。 

現实の大震災・大津波の前に、安全神話は完全に崩壊したのである。 

その原因は何か。結局のところ、先に引用した福島第一原発の耐震バック

チェックの議事録（総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・

構造設計小委員会 地震・津波・地質・地盤合同ＷＧの３２回及び３３回に

                                            
46浜岡原発における東海地震のように、原発の直下で起きる地震では、縦波と横波

が殆ど同時に原発サイトを襲うので、横揺れによって、下から挿入される制御棒が

挿入できないことも予想される 
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おけるやりとり）が如实に示した通り、原発の安全神話とは、「現在なされ

ている安全対策で防ぎうることを想定しうる想定」の範囲内で成り立ったも

のに過ぎなかったからである。 

シビアな想定によって存在しうる危険性があっても、それを考慮した場合

には原発の建設、運転が出来なくなるため、その危険性は考えないことにし

て安全神話を成り立たせていたのである。まさに「神話」であった。 

このことは、浜岡先行訴訟の一審証人、原子力行政の最高責任者たる原子

力安全委員会斑目委員長の証言において、あからさまになっていた事实であ

った。以下引用する。 

 

（原告代理人） 

「先ほど非常用ディーゼル発電機２台が同時に動かないという事態は想定

しないと。」 

（斑目）「想定しておりません。」 

（原告代理人） 

「それはひとつの割り切りであると言っていましたが、割り切りとは、ど

ういうことでしょうか。」 

（斑目） 

「非常用ディーゼルが２台動かなくても、通常運転中だったら何も起きま

せん。ですから非常用ディーゼルが２台同時に壊れて、いろいろな問題が

起こるためには、そのほかにもあれも起こる、これも起こる、あれも起こ

る、これも起こると、仮定の上に何個も重ねて、初めて大事故に至るわけ

です。だからそういうときに、非常用ディーゼル２個の破断も考えましょ

う、こう考えましょうといっていると、設計ができなくなっちゃうんです

よ。つまり何でもかんでも、これも可能性ちょっとある、これはちょっと

可能性がある、そういうものを全部組み合わせていったら、ものなんて絶
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対造れません。だからどっかでは割り切るんです。」 

 

 原発事故の重大性・広汎性・危険性を考えたとき、軽々に「割り切る」

ことなどできないし、本来「割り切る」べきものではない。 

福島原発の事故後、斑目委員長は、参議院予算委員会における福島みずほ

議員の質問に答え、「割り切り方を間違えた」「個人的に謝罪する」と述べた

が、個人の謝罪などでは到底済まされない重大な結果が安易な「割り切り」

によって生じているのである。 

３ 失格した現行の安全審査指針 

（１）安全指針が機能しなかった事实 

今回の震災においては、地震動による外部電源の喪失、非常用ディーゼル

発電機能の喪失、オイルタンクの喪失、冷却機能喪失、機器・配管の損傷、

それらに続く爆発、これらが本件地震及び津波によって発生したが、これら

は地震により同時発生したものであり、まさに地震が共通原因故障を引き起

こし、大事故になったのである。 

一方、福島原発事故に関係する指針として、発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針（以下「耐震指針」という）と発電用軽水型原子炉施設の安

全設計に関する審査指針（以下「安全設計指針」という）と発電用軽水型原

子炉施設の安全評価に関する審価指針（以下「安全評価指針」という）があ

る。現实の大震災を前にして、これらの指針では安全性が確保できなかった

のであるがその理由はどこにあるのであろうか。以下解析する。 

ア 安全設計指針 

安全設計指針は、安全審査に当たって確認すべき安全設計の基本方針

を定めている。福島原発事故では地震・津波によって尐なくとも冷却材

喪失事故、全電源喪失事故が発生したのであるが、安全設計指針におい

て、地震・津波に対してどのような考慮がなされているかというと、地
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震に対しては「耐震指針で設計用地震力に十分に耐えられることを審査」

し、津波については「津波によっても原子炉施設の安全性が損なわれな

い設計であること」と定めているだけで、地震・津波による共通原因故

障を考慮した設計を求めていない。 

そして、電源喪失に対しては「短時間の全交流動力電源喪失に対して、

原子炉を安全に停止し、かつ、停止後の冷却を確保できる設計であるこ

と」を求めているだけで、今回のような長時間の全交流電源喪失を考慮

する必要はなく、まして、全電源喪失の考慮は求めていない。 

すなわち、地震・津波によって色々なところが同時に故障し、その結

果、或いは、そのうえに、全電源喪失になることなど考えなくてよいと

されているのである。 

イ 安全評価指針 

安全審査において、安全評価指針に適合していることが認められれば、

原子炉施設の安全設計の基本方針に関する評価および原子炉立地条件と

して周辺公衆との隔離に関する評価（以下「立地指針」という）は妥当

と判断することとされている。 

その安全評価指針において、電源喪失にかかる事頄は、過渡変化にお

ける外部電源喪失の想定、原子炉冷却材喪失事故における外部電源喪失

の想定程度で、外部電源と非常用ディーゼル発電を同時に喪失する事態

は喪失していない。このような安全評価指針に適合するとして福島原発

は安全審査をクリアし、今回の事故を招来したのである。 

（２）違法な設置許可 

浜岡原発を含む全ての原発は、このような内容の安全設計指針、安全評価

指針のもとに安全審査がなされているのであるから、安全性が確保されてい

ないことは明らかである。 

原子力安全委員会委員長班目春樹氏の先の浜岡先行訴訟における証言－
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「割り切りだ」「非常用ディーゼル２個の破断も考えましょう、こう考えま

しょうと言っていると、設計出来なくなっちゃうんですよ」－について、３

月２２日に参院の予算委員会で社民党の福島みずほ党首からこの裁判の証

言について問われ、班目氏は「割り切りは正しくなかった」と答弁している。

これは、現行の安全評価指針が誤りであったことを原子力安全委員会委員長

が国会で認めたものである。 

伊方原発最高裁判決では、原子炉等規制法２４条１頄について「原子炉が

原子核分裂の過程において高エネルギーを放出する核燃料物質を燃料とし

て使用する装置であり、その稼働により、内部に多量の人体に有害な放尃性

物質を発生させるものであって、原子炉を設置しようとする者が原子炉の設

置、運転に付き所定の技術的能力を欠く時、又は原子炉施設の安全性が確保

されないときは、当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命、身体に

重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放尃能によって汚染するなど、深刻な災

害を引き起こす恐れがあることに鑑み、右災害が万一にも起こらないように

するため、<中略>原子炉施設の位置、構造及び設備の安全性につき、科学的、

専門技術的見地から、十分な審査を行わせることにある」判断している。そ

して、「現在の科学技術水準に照らし、右調査審議において用いられた具体

的審査基準に不合理な点があり、あるいは当該原子炉施設が右の具体的審査

基準に適合するとした原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の調査

審議及び判断の過程に看過しがたい過誤、欠落があり、被告行政庁の判断が

これに依拠してされたと認められる場合には」違法と判断される。 

現行の安全審査指針は、深刻な災害を引き起こさないように、過酷事故の

発生や事故の拡大を防止することを目的としている筈だが、福島原発事故の

発生を防ぐことができなかったものであり、現行の審査指針の欠陥が明らか

になったのである。このことは、福島第一にのみ当てはまるものではない。

後記（２）のとおり、地震・津波を原因とする共通原因故障を考慮していな
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いのは、浜岡原発を含めたすべての原発であり、今やすべての原発の設置許

可自体が無効とされなければならない。 

４ 津波に対する無防備 

（１）津波に対する安全性評価のためのモデル作成と解析 

原子力発電所に関する規制行政機関である原子力安全・保安院と連携し、

原子力の安全確保に関する専門的・基盤的な業務を实施する機関として、独

立行政法人原子力安全基盤機構が存在する。原子力施設に関する検査等、安

全性に関する解析・評価、防災対策、安全確保に関する調査・試験・研究及

び安全確保に関する情報の収集・整理・提供などを業務とする権威ある機関

である。 

この原子力安全基盤機構が、「平成２１年度 地震に係る確率論的安全評

価手法の改良＝ＢＷＲの事故シーケンスの試解析＝」という報告書を公開し

ている。東日本大震災前の報告である。 

この研究報告は、原子力発電所の安全性に関連する外的事象のうちでも特

に重要な地震事象を取り上げ、プラントの耐震安全性レベルを把握するため

に、地震に係る確率論的安全評価（以下、「地震ＰＳＡ」という。）手法の

整備を实施していることの一環として、行われているものであり、平成１８

年９月に、発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（２）（以下、「耐

震設計審査指針」という。）が改訂され、残余のリスク評価の必要性が記載

されたことを受けてなされたものである。 

原子力安全・保安院は、電気事業者に対して、改定後の耐震設計審査指針

に基づく既設炉の耐震性のバックチェックの終了後に、将来の確率論的安全

評価の安全規制への導入の検討に役立つ情報として残余のリスク評価を实

施し、その結果を報告するように指示している。電気事業者が行った残余の

リスクの評価結果の妥当性を確認するためには、地震ＰＳＡモデルの整備等

が必要であるが、改定後の耐震設計審査指針では地震随伴事象である津波の
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影響が考慮すべき事頄として指摘されている。このため、津波に対する安全

性の評価に役立つ情報として確率論的な評価を实施するために津波ＰＳＡ

のモデルの構築が必要とされ、平成２０年度にも簡略なモデルが作成されて

いるが、平成２１年度報告は、これを改良したモデルを用いて津波時の炉心

損傷頻度の試解析を实施したものである。 

（２）前提条件 

このモデルは、以下の条件を前提として行われている。 

• 基準の海水面に対して高さ１３ｍ の防波堤もしくは防波堤なし 

•  防波堤内の海岸縁に、基準海水面に対して高さ５ｍの位置に海水ポ

ンプ（電動機） 

• 屋外機器は、基準海水面に対して高さ１３ｍの位置  

• 原子炉建屋の開口部も高さ１３ｍ  

一見して明らかなとおり、現状の浜岡原発よりも海水ポンプの高さを除き、

ほとんどが有利な前提条件となっている。福島第１原発も同様である。 

（３）解析結果 

解析結果は以下のとおりであり、ほぼ１００％の確率で炉心損傷まで至る

と解析されている。 
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 表２ 津波高別解析結果（同報告書より引用） 
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津波の来襲によって、海水ポンプが損傷し、非常用ディーゼル発電機が機

能を喪失。原子炉建屋内の機器の損傷や、全電源喪失などの結果、防波堤（海

面から高さ１３メートルと仮定）がある場合でも１５メートル以上の津波が

来た場合、ほぼ１００％の確率で炉心損傷まで至ると解析されているのであ

る。 

まさに、福島第１原発で発生した事象であるし、同じことは浜岡原発でも

当然に発生する。 

 

第２ あるべき地震の想定とは 

１ 従来の地震想定手法の限界 

（１）中央防災会議の結論 

国の地震防災対策において、最高の権威をもつところの中央防災対策会議

は、２０１１年６月２６日、「東北太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対

策に関する専門調査会 中間とりまとめ」を発表した。 

ここでは、「今般の災害は、地震の規模、津波の高さ・強さ、浸水範囲の

広さ、広域にわたる地盤沈下の発生、人的・物的被害の大きさなど、いずれ

においても中央防災会議のもとに設置された専門調査会が想定した災害の

レベルと大きくかけ離れたものであった。従前の想定に基づいた各種防災計

画とその实践により防災対策が進められてきた一方で、このことが、一部地

域において被害を大きくさせた可能性もある。自然現象の予測の困難さを謙

虚に認識するとともに、今後の地震・津波の設定の考え方などについては、

抜本的に見直していかなくてはいけない」と、率直に従来の在り方を反省し

ている。 

さらに、「今般の地震は、過去数百年間の資料では確認できなかった、日

本海溝の南半分にまで至る複数の震源域が連動発生したマグニチュード９.

０の地震であった。このような地震が想定できなかったことは、過去数百年
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間に経験してきた地震・津波を前提に、日本海溝の北半分での震源域を想定

した結果であり、従来の想定手法の限界を意味している。」ともしている。 

この指摘は重大である。 

現在の原子力発電所の地震防災対策の根幹をなすところの、基準地震動の

策定は、過去の地震を基にした経験則に依拠しており、中央防災会議の想定

と基本的に手法は同一である。その中央防災会議が、経験則では、現实に起

きうる巨大地震が想定できないことを認めたことになるからである。 

（２）中央防災会議の地震・津波想定の見直し 

中央防災会議は、上記のとおり、従前の想定手法が現实の超巨大地震に通

用せず、限界があったことを認めた上で、「これまでの地震・津波の想定結

果が、实際に起きた地震・津波と大きくかけ離れていたことを真摯に受け止

め、今後の地震・津波の想定の考え方を抜本的に見直さなければならない。」

と表明した。 

すなわち、今までの想定手法＝地震学においてスタンダードと思われてい

た学問的常識を改める必要があると認めたのである。 

そして、更に具体的に、 

「これまで、過去数百年間に経験してきた最大級の地震のうち切迫性のあ

る地震を対象に、これまで記録した地震動と津波を再現することのできる震

源モデルを考え、これを次に起きる最大級の地震想定としてきた。その結果、

過去発生したらしい地震であっても、地震動や津波を再現できなかった地震

は地震発生の確度が低いとみなし、想定の対象外にしてきた。今回の災害に

関連していえば、過去起きたと考えられる８６９年貞観三陸沖地震、１６１

１年慶長三陸沖地震、１６７７年延宝房総沖地震などを考慮の外においてき

たことは、十分反省する必要がある。 

このように、過去に発生してきたことがわかっていながら当時の知見で想

定の対象外としたことの理由の一つは、地震像全体の再現が困難であったこ
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とによる。たとえ地震の全体像が十分解明されていなくても、今後は対象地

震として、十分活用することを検討していく必要がある。確からしさが低く

ても、地震・津波被害が圧倒的に大きかったと考えられる歴史地震について

は、十分考慮する必要があるからである。」と指摘した。この具体的言及を

見れば一目瞭然であるが、この、「十分に反省する必要がある」、過去数百

年間に経験してきた最大級の地震のうち切迫性のある地震を対象に、これま

で記録した地震動と津波を再現することのできる震源モデルを考え、これを

次に起きる最大級の地震想定としてきた」手法は、まさに原発における基準

地震動の策定方法と基本的に同一である47。 

中央防災会議は、今回の東日本大震災を想定し得なかったことの反省に立

ち、次のように結論づけた。 

「今般、従前の想定をはるかに超えて甚大な被害が生じたことを重く受け

止め、これまでの考え方を改め、地震・津波の想定から防災対策まで全体に

ついて見直しを行い、今後の防災計画を再構築していく必要がある。」 

当然のことではあるが、まさに必要とされるところである。 

そして、このことは原子力発電所の安全性の見直しについてこそ、火急の

必要性を持って取り入れられなければならない。 

不十分な（＝限界のある）地震想定に基づいて設計され、「安全なもの」

と誤解されて設置許可が行われている全国の原発はただちに運転を差し止

め、廃炉にされなければならない。 

                                            

47 また、中間とりまとめを決めた、中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓と

した地震・津波対策に関する専門調査会」（第３回）の議事録において、「過去の

地震は、揺れの被害に基づいてマグニチュードなどを推定しているものが多いので、

過去の地震のマグニチュードは見誤っている可能性がある。そのため、過去の地震

の大きさを今の知見でもう一度整理すべきである。」との指摘がなされている点も

重要である 
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２ 超巨大地震の可能性 

（１）始めに 

本件地域におけるプレート間地震のマグニチュードとしては、旧指針のも

とではＳ１として８．０、Ｓ２として８．５という数字が示されてきた。今

回の被告の新指針に基づく耐震安全性耐震安全審査のもととなった想定東

海地震のマグニチュードは８．０にすぎない。 

しかし、近時、繰り返し発生しているプレート間地震のうちで、稀に超巨

大なマグニチュードの地震が発生しうることが判明し、この点についての实

証的な検討が進められている。 

現在の浜岡原発（实際は日本国内すべての）の想定地震は、大幅な上方修

正が必要であり、そのことは、今回のプレート境界における連動型超巨大地

震である東日本大震災の発生前から明らかになってきていた事实である。以

下解説する。  

（２）地震学会での議論 

２００５年度地震学会秋期大会において、北海道大学地震火山研究センタ

ー谷岡勇市朗氏が、「北海道の太平洋岸では十勝沖地震、釧路沖地震、根审

沖地震などのＭ８クラスの巨大地震が繰り返し起きているが、これらの地震

断層破壊が一気に進むとスマトラ島沖の大津波地震のようなＭ９クラスの

超巨大地震に成長する恐れがあること、そしてこのような超巨大地震が確か

に起きたことが、北海道沿岸の津波堆積物の調査からわかってきたというこ

と」を報告した。そして、質疑において、「三陸海岸や青森でも大津波の記

録が残っている可能性があり調査が必要である」とも言及された。今回の超

巨大地震は、国の公式見解としては「想定外」であったが、地震学会では、

既に６年前にこれが議論されていたのである。 

（３）連動型地震における超巨大地震 

２００８年４月２６日、第５回活断層研究センター研究発表会「連動型巨



147 

 

大地震－その解明と予測に向けて」において、産業技術総合研究所藤原治研

究員は、「海溝周辺で起こる連動型地震では、一つ一つのセグメントが破壊

する場合より、すべり量やその結果発生する地震動や津波の規模が異常に大

きくなる可能性がある。その場合には通常の海溝型地震とは異なる地殻変動

を伴う」という研究成果を発表した。堆積物等の実観的証拠のある知見から

組み立てられた理論である。以下、藤原研究員が、具体的に連動型超巨大地

震の発生があったと指摘したところをそのまま引用する48。 

ア 千島海溝南部の例： 

北海道東部太平洋岸は最近１００年間に沈降傾向にあり、この間に発

生したＭ８クラスの地震でも顕著な隆起は認められないが、１０万年程

度の時間スケールでは隆起していることが海岸段丘から推定される。し

かし、１７世紀の地層から歴史津波を大きく上回る遡上範囲を持つ津波

堆積物が発見され、また、この地震の余効変動と考えられる海岸が隆起

した痕跡も見つかった［１］。この巨大津波は、津波遡上シミュレーショ

ンとの比較から、十勝沖と根审沖の震源域が連動して巨大地震が発生し

たためと考えられている［２］。津波堆積物の記録は、このような超巨大

                                            

48 ア以下の［］内の数字に対応する引用文献は以下のとおり。     

[1]   Sawai et al. (2004): Science、 306、 1918-1920. 

[2]   産総研 地質調査総合センター(2004):数値地質図 EQ-01(CD-ROM). 

[3]   平川一臣ほか（2005）：月刉地球号外、No.49、173-180. 

[4]   Nanayama et al. (2003): Nature、 424、 660-663. 

[5]   池田安隆(1996) :活断層研究、15、 93-99. 

[6]   増田富士雄ほか（2001）:地学雑誌、 110、 650-664. 

[7]   Sakai et al.、 (2006): Sedimentary Geology、 185、 21-39. 

[8]   宍倉正展（2003）: 地震研究所彙報、78、245-254. 

[9]   羽鳥徳太郎（1985）:月刉地球、7、182-191. 
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津波が過去７０００年間に平均５００年程度の間隔で発生したことを示

している［３、４］。 

イ 日本海溝の例： 

同様な時間スケールによる地殻変動パターンの矛盾は東北日本太平洋

岸でも認められ、これを解消する超巨大地震が発生する可能性が指摘さ

れている［５］.房総半島中部から九十九里浜にかけては、歴史地震に伴

う地殻変動は知られていないが、完新世の段丘や地層は数百年～３千年

間隔で地震隆起の発生を示唆している［６、７］。 

ウ 相模トラフの例： 

歴史記録と離水海岸地形の特徴から、再来間隔や規模が異なる１９２

３年大正地震タイプ（再来間隔数百年）と１７０３年元禄地震タイプ（再

来間隔２千数百年）の地震が知られている［８］。両者では津波の波高分

布も大きく異なる． 

エ 南海トラフの例： 

１７０７年宝永地震では、１８５４年東海・南海地震、１９４４年東

南海地震、１９４６年南海地震の震源を含むエリアがほぼ同時に破壊し

たと考えられている。地殻変動のパターンも地震毎に異なるらしい。駿

河湾奥の浮島ケ原では、急激な水深の増減を示す泤炭層と粘土層の繰り

返しが、尐なくとも過去６０００年間にわたって見られる。この岩相変

化の一部は南海トラフで発生した地震に伴う隆起・沈降を反映したもの

と考えられるが、そのパターンや時間間隔は一定ではない。また、静岡

県西部の湖西市の海岸は、宝永地震を含む幾つかの歴史地震では沈降し

た［９］が、この地域の地層からは約千年前に大きな隆起イベントが発

生した痕跡が検出された。 

「このような連動型地震は、上記のほか１９６０年チリ地震震源域、

北米カスケード、コロンビア－エクアドル地域でも、歴史記録や地形・
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地層の記録からその存在が推定され（図１）、プレート沈み込み帯に共通

した特長である可能性がある。」 

この指摘は、まさに重大である。これは、今回の東日本大震災が連動によ

って、Ｍ９．０となったことを予見していたと同時に、今後、日本のプレー

ト境界面（プレート沈み込み帯）において、東日本大震災と同様の超巨大地

震が発生しうることの予見でもあるからである。 

そして、本件浜岡原発の立地は、まさに「エ 南海トラフ」の連動震源域

にある。 

３ 地質学的調査による巨大地震の痕跡 

前頄の藤原研究員の指摘を裏付けるような報告は、地質学的調査の進展い

より、相次いでいた。この地質学的調査による巨大地震発生の指摘は、実観

的エビデンスを持つもので、学説・論文として極めて価値が高い。 

以下、主要なもののみ紹介する。 

（１）約５００年間隔での北海道東部巨大地震 

添田雄二外「先史・歴史時代に道東太平洋沿岸を襲った巨大津波の痕跡『Ｂ

ｏｌｅａｌｏｐｉｔｈｅｃｕｓ』」１６２号によれば、北海道東部には１０

０年間隔でプレート間地震が発生しているが、釧路市春採湖で、過去９，０

００年間に約２０層の津波堆積物が確認されている。そのうち約５００年に

１回は大津波が来ていることが地質学調査によって、確認されている。すな

わち、北海道東部には、５００年間隔で巨大地震が発生している。 

（２）３，５００年間に３回の巨大南海地震示す砂層 

２００６年地震学会において、原田智也氏が「大分県の湖沼堆積物に記録

された「巨大南海地震」の津波シミュレーションに関する考察」を発表し、

大分県佐伯市の龍神池の過去３，５００年の津波堆積物調査で発見された３

枚の顕著な砂層が６８４年天步地震、１３６１年正平地震、１７０７年宝永

地震に対応しており、これらが巨大南海地震であったことを指摘している。 

http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/seika/hapyokai05/oral.html#fig.01


150 

 

（３）西南日本～琉球列島領域を震源とする超巨大地震が 

２００６年地震学会において、名古屋大学古本宗充教授が「東海から琉球

地域までを震源とする超巨大地震の可能性」を報告した。 

同報告においては、「これらの大きな隆起は過去６０００年間に４～６回

発生したと推定される。隆起が発生した正確な年代にはまだ問題は有るが、

例えば東海地域（御前崎）の隆起時期と琉球地域（喜界島）の隆起時期は似

ている。もし時期が一致しているならば、御前崎から喜界島までの変動を表

していることになる。 

以上のような隆起パターンは、超巨大地震が西南日本から琉球列島にかけ

ての領域を震源として、千数百年間隔で発生しているという可能性を示して

いる。」とされた。この研究は、前頄で紹介したプレート境界面における連

動型巨大地震の発生報告に沿うものであるし、次頄で言及する超東海地震の

発生原因ともなる。 

仮にこの極めて長大な震源層において連動型地震が発生すれば、その震源

層の大きさから、東日本大震災を上回る、チリ地震に匹敵する超巨大地震と

なることも想定される。 

４ 超東海地震 

（１）フィリピン海プレートにおけるプレート境界型超巨大地震 

２、３頄で紹介したとおり、日本においては、歴史地震として紹介され、

あるいは紹介されなかった地震の中に、巨大地震・超巨大地震が発生してき

た。その間隔は数百年～１０００年程度であり、原子力発電所の耐震設計に

おいては、当然考慮されなければならない発生頻度の範疇にある。 

その中には、浜岡原発の位置するプレート境界面が発生源となっているフ

ィリピン海プレートを震源域とするプレート境界型地震も含まれる。また、

このフィリピン海プレートにおいては、東海地域（御前崎）から琉球地域（喜

界島）に至るまでの超巨大地震も発生する可能性がある。 
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  そして、近時、この超巨大地震に、さらなるエビデンスが付加された。 

（２）御前崎周辺でのボーリング調査 

産業技術総合研究所（産総研）活断層研究センターの藤原治研究員と北海

道大学の平川一臣教授らのグループが、静岡県御前崎周辺に分布する４段の

完新世段丘について、其々の上からボーリングとジオスライサーによる掘削

調査を行って採取したコアの分析の結果、国が想定する東海地震の約３倍も

の地殻変動をもたらした地震が、この５０００年に尐なくとも３回起きたこ

とが判明したのである。 

具体的には、約４８００年前、３８００～４０００年前、２４００年前ご

ろの計３回、大きな隆起が発見されたことによる。このような大きな隆起は、

想定東海地震程度では生じないため、これとは別のタイプとみられる大規模

地震が起きていたと証明されるのである。藤原研究員らは、この大きな隆起

が顕著におおきな地震規模に直結するとは直ちには判断できず、「より広範

囲な調査を行って地殻変動の空間分布を明らかにする必要がある」と科学者

らしい慎重さを見せてはいるが、それでもなお、「仮に巨大なプレート間地

震であれば、巨大津波を起こしたと考えられる」ので、段丘の離水に対応す

る大規模な津波堆積物の有無についても調査が必要であろう、としている。 

仮にこの大きな隆起が巨大なプレート間地震によるものであれば、この超

巨大地震は、１０００年周期の可能性があり、現時点に近接する時間軸にお

いて、十分に発生しうるものである。 

５ 地震学の現状と原発 

以上、超巨大地震であった東日本大震災の解析を背景に、最近の地震学に

おける知見を概観してきた。 

今、何より重要なことは、プレート境界付近においては、巨大地震が連動

して超巨大地震となる可能性があることが、最近の地質学的調査も踏まえた

地震学の発展により、証明されており、そして、それが現实となって裏付け
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られてしまった、という事实である。 

「原子炉施設の位置、構造及び設備の安全性につき十分な審査をし、右の

者において所定の技術的能力があり、かつ、原子炉施設の位置、構造及び設

備が右災害の防止上支障がないものであると認められる場合でない限り、主

務大臣は原子炉設置許可処分をしてはならない」とした平成４年９月２２日

第三小法廷の判示に照らせば、超巨大地震の発生が危惧されるプレート境界

面（プレート沈み込み帯）近辺に位置する原子力発電所の設置など、認めら

れて良いはずもない。 

特に、浜岡原発の位置するフィリピン海プレートにおいては、南は琉球地

域（喜界島）に至るまでの超広大な震源域の連動による、超巨大地震の発生

が危惧されているのである。 

また、今回の連動型超巨大地震である東日本大震災は、たまたまＭ９であ

ったが、同様のプレート境界面で発生した１９６０年チリ地震は、Ｍ９．５

であり、次の連動型地震がこれ以下となる保証はどこにもない。 

チリ地震のＭ９．５は、史上最大と言われているが、これとて、「観測史

上」最大というだけであって、たかだか１００年間の範囲に区切ってのもの

に過ぎない。 

原子力発電所に事故があったとき、周辺住民のみならず、日本全体に多大

かつ深刻な影響を及ぼすことが証明された今、プレート境界面に隣接する地

域に原子力発電所をそのまま存在させ続けるなどという愚行が許されるはず

もない。 

日本は、日本人は、そして司法に携わる者は、その程度の判断力を有して

いる。  
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第４章 浜岡原発の地震随伴事象 

第１ 浜岡原発の敶地 

１ 総論 

浜岡原発における防災対策において、従前は地震随伴事象としておざなり

に扱われてきた津波防災の必要性が極めて高いものであることは、福島第一

原発事故をみたとき、誰の目にも明らかである。 

この津波の危険性を論ずるにあたっては、多方面からの考察を必要とする。 

まず考察されるべきは、浜岡原発敶地に津波が到達するか否かである。こ

れを検討するにあたっては、敶地等の現状－敶地高・建物の構造並びに敶地

周囲の形状－の確認が必要である。次に、津波の想定を、①過去の津波高、

②最新のシミュレーション、③静岡県の想定、④福島第一原発との比較等か

ら行う。最後に、前記１で述べた津波の一般的性質を踏まえた検討を加え、

浜岡原発における防災上の問題点を指摘していく。 

２ 原発敶地の状況 

（１）概要 

現在の浜岡原発の敶地は、ＴＰ49６ｍほどの地点に図のように存在する50。 

                                            
49 ＴＰ：東京湾平均海面。≒海抜 
50 図は原子力安全委員会資料ＷＧ１第９－２－１号より 
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また、各原子炉建屋は、岩盤と基礎が直接接するように設計されているた

め、例えば３号機の場合、ＧＬ51よりも－２３ｍ掘り下げられて作られており、

原子炉本体下部も地下１５ｍほどのところに位置している52。 

 

（２）歴史的由来 

浜岡原発の敶地は、元々は小高い山のすぐ前面が海にまでなだらかに傾斜

して砂浜に接していた場所であり、原発前敶地に１０～１５ｍの砂丘なども

存在せず、砂浜があるだけであった。また、新野川も、直線上ではなく、現

在の１、２号機建屋の直下付近を大きくカーブするようにして海に注いでい

た。国土地理院作成の地図によれば、現状のように直線上に付け替えられた

のは比較的新しく、昭和３０年代前半と推定される。 

                                            
51“Ground Level・Ground Line” 地盤面のこと。 建築物の建つ表面。 工事のさい垂

直方向の寸法計測の基準となる地盤高さの水平 
52 図は原子力安全委員会資料ＷＧ１第５－３－１号より 
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写真１ １９４６年浜岡（国土地理院Ｈ
Ｐより引用） 

写真２ １９６８年浜岡（浜岡町・閉町記念写真集より

引用） 
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図６ 中部電力主張の周囲の形状（中電ＨＰより引用） 

写真３ １９９５年浜岡（国土地理院
ＨＰより引用）  

 

（３）敶地周囲の標高 

浜岡原発の敶地前面には、防潮堤の類は一切設置されていない。中部電力

によれば、原発敶地周囲は、標高１０～１５ｍ、幅６０～８０ｍの砂丘に囲

まれていて、これにより津波から防災されているとの主張である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、浜岡原発前に砂浜はあったものの、もともと自然の砂丘は存在せ
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図５ 浜岡原発５号機前標高 

写真３ 浜岡原発５号機工事中（yahoo 航空写真より引用） 

ず、昭和２０年代に、畑等を工作するために人工的に盛り土、もしくは盛り

砂して設置されたものである。 

また、３、４号機～５号機にかけての前面は、５号基工事中にいったん削

り取られており、中電によって盛り土されたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この前面付近の標高は、２万５０００分の１地形図によれば、標高１０ｍ

未満となっている。 
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図６ 浜岡原発全体標高 

また、原発敶地東側は、若干の原発敶地外をはさみ、筬川に接しているが、

その部分の土手高は８ｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上を総括すれば、浜岡原発の敶地は、前面（南側）が海、左右（東西側）

を川に囲まれ、背面が小高い山であって、まさに雪隠詰めにされたような形

状である。 

津波に関する防災面からすれば、前面海側に対する備えだけでは不充分で

あり、左右の河口乃至は川からの津波の流入についても防禦が対策となる。 

また、原発敶地は、前面南側の盛り土、東西の川沿いの土手、北側背部の

山という敶地よりも標高が高い障壁に囲まれた凹状の地形となっている。 

したがって、いったん津波が障壁を乗り越えて浸入すれば、周囲の障壁の

高さまでは海水が排出されず、「原発溜め池」ができ上がるような危険な形

状となっている。 
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第２ 予想される津波高 

１ 過去の津波 

（１）過去の津波の調査方法 

過去の津波の調査方法には、大別して、歴史書や日記などの史料に残され

た津波に関する記述をもとに津波の規模や被害の状況を調べる文献調査と、

陸上に残された堆積物などを根拠に津波発生の時期、規模、回数、流れや掃

流力・流水力を調査する堆積物調査の２種がある。従来、過去の津波調査は

文献調査を中心に行われてきたが、以下に述べるとおり、本件原発敶地近辺

の津波被害に関する史料はそれほど多く残されていない。 

（２） 本件原発敶地の津波被害に関する史料が乏しい理由 

ア １８８９年当時の利用形態 

国土地理院が保管する明治２２年陸地測量部測量の地図によると、本

件原発敶地近辺の利用形態は、新野川東側は砂浜と山、新野川西側は砂

丘が広がる荒地であり、尐なくとも津波で人家が被害を受けるような利

用形態ではなかった。この測量の３５年前に発生した安政地震当時も同

様の利用形態であったと推測できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ １８８９年陸地測量部測量地形図 
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イ １９１６年当時の本件原発敶地近隣の利用形態 

大正５年陸地測量部測量に係る縮尺２万５千分の１の地図の地図記号

からは、１９１６年当時、本件原発敶地の利用形態が砂地と荒地であっ

たことが見て取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 長者塚砂丘の存在 

本件原発の西側沿岸部は、１８９７年から１９２４年までかけて行わ

れた長者塚砂丘（現在の御前崎市池新田）の固定化工事が終わるまでの

間、強い西風による飛砂で集落や畑地の埋没が続き、砂地と湿地の広が

る荒地として捨ておかれていた（静岡県教育委員会「郷土の発展につく

した人々・下巻」より）。 

歴年の地形図を比較していっても、大正５年には砂丘だった池新田の

沿岸部が１９５２年に耕作地にかわっていることがわかり、長者塚砂丘

の固定化工事後耕作が可能になったとの話を裏付ける。 

エ 文献調査の限界 

このような荒地の津波被害に関する史料は、決してその地域の被害の

最大値を示すものではなく、被害のごく一部が記録されたに過ぎないも

大正１９１６年陸地測量部地形図 
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のであることに留意する必要がある。 

（３）安政地震津波被害の記録 

嘉永７年（安政元年）１１月４日（太陽暦では１８５４年１２月２３日）

の午前９時頃に紀伊半島東南部の熊野沖から遠州沖、駿河湾内にいたる広い

海域を震源として起きた安政東海地震と、その約３１時間後の同月５日午後

４時頃に紀伊水道から四国にかけての南方海域を震源として起きた安政南

海地震は、プレート境界型の地震であり、遠州灘沿岸に津波被害をもたらし

た。 

「安政地震（１８５４年１２月２３日）における東海地方の津波・地殻変

動の記録－明治２５年静岡県下２６カ町村役場の地震報告から－」（地震研

究所業報５１号、１９７６年、羽鳥徳太郎（以下、「１９７６年羽鳥論文」

と表記する。））は、明治２６年１２月２５日に静岡県知事が東京大学総長あ

てに回答した安政地震の報告書を元に書かれた論文である。安政地震の３８

年後に、以下の図にある２６カ町村役場が県知事へ地震や津波、地殻変動の

状況を報告した資料を基にした研究であり、津波被害が生々しく記されてい

る。なお、この論文は、静岡県地震対策課が昭和６１年３月にまとめた「安

政東海地震津波被害調査報告書」の御前崎市佐倉の津波被害の記載の元にな

った論文と思われる。 
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以下、牧之原市相良から静岡県湖西市までの津波被害について、１９７６

年羽鳥論文や、東京大学地震研究所の編纂による「新収日本地震史料」第亓

巻別巻亓ノ一などに記された安政地震津波の記録をあげてみる。 

ア ①牧之原市波津 

相良町波津（現牧之原市波津）の大沢寺文書には、「その時海鳴りがし

て来たのを聞いて人々の不安と恐怖はいよいよ極度に達し、西南に山が

あるので老人を助け子どもを抱いてその山を指してわれがちに走って登

った、そして海の方を見渡せば海水は遠く一里位も向こうまで引いてこ

ちらの方は干潟になっている。・・・と、忽ち海のかなたから数千尋もあ

ろうと思える高浪が山のように此方に押し寄せてきてあっといふ間に河

口から浜辺は勿論、街上の家屋等も一飲みにして此の方に押し流し田も

畑も一面の水にしておいてまた引いて行った。」とある。（「新収日本地震

史料」１０３７頁） 

１尋は約１．８１８ｍであるから、３千尋とすれば５．４ｋｍ、４千

尋とすれば７．２ｋｍであり、相当広範囲にわたって波が押し寄せたこ

とがわかる。 

また、「郷土史話」には、「一旦愛鷹岩あたりまで引いた津波は、一切

の物を押し込めるように相良の浜に再度来た。」とある。（「新収日本地震

史料」１０４０頁）現在の海岸線から愛鷹岩までの距離は、国土地理院

のデータによればおよそ３キロメートルであり、大沢寺の文書の「１里

位（約４ｋｍ）水が引いた」との記述と大きな齟齬はない。 

図８ 「津波被害」１９７６年羽鳥論文から引用 
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牧之原市波津と本件原発敶地は、御前崎岬の東岸と南岸という違いは

あるものの、直線距離で９ｋｍほどしか離れておらず、波津で大きな津

波が来たのであれば、後記の回折現象により、本件原発敶地近辺も相当

大きな津波に襲われたであろうことは容易に想像がつく。 

イ ②御前崎市新庄 

「御前崎の方は地震軽く、新庄方は浪強く、十軒斗浪にてうつまり候

よし」との記載がある（「新収日本地震史料」１０４６～１０４８頁）。 

御前崎市新庄と本件原発敶地も、御前崎岬の東岸と南岸という違いは

あるものの、直線距離で５ｋｍほどしか離れておらず、新庄で大きな津

波が来たのであれば、本件原発敶地近辺も相当大きな津波に襲われたと

思われる。 

ウ ③御前崎市御前崎 

「海嘯は東南の沖より来り、海上１７～１８里（６６～７０ｋｍ）53の

                                            
53 （）内は、１里＝３．９ｋｍ、１丁＝１０９ｍ、一間＝１．８ｍ、１丈＝３．０

３ｍ、１尺＝３３ｃｍ、１町歩＝１ｈaとして換算した数字を代理人が記載したも

の。以下同。 

図９ 国土地理院のＨＰより 
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先より大山の如く斬次陸地近ずき、本村の岬頭の平地を浸水し、ただち

に北方即ち駿河湾に向けて進行せり。海嘯の来る前、海水およそ直立５

～６間（９～１０．８ｍ）も干上がるたる由。岬角の割に被害尐なく、

田畑を浸水せしのみにて、土地の消耗を見ず。地震后はかえって毎年尐

許づつ土地の増殖するを見たり。」（「１９７６年羽鳥論文」２０頁）と記

録されている。 

御前崎市御前崎と本件原発敶地は、直線距離で８ｋｍほどである。 

エ ④御前崎市白羽 

「激震の当時、潮水沖に去る１里程、ために暗礁所々顕出し、あたか

も奇峰の岐立せると一般、又瞬時にして怒涛狂瀾の如く押来り、平常よ

り４～５丁（４３６～５４５ｍ）程陸地へ襲来せしと云ふ。然れども又

直に常に復し、以来海岸に変遷の状を見ず。」（「１９７６年羽鳥論文」２

０頁） 

御前崎市白羽と本件原発敶地は、直線距離で６㎞である。 

オ ⑤御前崎市佐倉 

「当地方地震ありしとき、西南の方より涛海岸に打ち上り、其形状浪

斜に寄せたるを以って打上ることさくなし。平常よりおよそ１００間（１

８０ｍ）。」との記載がある（「１９７６年羽鳥論文」２０頁）。 

同地には、新野川を６ｋｍも津波が溯上したとの伝承もある。なお、

前述のとおり、安政地震の当時、原発の敶地周辺は、山と砂浜であって、

人家や田畑もなかったことから、原発敶地自体について、史料に残る記

載はないが、これは被害がなかったことを示すものではない。 

カ ⑥御前崎市千浜 

御前崎市千浜の津波被害について、科学技術庁国立防災科学技術セン

ター発行「東海地方地震津波史料（Ⅰ・下巻）」６５２頁（「東海地方地

震津波史料」）には、「津波についても種々口碑に伝えられるところがあ
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るが、たとえば千浜村では１．５ｋｍ内陸の喜右衛門新田まで、腰たけ

の津波に襲われたことがあるといわれており」との記載がある。 

１８８９年の陸地測量部の測量図には喜右衛門新田の地名があり、そ

の海側には海岸から５００ｍ程度内陸まで砂丘があった。現在、中部電

力は本件原発の海側に「幅約６０～８０ｍ」の砂丘を津波に対する防災

対策としているが、安政地震の頃にはその６～８倍もの砂丘があったに

も関わらず津波対策に役立たなかったことになる。 

御前崎市千浜と本件原発敶地は、直線距離で８ｋｍほどしか離れてい

ない。 

キ ⑦掛川市三俣 

「海鳴り潮沖の方まで引くことおよそ３町（３２７ｍ）計りと見受く

るや、此動揺反対し来るものと心得、直様居村の方へ駆け帰らんと暫く

岐路につき、砂山にて一見するに沖合より浪高く上り来ること５町（５

４５ｍ）程、暫時して故の如く后進し平時の潮水となり、動揺のため漁

船及び船具等を沖に引出され、或いは４～５町（４３６ｍ～５４５ｍ）

程の陸に打上られたりと云ふ。」（「１９７６年羽鳥論文」２１頁、三浜･

三俣村の報告）。 

漁船が内陸５４５ｍまで打ち上げられたということは、浸水区域はさ

らに内陸深くまで及んだと思われる。掛川市三俣と本件原発敶地は、直

線距離で１０ｋｍほどの距離である。 

ク ⑧磐田市鮫島 

「大地震の震動とともに海水１丈（３．０３ｍ）余引汐となり、空地

を生したるに、今引き返したる潮水再び湧くが如くに陸地に向きて浸し、

其勢潤々として忽ち海浜数十歩の砂原を没し、なお止まるべくも見へす。

实に物凄きこと言んかたなし。然るに波は誠に平穏にして、油を流した

る如しといふ。其日漁夫は海岸にありしが、此有様に驚き、急に逃んと
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するに、すでに水脛を没するに至りしかば、一同は近傍なる漁船を見か

けて乗るや否や、海上に１丈の高浪起こり、たちまち船を奪って海岸を

去る１５～１６丁（１．６～１．７ｋｍ）の堤塘に（汐除堤と称するも

の）押寄せられ、漁夫は辛して生命を助かりたりと云ふ。これ当時の事

変に遭ひし漁夫の实話なり。」（「１９７６年羽鳥論文」２１頁） 

磐田市鮫島と本件原発敶地は直線距離で約２７ｋｍほどの距離である。 

ケ ⑨磐田市駒場 

「石川多喜蔵一代噺」中の「安政地震記録駒場地区」には、「安政の海

嘯（津波）の天竜川を逆流する様、实にものすごく、是がため当駒場村

南部の村民二百～三百人は、何れかへ逃避せんと泣き来たりし様、今も

みる如き思あり、拙者が居宅は海岸を離るおよそ三〇町（３．２ｋｍ）、

天竜川の東畔にあり、此辺にて其汐水の高さ平水よりおよそ一丈四・亓

尺（４．３～４．７ｍなり、これをもって推考するに、河口にてはおよ

そ三、四丈（９～１２ｍ）の高さに至りしならん、此際天竜川中に存在

セル、字中ノ浜（南は海、他の三方は川なり）は、高き所二丈（６ｍ）

ばかりの山をなし、これに千有余本の松あり、そのうち大なるもの囲り

およそ八尺（２．６ｍ）高さおよそ一亓間（２７ｍ）もありまして、反

別およそ二〇町及耕地およそ二〇町合計四〇町歩（４０ｈａ）ばかりは、

震災と津波のため崩壊し」とある（「新収日本地震史料」１１１７～１１

１８頁）。 

磐田市駒場は本件原発から直線距離で３０ｋｍほどの距離にある。 

コ ⑩浜松市  

「浜松市史」には、「南の遠州灘沖方暗くなり、海鳴はげしく、津波襲

来するとて、人々は三方原の台地へ難を避けた。浜名湖口の今切湊では

二百間（３６０ｍ）のところが、津波打ち寄せて七百間（１．２６ｋｍ）

にも開き、宝永年間の大地震のとき打ちこんだ杭があらわれたという。」
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との記載がある（「新収日本地震史料」１１３０～１１３１頁）。 

サ ⑪湖西市新居、浜松市西区舞阪町 

「嘉永七甲寅十一月四日大地震記」には、各地状況聞き書きとして、

「浜手通り、欠塚（掛塚）辺りより荒五（新居）辺迄津波の難甚だし。

沖より大山の如く打ち来り、汐除堤等崩れこみ既に舞阪東馬郡の間は新

田場は切所となり、今切口は大きに荒れ広く深く成る由、大海同様の波

立つという。亓日津波の節は舞阪西弁天山の松の上を大船二艘吹き寄せ

られ、のり超えて漂い通り村櫛と山崎とに懸りし由、前代未聞の事ども

なり。」との記載がある（「新収日本地震史料」１１３６頁）。 

また、「荒五御関所亓日、津波にて流、舞阪宿町半分同日何れか流れ行

候よし」と記載がある（「新収日本地震史料」１０４８頁）。 

浜松市西区村櫛は、舞阪から直線距離で４ｋｍほど浜名湖の奥にある。

この距離を大船が流れたというのであるから、津波の威力の大きさが分

かる。 
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図１０ 

安政地震の津波

被害と被害報告

地点 
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（４）小括 

以上のとおり、安政地震（１８５４年１２月２３日）においては、東日本

大震災でみられたような、広範囲にわたる津波被害が記録されている。 

今回の抜粋は、静岡県沿岸に限ったものであるが、浜岡原発敶地である遠

州灘沿岸並びに駿河湾に面した相良町まで及んでいる。 

そして、本件原発敶地は、遠州灘沿岸地域ではもっとも高い津波を記録し

たと報告されている。１９７６年羽鳥論文の「まとめと考察」の頄には、「佐

倉では津波が南西方向から、御前崎では東南方向から来襲したと言われ、岬

付近で津波の屈折があった」と結論されており、遠州灘一帯のうちでも本件

原発敶地近辺で津波が高くなった理由を説明している。 

後に述べる、津波高を増大させる津波の屈曲効果が、实際に 实際に起き

ているのである。 

なお、浜岡町付近の痕跡高は６ｍとも言われているが、その確たる根拠は

みあたらない。 

２ 静岡県の想定 

東海地震が単独で起こることを前提とした静岡県の静岡県第三次地震被害

想定報告書に記載された旧浜岡町の津波予測は４．３～７ｍである（６６頁

表２．５－５）。 

ただし、その津波高は、１ｍと予測されている御前崎の地盤隆起量を減じ

て補正した数値であるとみられることに注意を要する。 

３ 文科省の委託研究による最新のシミュレーションによる想定 

（１）スーパーコンピューターを用いた高精度シミュレーション 

文部科学省の委託により、東京大学、東北大学、名古屋大学、京都大学、

海洋研究開発機構が、「連動性を考慮した強震動・津波予測及び地震・津波

被害予測研究」に関する２００８年度の成果報告書を発表している（後出）。 

この研究は、連動型巨大地震により発生する、周期０．３～２０秒の広帯
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図１１ ３連動津波高 

域強振動及び地殻変動、そして津波発生・伝播を連成して高精度に評価する

ための、「広帯域強振動・津波シミューレーションモデル」や分解能１ｋｍ

以下の高分解能陸域・海域地下構造モデルを整備し、これらのモデルをもと

に、不均質な地下構造および震源破壊様式をも考慮して、強振動・津波発生

伝播シミュレーションを、「地球シミュレータ」と「Ｔ２Ｋオープンスパコ

ン」を用いて实施した、高精度かつ整合的なものである。 

（２）南海地震・東南海地震・東海地震の時間差発生による津波高 

地震断層サイズが数十～百数十ｋｍに及ぶ巨大地震では、これにより発生

する津波の波長も同程度に長くなり、このような長波長の津波は、南海地震、

東南海地震、および東海地震が数分から数十分の時間差で連動発生した場合

には、波の重ね合わせによって波高を増大させる現象が広範囲で起きる（同

２０頁、後出）。これを１７０７年宝永東海・東南海・南海地震の断層モデ

ルによって解析した結果、御前崎周辺は、最初の津波高が、遅れて起きた津

波によって２倍以上増幅され、１１ｍの津波高となることが判明した（同２

１、２２頁）。 
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図１２ 駿河湾断層モデル 

４ 損害料率算定会のシミュレーション 

損害保険料率会が地震予知総合研究振興会に委託して、１９８４年から６

年度に渡って行った研究報告において、駿河湾から遠州灘にかけての断層モ

デルにＭ８．３の地震（単発）が発生した場合、浜岡近辺で１１ｍの津波高

となっている。 
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図１３ 予想津波高（赤丸加

筆） 
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５ 福島第一原発 

福島第一原発は、平坦な海岸線に面しており、岬や川に囲まれた浜岡原発

よりも津波高としては有利な条件であった。にもかかわらず、福島第一原発

を襲った津波は高さ１４～１５ｍとされている。 

なお、写真は福島第一原発と同じ海岸線にある南相馬市を襲った津波であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 保安院の示す「津波防止措置の考え方」 

２０１１年５月６日、原子力安全・保安院は、「緊急安全対策の实施状況の

確認結果について」という文書を発表した。その中に、「緊急安全対策におけ

る浸水防止措置の概要」と題する頄目があり、ここでは以下のとおりの津波

想定をしている。 

「・福島第一原子力発電所では、１５ｍの津波が襲来したが、これは、同発

写真４ 南相馬市の津波高

（You tube より引用） 
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電所における土木学会の津波高さの評価値５．５ｍを９．５ｍ上回るもので

あった。 

・このため、各電器事業者においては、各地点の土木学会のおける津波高さ

の評価値に９．５ｍを加えた津波高さ（上限１５ｍ）を考慮して、浸水防止

措置を講じることとしている。」 

この考え方の当否はさておき、浜岡における被告の新指針に伴うバックチ

ェックでの２００７年６月５日付報告では、敶地における最大水位上昇量は、

本来の想定震源域に付加断層２個と想定震源域の南にさらに矩形断層１個を

加えた中央防災会議の断層モデルのすべり量分布による影響を考慮した場合、

７．０４ｍとされており、それに満潮での潮位＋０．７９ｍを加えた７．９

ｍ程度とされている。これに９．５ｍを加えるならば、１７．４ｍであるが、

上限を１５ｍとすることによって、浜岡では１５ｍの津波高を想定すること

となる。 

 

第３ 津波に関する総合検討 

１ 津波高の増高 

（１）防潮堤と津波高 

津波の前面に防潮堤が存在した場合、津波高を防潮堤の高さが尐しでも上

回っていれば、これを津波の浸入を防げるというものではない。 

中央防災会議の「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関

する専門調査会」座長の河田惠昭教授によれば、津波の波長は、普通の波や

高潮と違って長いため、前進してきた運動エネルギーが位置エネルギーに変

換して津波高の２分の１が加算され、連続して前方の障害物を乗り越えてい

く（河田惠昭著「津波災害」岩波新書６２頁）。すなわち、津波の波高が１

５ｍであれば、２０ｍの防潮堤も乗り越えられてしまうことになる。 
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図１ 津波と高潮の違い・河田惠昭著「津

波災害」岩波新書より引用 

浅い海 深い海  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）屈曲効果 

浜岡原発は、駿河湾からみて、鋭角な岬である御前崎の裏側に位置してい

る。このような岬があった場合、津波の高さは、周辺部よりも高くなる。 

それは、津波の屈折効果による。 

津波も光と同じように、凸レンズ状の物体の影響を受け、屈折・回折を起

こす（「津波から生き残る」２４頁、後出）。 

震源域が御前崎に対し、南東側の駿河湾の場合（＝東海地震）、波峰線が

岬で屈折し、波向線の間隔が狭くなり、浜岡原発周辺は波向が高くなる。 
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また、震源域が東側の場合、回折効果も加わり、浜岡原発周辺は波向が高

くなる（河田惠昭著「津波災害」岩波新書７０頁）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 屈折効果・津波研究小委員

会編「津波から生き残る」土木学

会より引用 

図３ 屈折・回折効果・津波研究小

委員会編「津波から生き残る」土木

学会より引用 
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（３）河川による増波 

河川を遡上する津波を段波という。 

段波には２種類があり、先端部が激しく崩れながら遡上する砕波段波であ

り、波高はほとんど変わらない。 

もう一つのタイプは先端部が数十メートルほどの波長をもつ複数の並に

わかれた波状段波（ソリトン分裂波ともいう）であり、これは非常に安定し

た波であり、なかなか破砕しない上に、波高は２倍程度まで増すことがある

（「津波から生き残る」２５頁、後出）。 

（４）河口による集積 

浜岡原発は、河口に隣接しているが、河口においては、リアス式海岸やＶ

字型海岸と同様に津波が集積する。これは、湾口や水道に入ってくる津波の

エネルギーフラックス（海域面積当たりの津波のエネルギーとその伝播速度

の積）が一定なため、水路の幅が狭まれば波高がその分高くなるという当然

の物理現象である（河田惠昭著「津波災害」岩波新書７２頁）。 

（５）潮位変化の影響・大潮 

各シミュレーションや、過去の津波高の検討は、通常潮位変化の影響を差

し引いてニュートラルな潮位で行われている。 

したがって、たまたま潮位が高い時期に津波が発生すれば、ＴＰと比較し

た場合の津波高は当然増大する。 

御前崎の場合、各年とも９月には、満潮時にＴＰ８５ｃｍ前後潮位が上が

る。すなわち、津波高もその分増すこととなる。 

（６）なだらかな地形を遡上する津波 

  浜岡原発敶地前面のように、海岸線が緩やかに上昇している場合、底面

から一体となって押し寄せてくる津波は、海岸線から標高が徐々に高くな

って陸地を駆け上がる際に、そのままの波高を維持しながら遡上していく

可能性がある。したがって、１０ｍの津波高に対し、１０ｍのＴＰがあれ
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ば、それ以上津波は遡上しないとは言えない。 

    中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す

る専門調査会」第４回資料より引用 

 

２ 想定津波高における津波対策有効性の検討 

（１）従前の津波高想定 

浜岡原発敶地付近に押し寄せる津波高の想定は、以下のとおりである。た

だし、前記１に記載の津波高増波効果は加算前である。 

①過去の津波高：不明だが、屈曲効果が発生し、敶地付近では高くなっ

ていたとみられる。 

②静岡県想定（東海地震単独・浜岡町）：４．３～７ｍ 

③東大・３連動のシミュレーション：１１ｍ 

④損害保険料率機構シミュレーション（東海地震単独）：１１ｍ 

⑤福島第一原発の津波：１５ｍ 

⑥保安院の考え方：１５ｍ 

（２）現状での想定困難 

前号のとおり、現時点で様々な津波高は想定されうる。 

しかし、それはいずれも浜岡原発にとってもっとも不利な条件を考慮して
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行われたものとはなっていない。 

最新の知見に基づいて、最良の予測をしても防ぎうるかどうかが不確实で

あるのが、津波対策の現状である。 

中央防災会議の「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関

する専門調査会」の「中間とりまとめ」において、「一方で、自然現象は大

きな不確定性を伴うものであり、想定には一定の限界があることを十分周知

することが必要である。」「地震や津波は自然現象であることから、想定を

超えることは否定できない。」という、一種の不可知論が述べられているの

も、現状の地震・津波学における知見の現状を素直に吐露したものである。 

東京大学理学系地球惑星物理学科教授で、地震学を専攻するロバート・ゲ

ラ－教授が、「予知できる地震はない。これは鉛筆を曲げ続ければいつかは

折れるのと同じことだ。それがいつ起きるのか分からない」と指摘。地震は

予知不可能であることを率直に国民に告げる時期が来たとし、日本全土が地

震の危険にさらされており、地震科学では特定地域でのリスクの度合いを測

ることはできないと述べた。「われわれは（地震を予知するのではなく）想

定外の事態に備えるよう国民と政府に伝え、知っていることと知らないこと

を明らかにすべきだ」と提言している54のも、同様の冷静な現状分析に基づ

くものである。 

この、地震学の現状を踏まえた結論としては、事故の発生が許されない原

子力発電所における想定津波高は、現時点で入手しうるすべての知見におけ

るワースト・ケースを採用して行って、それでもまだ足りるか否かは判然と

しない、というものである。 

より具体的には、「東海地域（御前崎）から琉球地域（喜界島）まで及ぶ

広大な震源域が連動して発生する、Ｍ９．５クラスの超巨大地震において発

生しうる最悪の波高の津波をまず想定し、これに浜岡原発周辺の固有の悪条

                                            
54 ロイター、２０１１年４月１４日 
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件である屈曲効果、河川遡上による増波、河口集積による増波、大潮、ゆる

やかに遡上する効果、そして、防潮堤における１．５倍の増波効果、そのす

べてを掛け合わせた場合の津波高を想定すべきである。 

そして、その想定は、「安全な立地への設置」を義務づけられた事業者で

ある被告の義務である。 

その想定は、優に２０ｍを超えるであろうことが容易に想像さえる。 

（３）被告の現状の対応策について 

中部電力は、津波対策として１５ｍ防潮壁の設置を検討しているとしてい

る。その高さの基礎は、１５ｍ津波の想定である。 

しかし、これでは、高さの想定として全く不適当であることは前号に述べ

たとおりである。防潮堤に衝突した津波が１．５倍まで津波高を増すことを

考慮しただけでも、１５ｍの津波を想定したとすれば防潮壁の高さは、最低

でも１５ｍ×１．５＝２２．５ｍが必要となる。 

一方、津波の水圧は、津波の高さ５０㎝の場合、１ｍの幅に対して１．１

２５トンとされており、津波の高さの２乗に比例して増大する（「津波から

生き残る」６頁以下、後出）。したがって、１５ｍの津波高の場合、３０×

３０＝９００倍の水圧となり、防波堤の幅１ｍあたり１０００トンもの水圧

がかかることとなる。 

浜岡原発の場合、背後に山を抱く北面以外の、西・南・東面をコの字型で

取り囲む必要があることから、約２．５ｋｍにわたって、高さ２２．５ｍ以

上の防潮堤を築く必要があり、しかもそれは幅１ｍあたり１０００トンもの

圧力に耐えるものでなければならない。 

浜岡原発の敶地の一部は、元々河川及び河川敶であって、後記のとおり液

状化の危険性が静岡県からも指摘されている地盤であって、大規模地震発生

時に、耐えられるものを建設するのは实質的には不可能と考えられる。 
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［倒壊した田老地区の防潮堤］ 

（４）危険を増大させる防潮堤設置：浜岡原発の敶地形状 

浜岡原発敶地は、周囲を高さ８～１５ｍの土手・砂丘と背後の山に囲われ

た、洗面器のような形状をしている。 

これは、一見して津波に対して有利な形状に見えるが、实際は異なる。前

記のとおり、浜岡原発の土手・砂丘は、想定される津波に容易に乗り越えら

れ、敶地は津波に洗われる。そうした場合、原発のように周囲が囲われてな

ければ、津波はやがて引くこととなるが、周囲が土手等で囲われた浜岡原発

はそうならない。いったん流入した海水は逃げ場（引場）がないため、その

まま原発敶地に貯留することとなる。 「原発溜め池」の出現である。 
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このような事態となれば、浜岡原発の作業員に相当の人的被害がもたらさ

れるほか、電気設備が水没することにより、機能はすべて失われる。さらに

深刻なのは、応急の保守のために原子炉建屋及びその内部の格納容器や炉心

に近づくことすら不可能になってしまうことである。当然、非常用発電機車

両も近づくことさえできない。 

さらに深刻なことは、原子炉建屋の構造である。 

原発は、その基礎が直接岩盤に接していることが要求されているため、浜

岡原発の原子炉建屋は半地下のような構造となっており、３号機の場合、原

子炉格納容器・圧力容器（炉心）の最下部は地下１５ｍもの深さとなってい

る。 

したがって、仮に高さ１５ｍという中途半端な防潮堤を設置し、これを津

図１４ 津波後出現する

原発溜め池予想図 
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波が乗り越えた場合、原子炉格納容器は、２４ｍ以上にわたって水没するこ

ととなる（なお、中電は、防水扉で対策するというが、福島原発の例にある

ように、地震により建屋が変形するなどすれば、完全な防水など不可能であ

図１５ 水没する原子炉建屋（Ｔ

Ｐ７ｍまで水没の場合） 



184 

 

る）。 

 

第４ 液状化の危険性 

１ 地形図に見る本件原発敶地の土地の形質の変更 

浜岡原発敶地は、もともと、河川と砂浜があったところを、１９５２年こ

ろから盛り土をして形成された土地であって、近い将来に発生が予想される

東海地震などの大規模地震災害に対して、液状化現象を発生させる可能性が

非常に高い土地である。また、周辺でも過去に液状化が報告されている。以

下、概説する。 

２ 地形図の概説 

国土地理院が発行する地形図は、国土交通省国土地理院が管理・発行する

全国を対象として統一された企画と精度で作成された地図である。 

地形図においては、土地の起伏や形状について、等高線で表され、海岸線

も实線で示されていて、海岸線の変更や、起伏形状の変更があれば、その変

更時期を挟んで作成された地形図を精査すると、起伏形状の変更の態様を事

後的に知ることができる。 

ちなみに２万５千分の１の地形図においては、实線の等高線は、標高１０

メートルごとに１本、記載される。 

勾配が緩やかである場合、起伏の状態を知る補助等高線として、５メート

ルごとにも１本、等高線が記載され、この場合の線は、破線である。 

また、地形図においては、土地の利用形態すなわち荒れ地であるとか、畑

毛であるとか、田であるとかの区別も、地図記号を用いて表されている。 

土地の起伏や形状の変更が、その土地利用態様の変更も伴っている場合も

あるが、これもまた地形図に反映されている。 

本件原発敶地は、２万５千分の１の地形図の場合、「御前崎」図に含まれて

記載されている。 
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３ 原発敶地の変遷 

「御前崎」図の最新版は、２００６年６月１日に発行されたものであり、

下図は、この地形図のうち、本件原発敶地だけを拡大したものである。 

 

繰り返しとなるが、本件原発敶地は、西に新野川（にいのがわ）、東に筬川

（おさがわ）という二つの河川に挟まれ、南に遠州灘を望む地形である。 

現在の地形は、海岸線に沿って、一部標高１０メートル以下、一部標高１

０メートル以上１５メートル未満の段丘が形成され、原発施設と海との間に

は、この段丘が存在する。 

この段丘の北側には、沖合の貯水口から導かれた海水を受ける貯水槽が各

機に一つずつ存在している。 

この貯水槽は、原子力発電所で発生した高圧一次冷却水の蒸気を冷却する

ために用いられる海水を一旦ためておく施設であり、ここから、直接、それ

ぞれのタービン建屋内にある復水器に冷却水が地下の導路を通じて導かれる

地形図１ ２００６年地形図 
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構造となっている。 

原子力発電所の原子炉建屋とタービン建屋は、１号機から４号機まで、そ

れぞれ左側から並んでおり、その向きは、整でなく、１号機と２号機は、お

よそ南東の方を向き、３号機と４号機はおよそ南東南を向いて建設されてい

る。 

原子炉建屋とタービン建屋の建つ敶地の標高は、地形図によれば１０メー

トル以下である。 

原子炉建屋とタービン建屋は、それぞれ北側に崖を背負って建築されてお

り、この崖の上に管理棟などの付属建物が建設されている。 

地形図２は、１９５５年８月３０日発行の「御前崎」図の地形図の新野川

と筬川のそれぞれ河口に挟まれた土地、すなわち本件原発敶地を拡大して撮

影したものである。 

 

 地形図２ １９５５年の地形図 
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２００６年発行の地形図１と比べると、まず、新野川河口と筬川河口とに

挟まれた土地の海岸際に、２００６年発行の地形図２にはあった段丘状の標

高が高くなった部分はない。 

また、２００６年発行の地形図２と比べると、海岸から図上１３ミリほど

離れた位置に、標高３０メートルから５０メートルに達する小さな頂が、６

つあるが、これらは、２００６年発行の図１では消え失せている。 

さらに、地形図１と２、すなわち２００６年発行の地形図と、１９５５年

の地形図を、本件原発敶地北方にある桜が池北側の三角点（標高８８．６メ

ートルのもの）を参照点として重ね合わせると、新野川は１９５５年の位置

よりも、河口の位置で図上約１センチ北 西に位置を変えている。 

図上約１センチは、縮尺２万５千分の１地形図の場合、２５０メートルの

距離である。 

それだけではなく、新野川の河流は、２００６年の河流では河口に向かっ

てほぼ南方に流れているのに対し、１９５５年の川の流れは、南西に向かっ

て流れている。 

１９５５年の地形図では、新野川は、本件原発敶地の西側を貫流していた

のである。 

そして、その河流は、２００６年地形図で示された浜岡原発１号機および

２号機のすぐ西側を流れている。 

浜岡原発１号機および２号機のタービン建屋の北東壁面がちょうど、標高

５メートルを示す等高線に沿っている。 

１９５５年の地形図で示される地形では、このあたりから砂浜が始まって

おり、南西方向に向かってなだらかに勾配が下がっていく砂浜となって、海

に合しているので、タービン建屋よりも更に南西にある原子炉建屋の位置は、

更に標高が低い。 

２００６年地形図では、１号機および２号機の建屋の標高は１０メートル
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弱と見られるので、この高度差は、１９５５年ころから現在までに行われた

人工的な土地の形質改良によって盛り土がなされていることを示している。 

この盛り土は、地形図１と２を比べてみると、新野川河口から筬川河口に

かけて、２００６年発行の図１海岸線のすべてと、筬川河口付近の東側の最

狭部でも、図上４ミリ、すなわち１００メートルほどの広さにわたり、大規

模に盛り土がなされている。 

浜岡原発３号機および４号機の建屋は、地形図２にあらわされた海岸から

図上１３ミリほど離れた位置にある標高３０メートルから５０メートルに達

する小さな頂の位置にあり、これらの建屋の背後にある崖の存在と会わせ考

えると、これらの小さな頂を削り取ってできた標高１０メートル程度の土地

の上に建設されている。 

しかし、これらの建屋の南側にある海水溜まりや、その配管は、すべて、

盛り土がなされた土地の上にある。 

このほか、地形図１と２を重ね合わせると、本件原発敶地の海岸線は、大

規模に縮退し、かつての砂浜の大部分が海没している。 

縮退した幅は、現在の新野川河口左岸付近がもっとも広く、図上約７ミリ、

实距離にして１７５メートルに達する。もっとも縮退幅が狭いと認められる

部分は、現在の５号機の建屋東側壁を海に向かって延長した線と海岸線が交

わる当たりで、図上約３ミリ、实距離にして７５メートルくらいである。 

地形図３は、地形図１の２００６年と、２の１９５５年との間の１９５７

年に作成された２万５千分の１地形図「御前崎」図の本件原発敶地該当部分

を拡大撮影したものである。 
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浜岡原発の設置許可申請は、１９７０年３月に行われているので、これは

この許可申請を遡ること１３年前の地形図である。 

１９５５年発行の地形図の図３にくらべて、新野川の位置は、すでに２０

０６年地形図の図１とほぼ同じ位置に変えられており、同時に海岸に沿って

標高１０メートルほどの盛り土がなされている。 

下の新野川の右岸の位置に沿って、道路が造営されており、この道路が下

の新野川右岸の位置を離れて北上する地点の南側には、田が存在する。 

この田のすぐ南側には池が存在する。 

この池の北方、東方、西方には、５メートルの補助標高線が記されており、

このあたりの標高は５メートル未満であることを示す。 

２００６年の地形図１では、このあたりは、標高１０メートル弱である。 

１９５５年発行の地形図２に記された海岸から図上１３ミリほど離れた位

地形図３ １９５７年地形図 
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置に、標高３０メートルから５０メートルに達する小さな６つの頂は、この

１９５７年発行の地形図３では、まだ存在している。 

この頂のある地形と、海岸沿いの段丘様の盛り土の部分との間は、谷間に

なっており、利用形態は荒れ地である。 

図４は、図１の２００６年と、図３の１９５５年との間の１９７２年に発

行された２万５千分の１地形図「御前崎」図（注意書には、使用した空中写

真は１９７０年４月撮影であり、現地調査は１９７０年１０月であると記さ

れている）の本件原発敶地該当部分を拡大撮影したものである。 

 

  

 

１９７２年発行の図７を、１９５７年発行の図５と比べてみると、海岸線

から図上１３ミリほどの位置に存在していた６つの小さな頂がある地形はも

う既に存在しない。 

地形図４ １９７２年地形図 
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頂部が削り取られ、以前に比べればなだらかな地形が続き、頂部のあった

市野北側に新たに東西に貫通する道路が造営されている。 

その一方、１９５７年発行の図５には存在した池や田も消失している。 

１９５７年作成の図３で現れた海岸沿いの段丘様の一段高くなった地形と、

その後背をなしている丘陵地の間にあった谷間の部分は、図７では土地利用

形態が荒れ地であったものが、畑になっている。 

本件原発敶地は、もともと、砂浜を埋め立てて土地の標高を１０メートル

に造営した土地と、海岸に近接した崖地を削って造成された土地である。 

本件原発敶地内の西側には、１９５５年ころまで新野川が貫流しており、

本件原発敶地の西側は、この新野川の河流を埋め立て新たに造営された土地

からなっている。 

下の新野川の河流の位置は現在の浜岡原発１号機および２号機の建屋南西

縁にあった。 

さらにその西側は、砂丘であった土地を埋め立てて造営された土地である。 

これらの造営は、１９５５年ころになされている。 

４ 同敶地の来歴による液状化の高い危険性 

大規模な地震災害に見舞われた場合、海岸沿いの埋め立て地では、液状化

現象が起きることが知られている。 

液状化現象は、もともと水分を含む軟弱な地層が、地震の揺れによって加

圧される結果、それまで有していなかった流動性を獲得し、流動化した地層

よりも軽い構造物、たとえば中空のパイプ構造をしている下水管を押し上げ

たり、あるいは重い構造物を沈下させたり、あるいは液状化した地層自体が

地表に吹き出してくる現象である。さらには、「側方流動」と呼ばれる、より

危険な現象が生じることがある。これは、地盤流動現象の 1 つで、傾斜や段

差のある地形で液状化現象が起きた際にいわゆる泤水状に液状化した地盤が

水平方向に移動する現象である。側方流動には大きく分けて２つのタイプが
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ある。1つは、地表面が１～２％程度のゆるい勾配になっており、地中部には

液状化層が存在するものである。この場合、地盤が傾斜に沿って移動するこ

ととなる。もう 1 つは、護岸などに見られるタイプで、地震の揺れおよび地

盤の液状化で護岸などが移動することで、後背の地盤が側方流動を引き起こ

すものである。 

このような側方流動が発生した場合、地中構造物に多大な影響を与える。

例えば、杭基礎であれば、側方流動が発生することにより杭は地盤から水平

方向にせん断や曲げの力を受けることとなる。この地盤からの力が杭の耐力

を超過し、杭のせん断破壊等を起こす。このため、杭基礎は上部構造物を支

える事ができなくなり、場合によっては構造物の転倒などを引き起こすこと

につながっていく。原発の場合には、各種配管が破断すれば、深刻な影響が

生ずることとなる。 

浜岡原発１号機及び２号機は、もともと河川であったところを埋め立てた

ものであり、浜岡原発３号機から５号機の南側の敶地は海浜であった砂地を

埋め立てたものである。下図１６は、中部電力が作成した、浜岡原発敶地西

側の地層分析図であるが、現实に地下数十メートルに存在する相良岩層に至

るまで、ほとんどが砂層となっている。 

したがって、大規模な地震災害によって、この砂状の地層が液状化する危

険性は高い。 

 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%9B%E3%82%93%E6%96%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9B%B2%E3%81%92%E3%83%A2%E3%83%BC%E3%83%A1%E3%83%B3%E3%83%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%80%90%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%80%90%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%AD%E5%9F%BA%E7%A4%8E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BB%A2%E5%80%92
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図 17 原発敶地の地層図 
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５ 過去の地震による液状化の履歴 

液状化については、１９４４年の東南海地震において、旧浜岡町において

数多くの事例が記録されている。以下は、静岡県作成の資料における旧浜岡

町内の記述である。 

 

    浜岡町池新田：地割れが生じ、噴砂、噴水現象が激しい（大山） 

          ：海岸近くの砂丘と砂丘の間で噴水が見られ、底なしの状態

となる（合戸） 

        佐倉：砂地の畑が地割れし、噴水激しく一面みずびたしとなる（宮

内） 

          ：県道地割れ、１ｍ位高く噴水（駒取、西佐倉） 

          ：地割れ各所にあり、噴水数日つづく（駒取、西佐倉） 

       朝比奈：各所で地割れ、噴水する 

        新野：地割れにともなう噴水、各所でみられる 

 

さらに、「１５０号線原発入口のところに、幅２０㎝長さ５０ｍの地割れが

できた」（「昭和１９年東南海地震の記録」１５４頁）もみられる。 

以上のとおり、当時は人口も尐なく、人家もまばらであったであろう旧浜

岡町の各所で、「噴水」を伴い、「底なしの状態」となるほどの激しい液状化

現象が観察されているのである。 

また、過去に液状化が報告された地点では、新たな地震が発生した場合に

「再液状化」することが知られている（「日本の液状化履歴マップ７４５―２

００８」東京大学出版会）。 

下図１８のとおり、東南海地震では、浜岡原発を囲むように液状化が報告

されている。原発敶地が空白なのは、そこで液状化が起きなかったのではな

く、当時は前記のとおり、「川、河川敶、砂浜、荒れ地」等であって、人に利
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用されていなかった土地であったからに過ぎない蓋然性が極めて高い。 

 

 

 

 

６ 原発に与える影響 

浜岡原発に敶地においては、各原子炉建屋と、原子炉に通ずる各配管や発

電用のタービン建屋（タービン発電機、復水器、給水加熱器、給水ポンプな

どを収納）、特別高圧開閉所（発電機と送電系統の連絡や切り離しを行う機

器類が設置）、貯水口、放水口（冷却用海水の出入り口）が散在している。

このうち、各原子炉建屋は相良層に直接基礎を接しているが、それ以外のタ

ービン建屋や各設備は液状化が生じた場合、不均等な沈降が生じる。 

したがって、敶地が液状化すれば、それぞれの建屋ごと不等沈下し、死活

的役割を担っている１時冷却水を通水する配管を初めとする各配管類が破断

図１８ 若松加寿江著「ＤＶＤ「日本の液状化履歴

マップ」（東京大学出版会）より引用 
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し、原子炉が冷却不能な事態を発生させる恐れが極めて高いものである。 

また、原子炉は極めて重い構造物であり、周りの地盤で固められて一定の

位置に定置されているのであるから、その南側隣接地だけが液状化し、軟弱

化することによって、原子炉建屋自体も傾くなどの被害が発生する恐れがあ

る。 

さらに、この原子炉建屋に隣接する土地には、海水貯水溜があり、タービ

ン建屋内の復水器に供給する海水の一時的な溜となっている。 

復水器に供給される海水は、一次冷却水を冷却するために存在するもので

あって、これは通常の発電手項における冷却系でも当然に使用される。 

ところが、これらの原子力発電所の付帯設備は、砂浜を埋め立てた土地の

上にあり、液状化によって、中空状態のパイプであれば、上昇し、流動化し

た砂層よりも重いものは不等沈下する可能性が高い。これらの施設、すなわ

ち海水溜や、これと原子炉タービン建屋を結ぶ配管などは破壊されて、死活

的な機能を失う結果となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ 中越沖地震で柏崎原発に生じた不動沈下 

 



197 

 

７ 静岡県の液状化予測 

静岡県がまとめた特定の土地ごとに液状化危険度を示す地図である。 

この予測によっても、浜岡原発敶地は、ほとんどにわたって液状化の恐れ

が中程度とされている。 

しかし、原発敶地が川、河川敶であったという来歴、周辺において過去に

観察された激しい液状化からすれば、この予測も控えめに過ぎる、問い得る

であろう。 

 

   この液状化現象は、建屋のみではなく、特に、建屋の外の海に近い場所にあ

る諸施設において、より生じやすい。この液状化は、特に海水系諸設備に致命

的な損傷を与える可能性がある。海水系設備は、原発で発生した熱を排出する

最後の設備で、これが機能しなければ原子炉の熱は、どこにも排出できなくな

ってしまう。 

図１９ 静岡県液状化予測図（赤丸で原発敶地を加筆） 
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また、これから建設するという防波壁にも、この液状化は、大きな損傷を

与えるおそれが高い。仮に地下の深くまで基礎杭を伸ばしても、基礎杭の周

囲が液状化で揺れ動いては、基礎杭も傾くなどの損傷を受けるおそれがある。 

 

第５ 結語 

従前、浜岡原発の立地は、東海地震の震源域の真上に位置することにより、

地震動の危険性のみがクローズアップされてきた。 

しかしながら、浜岡原発において、これと同等以上の危険度を持つのが、

地震随伴現象であるところの津波、液状化である。 

津波に対するに、防潮堤をもってすれば、その高さは高ければ高いほど良

く、中途半端な高さは逆に大変な危険を生む。「原発溜め池」を産んでしま

うのである。 

一方、液状化については、歴史的に近い地震において、相当程度の液状化

が報告されており、再液状化の危険性は極めて高い。しかも、これに対して

打てる有効な予防策は現状皆無である。 

率直な感想を述べれば、良くもこれだけ危険な立地に「原子力発電所」と

いう、それ自体が大変な破壊力を持つ施設を建設した、というものである。 

浜岡原子力発電所の立地では、どのような対策をもってしても、安全確保

などなしうるはずもない。 

ただちに、廃炉とすべきである。 

  



199 

 

第５章 安全な保管と解体 

 

第１ 福島第一原発３、４号機 

１ 福島第一原発３号機・４号機で起こったこと 

使用済み燃料棒も、放尃性崩壊による発熱を続けるため、冷却を続けなけ

ればならない。ところが、福島第一原発３号機・４号機においては、冷却機

能の喪失により、建屋内の燃料貯蔵プールに保管・冷却されていた使用済み

燃料棒の冷却ができなくなった。そのため、使用済み燃料棒の崩壊熱により、

プール内の冷却水が蒸発し、燃料棒が露出してしまった。その結果、燃料被

覆管のジルコニウム合金と水蒸気が反応して水素ガスを発生させ、水素爆発

とみられる爆発が起こり、建屋が破砕された。これにより、核燃料が発する

放尃能を遮るものがなくなり、放尃性物質が直接外部に漏れ出すこととなっ

てしまった。 

２ 使用済み燃料棒の危険性 

使用済み燃料棒は、ウランよりはるかに危険なプルトニウムが含まれてお

り、また被覆管のジルコニウム合金も放尃化（放尃性物質ではない物質に中

性子があたることで、放尃性物質に変化する現象）している。その上、放尃

性崩壊を続け、崩壊熱を発し続けるため、水を循環させて、崩壊熱がおさま

るまでの数年間冷却を続けなければならない。この冷却機能が停止すれば、

崩壊熱による過熱により冷却水が蒸発し、燃料棒が露出し、燃料被覆管のジ

ルコニウム合金と水蒸気が反応して水素が発生し、建屋内の酸素と反応して

水素爆発を引き起こす可能性がある。さらに過熱が続けば、燃料棒の破損や

溶融を引き起こす恐れもある。このように使用済み燃料棒は、十分な冷却が

なされなくなった途端に極めて危険な物質となるが、福島第一原発と同様、

浜岡原発では、原子炉格納容器内などに収納されることなく、原子炉建屋内

の上部に置かれた使用済み燃料貯蔵プールの中に、いわば剥き出しの状態で
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保管されているにすぎない。燃料貯蔵プールでの保管は、使用済み燃料棒の

危険性に対し、極めて無防備である。 

そのため、冷却機能が停止すれば、崩壊熱による過熱により、プールの水

が蒸発し、燃料棒が露出してしまう。そうすると、燃料被覆管のジルコニウ

ム合金と水蒸気が反応して水素が発生し、建屋内の酸素と反応し、水素爆発

を引き起こす危険性がある。また、さらに過熱が続けば、燃料棒の破損や溶

融を引き起こすおそれがある。そうなると、放尃性物質が建屋内に放出され

ることになる。燃料貯蔵プールは、使用済み燃料棒の危険性に対し、極めて

無防備であるといえる。 

３ 本件原発における使用済み燃料棒の安全な保管 

（１）燃料貯蔵プールにおける保管は危険である 

前記のように、燃料貯蔵プールにおける使用済み燃料棒の保管は、極めて

危険である。特に、本件原発は、前記のとおり、プレート境界面に位置し、

強い地震動と高い津波の危険に常に曝されており、また、液状化の危険性も

ある。したがって、ひとたび地震が起これば、福島第一原発以上の施設損傷

が起きる可能性が高い。また、常に強い南南西の風（２０１１年の年間平均

風向・平均風速は５．３ｍ55）にさらされており、原発に事故があれば人口

密集である静岡市、沼津市さらには首都圏が短時間の内に深刻な事態に陥る

危険がある。よって、本件原発の運転終了後、その使用済み燃料棒を燃料貯

蔵プールにおいて保管し続けることは、適当ではない56。 

                                            
55 ２０１１年６月３０日現在気象庁発表データによる。 
56中日新聞２０１１年６月２８日 １９７６年稼働の中部電力浜岡原発（御前崎市）

で生じた使用済み核燃料は計２０００トン。青森県六ヶ所村や海外に搬出した残り

の１１４０トンが今も保管される。福島の事故では、津波で燃料プールの冷却機能

を失い、使用済み燃料の温度が再上昇。浜岡原発は現在全て停止しているが、危険

は去っていない。浜岡原発の管理容量は１７４０トン。中電は、原発敶地内に７０

０トンを保管できる中間貯蔵施設を建設し、２０１６年度の使用開始を目指してい
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（２）再処理施設への運搬も適当ではない 

他方で、再処理施設へ運搬することも、適当ではない。使用済み燃料棒は、

一般的に、燃料貯蔵プールに一時的に保管・冷却された後、専用輸送容器（キ

ャスク）に入れられ、再処理施設に運搬され、保管される。しかしながら、

使用済み燃料棒は、再処理施設の再処理能力を上回るペースで発生し続けて

いるため、運搬・保管場所がないのが实情である。また、使用済み燃料棒は、

それ自体が危険物であるから、運搬の過程でトラブルが発生する危険を考え

れば、運搬は避けるべきである。 

（３）高台に移すべきである 

以上から、本件原発においては、使用済み燃料棒を本件原発敶地内の高台

に移し、３重４重のバックアップを備えた冷却をし、安全に保管するべきで

ある。高台であれば、津波の影響を避けることができるし、また、本件原発

敶地内での運搬であれば、運搬上のトラブルも最小限に止めることができる。

その上で、燃料貯蔵プールには、強い地震動にも冷却機能を喪失することが

ないように、何重ものバックアップを備えた冷却機能を装備しなければなら

ない。 

 

第２ 解体に伴う危険と必要性 

１ 放尃性廃棄物 

原子力発電は大量の放尃性廃棄物（放尃性物質を含んだ廃棄物）を発生さ

せる。現在、使用済み燃料の「再処理」（使用済み燃料からウランやプルトニ

ウムを回収して再び燃料として使用すること）による核燃料サイクルは試験

的实施の域を出ておらず、再処理の能力をはるかに上回る使用済み核燃料が

たまる一方である。再処理がなされなければ、使用済み燃料そのものが高レ

                                                                                                                                

る。 
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ベル放尃性廃棄物となる。しかも、放尃性廃棄物の処分技術は現在もなお研

究中で最終処分の体制も確立されていない。放尃性廃棄物には、高レベル放

尃性廃棄物と低レベル放尃性廃棄物の２種類がある。 

高レベル放尃性廃棄物とは、使用済み燃料棒の再処理の過程で分離された

放尃性核分裂生成物を含む濃縮廃液をガラスの原料と混ぜ、ステンレス製の

特殊な容器（キャニスター）に流し込んで固めたものをいう（ガラス固化体）。

ガラス固化体は、極めて高い放尃能をもつ、危険な廃棄物である（生身の人

間が直接ガラス固化体に触れると、わずか２０秒程度で致死量の放尃線量を

浴びることになる）。また、ガラス固化体の放尃能が、放尃性崩壊によって、

燃料の製造に必要なウラン鉱石と同程度に減るまでには、数万年かかるとさ

れる。そのため、ガラス固化体は、まず３０年から５０年間熱を逃がしなが

ら貯蔵した上で、金属や粘土で厚く覆い、地下３００メートルよりも深い地

層に埋める地層処分をするとされている（経済産業省資源エネルギー庁のパ

ンフレット「高レベル放尃性廃棄物の地層処分について考えてみませんか」

より）。しかしながら、日本では、処分予定地すら決まっていない状態であり、

現在までに高レベル放尃性廃棄物はたまり続ける一方である。 

低レベル放尃性破棄物とは、高レベル放尃性廃棄物ではないものをいう。

具体的には、原子力発電所施設の排気フィルタ、燃料棒の部品、使用済み燃

料を溶かすために使用された硝酸の溶液を濃縮したもの、その他（防護服、

手袋、工具等）である。このような低レベル放尃性廃棄物は、ドラム缶に入

れられ、セメントで固められた上で、地下数メートルの比較的浅い地層に埋

められて処分される。 

２ 原子炉廃止の方法 

原子炉を廃止する方法としては、密閉管理方式、遮蔽隔離方式、解体撤去

方式の３つの方法がある。 

１つ目は、密閉管理方式である。核燃料や冷却剤などを除去した後、空調
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や放尃能監視が必要とされない程度にまで内部を除染し、主な機器類はその

ままにして開口部を封鎖する。閉鎖後は、環境放尃能の監視と出入管理をす

る。 

２つ目は、遮蔽隔離方式である。核燃料や冷却剤等を除去し、遮蔽を頑丈

にして内部と外部を厳重に隔離する。内部の放尃能が時の経過に従い減衰し、

やがて良い解体技術が開発されたら、時宜を見計らって解体処分にしようと

いう含みをもっている。 

３つ目は、解体撤去方式である。原子力発電所を完全に解体し、敶地から

取り除いて更地にする。運転停止後、５年から１０年間密閉管理して内部放

尃能の減衰を待った後で、解体する。 

３ 本件原発は石棺化により廃止すべきである 

（１）石棺化が適当である 

本件原発は、石棺化による遮蔽隔離方式により廃止するべきである。具体

的には、原子炉から燃料棒を外部に（前記のとおり高台に）運び出した上で、

格納容器あるいは格納容器周囲に建設された囲いの中に、コンクリートを流

し込み遮蔽する。そして、そのままの状態で置いておくべきである。 

（２）解体の必要はない－もともと利用されていない土地 

本件原発敶地は、もともと、砂浜を埋め立てて土地の標高を１０メートル

に造営した土地と海岸に隣接した崖地を削って造成された土地であり、もと

もと利用されていない土地であった。そうであるから、本件原発の廃止方法

を検討するにあたって、廃止後の敶地の再利用を考慮する必要はない。よっ

て、あえて解体撤去方式による必要はない。 

（３）解体は危険である 

解体には、巨額の費用がかかる（１１０万キロワットの大容量原発を解体

撤去するには、約３００億円がかかると試算される）。それだけでなく、大

量の放尃性廃棄物を発生させる（１１０万キロワットの大容量原発を解体す
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ると、２００リットルのドラム缶１０万本分の放尃性廃棄物が発生すると試

算される）。また、原子炉の運転終了後は、燃料以外にも、格納容器を覆う

コンクリート等が放尃化している。そのため、解体時には、放尃性物質を含

んだ粉じんが周辺環境に飛散することは避けられず、環境汚染が生じるおそ

れもある。よって、解体撤去方式は、危険が大きい。 

 

第６章 結語 

 

   ２００７年１０月２６日、御庁は、平成１５年（ワ）第５４４号、平成１

６年（ワ）第９号原子力発電所運転差止請求事件につき、請求を棄却する判

決を言い渡した。その判決では、「原告らが主張するようなシュラウドの分離、

複数の再循環配管の同時発生、複数の主蒸気管の同時破断、停電時非常用デ

ィーゼル発電機の２台同時起動失敗等の複数同時故障を想定する必要はな

い。」とされた。その判決を聞いた石橋克彦氏は、「判決の間違いは自然が証

明するだろうが、そのときは私たちが大変な目に遭っているおそれが強い。」

と新聞に書いていた。今回の福島第一原子力発電所の事故をみれば、複数同

時故障を想定しなければならなかったとこは明らかである。起きて欲しくな

いことは起こらないことにするという姿勢での原子力発電所の安全審査に欠

陥があることは明らかになった。千年に一度起きるかも知れないことは、起

きうることとして想定していかなければならない。 

   福島第一原子力発電所の事故を目の当たりにすれば、「止める」、「冷やす」、

「閉じ込める」という３段階のいずれについても、大地震が発生したときに

は予定どおりにいかないことが明らかになった。自然の猛威は人智を超える

のであるから、何重もの安全措置があったとしてもだめである。 

   本件各原子炉は、想定される東海地震の震源域の真上にある。これまで詳

述してきたように、東海地震が発生すれば、原子炉そのものが破損するおそ
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れが現实のものとしてある。制御棒が挿入できず「止める」ことさえできな

くなる恐れが強い。敶地の液状化により各配管が破断する蓋然性がある。津

波により浸水し全電源を喪失し、核燃料を冷却できなくなるおそれがある。

「冷やす」ことができなくなり、メルトダウン、メルトスルーになるおそれ

がある。「閉じ込める」ことができないのは、福島第一原子力発電所の事故を

みれば明らかである。 

   地球温暖化対策の切り札と宠伝されたこともある原子力発電であるが、発

生した熱量の３分の２を海に捨てていて海そのものを温めている現实を直視

すれば、原子力発電は地球温暖化対策にはなりえない。 

   原子炉立地の条件として「大きな事故の誘因となる事象が過去においてな

かったことはもちろんであるが、将来においてもあるとは考えられないこと。

また、災害を拡大するような事象も尐ないこと」とされている。このことか

らすれば、本件各原子炉は、立地の条件を全く欠いていることは明らかであ

る。本件各原子炉は、このまま運転を再開することなく廃止されなければな

らない。 

   よって、原告らは、請求の趣旨記載の判決を求めるために本訴に及んだ。

裁判所におかれては、住民、国民の権利を守るために東海地震が発生する前

に請求を認める判断をしめしてもらいたい。 

以上 
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浜岡原子力発電所原子炉目録 

浜岡原子力発電所 

所 在 地  静岡県御前崎市佐倉５５６１ 

敶 地 面 積  １６０万平方メートル 

原子炉型式  沸騰水型（低濃縮ウラン・軽水減速・軽水冷却） 

１ １号炉 

原子炉型式  沸騰水型（ＢＷＲ） 

熱 出 力  約１，５９３ＭＷｔ 

設 置 許 可  昭和４５年１２月１０日 

２ ２号炉 

原子炉型式  沸騰水型（ＢＷＲ） 

熱 出 力  約２，４３６ＭＷｔ 

設 置 許 可  昭和４８年６月９日 

３ ３号炉 

原子炉型式  沸騰水型（ＢＷＲ） 

熱 出 力  約３，２９３ＭＷｔ 

設 置 許 可  昭和５６年１１月１６日 

４ ４号炉 

原子炉型式  沸騰水型（ＢＷＲ） 

熱 出 力  約３，２９３ＭＷｔ 

設 置 許 可  昭和６３年８月１０日 

５ ５号炉 

原子炉型式  改良型沸騰水型（ＡＢＷＲ） 

熱 出 力  約３，９２６ＭＷｔ 

設 置 許 可  平成１０年１２月２５日 

 


